
平
成
七
年
大
蔵
省
・
建
設
省
令
第
二
号

不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則

不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
（
平
成
六
年
法
律
第
七
十
七
号
）
及
び
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
令
（
平
成
六
年

政
令
第
四
百
十
三
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
こ
れ
ら
の
法
令
を
実
施
す
る
た
め
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法

施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

（
令
第
一
条
第
二
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
契
約
）

第
一
条
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
令
（
以
下
「
令
」
と
い
う
。
）
第
一
条
第
二
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
契

約
は
、
国
内
で
そ
の
締
結
の
勧
誘
が
行
わ
れ
る
契
約
で
当
該
契
約
の
当
事
者
が
一
時
的
に
外
国
に
移
動
し
当
該
外

国
に
お
い
て
締
結
す
る
も
の
以
外
の
も
の
と
す
る
。

（
特
例
事
業
に
お
け
る
工
事
）

第
二
条
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
二
条
第
八
項
第
四
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
工

事
は
、
建
物
の
修
繕
又
は
模
様
替
に
関
す
る
工
事
と
す
る
。

２
　
法
第
二
条
第
八
項
第
四
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
金
額
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
不
動
産
取
引

に
係
る
業
務
を
一
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
（
第
三
号
事
業
を
行
う
者
に
限
る
。
）
に
委
託
す
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
当
該
不
動
産
取
引
の
目
的
と
な
る
不
動
産
（
以
下
「
対
象
不
動
産
」
と
い
う
。
）
の
価
格
（
鑑
定
評
価
額
、

公
示
価
格
、
路
線
価
、
販
売
公
表
価
格
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
じ
て
公
正
と
認
め
ら
れ
る
価
格
を
い
う
。
）
の
一
割

に
相
当
す
る
額
と
し
、
当
該
業
務
を
一
の
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
（
小
規
模
第
二
号
事
業
を
行
う
者
に

限
る
。
）
に
委
託
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
一
億
円
と
す
る
。

（
事
業
参
加
者
の
利
益
の
保
護
を
図
る
た
め
に
必
要
な
要
件
）

第
三
条
　
法
第
二
条
第
八
項
第
五
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
要
件
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
営
ま

れ
る
不
動
産
取
引
に
係
る
業
務
を
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
（
第
三
号
事
業
を
行
う
者
に
限
る
。
）
又
は
小
規
模

不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
（
小
規
模
第
二
号
事
業
を
行
う
者
に
限
る
。
）
に
委
託
す
る
契
約
に
お
い
て
、
少
な
く

と
も
次
に
掲
げ
る
事
項
が
定
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
と
す
る
。

一
　
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
又
は
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
は
、
当
該
特
例
事
業
者
の
同
意
な

く
、
当
該
業
務
の
再
委
託
を
行
わ
な
い
こ
と
。

二
　
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
又
は
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
は
、
当
該
特
例
事
業
者
の
業
務
及
び

財
産
の
状
況
を
記
載
し
た
書
類
を
事
務
所
ご
と
に
備
え
置
き
、
当
該
特
例
事
業
者
の
求
め
に
応
じ
、
こ
れ
を
閲

覧
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

三
　
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
又
は
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
は
、
当
該
特
例
事
業
者
の
求
め
に
応

じ
、
当
該
特
例
事
業
者
の
業
務
及
び
財
産
の
状
況
に
つ
い
て
説
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

（
特
例
投
資
家
の
範
囲
）

第
四
条
　
法
第
二
条
第
十
三
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者

二
　
認
可
宅
地
建
物
取
引
業
者
（
宅
地
建
物
取
引
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
七
十
六
号
）
第
五
十
条
の
二

第
二
項
に
規
定
す
る
認
可
宅
地
建
物
取
引
業
者
を
い
う
。
）

三
　
不
動
産
に
対
す
る
投
資
に
係
る
投
資
判
断
に
関
し
助
言
を
行
う
の
に
十
分
な
知
識
及
び
能
力
を
有
す
る
者
と

し
て
国
土
交
通
大
臣
の
登
録
を
受
け
て
い
る
も
の
（
次
号
、
次
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
十
一
条
第
二
項
第
十

五
号
リ
に
お
い
て
「
不
動
産
投
資
顧
問
業
者
」
と
い
う
。
）

四
　
特
例
事
業
者
と
の
間
で
当
該
特
例
事
業
者
に
対
し
て
不
動
産
を
売
買
若
し
く
は
交
換
に
よ
り
譲
渡
す
る
契
約

又
は
賃
貸
す
る
契
約
を
締
結
し
て
い
る
者
で
あ
っ
て
、
か
つ
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
に
関
し
、

不
動
産
投
資
顧
問
業
者
と
の
間
で
不
動
産
の
価
値
の
分
析
若
し
く
は
当
該
分
析
に
基
づ
く
投
資
判
断
に
関
し
助

言
を
受
け
る
こ
と
又
は
投
資
判
断
の
全
部
若
し
く
は
一
部
を
一
任
す
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
契
約
を
締
結
し
て

い
る
者

五
　
金
融
商
品
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
）
第
二
条
第
三
十
一
項
に
規
定
す
る
特
定
投
資
家

（
同
法
第
三
十
四
条
の
二
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
投
資
家
以
外
の
顧
客
と
み
な
さ
れ
る
者
を
除
く
。
）
及
び

同
法
第
三
十
四
条
の
三
第
四
項
（
同
法
第
三
十
四
条
の
四
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規

定
に
よ
り
特
定
投
資
家
と
み
な
さ
れ
る
者

六
　
有
限
責
任
事
業
組
合
契
約
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
四
十
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る
有
限
責
任

事
業
組
合
（
次
条
第
一
項
第
五
号
に
お
い
て
「
有
限
責
任
事
業
組
合
」
と
い
う
。
）
の
う
ち
、
組
合
員
が
前
各

号
に
掲
げ
る
者
の
み
で
あ
る
も
の

２
　
法
第
二
条
第
十
三
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
金
額
は
、
五
億
円
と
す
る
。

（
適
格
特
例
投
資
家
の
範
囲
）

第
五
条
　
法
第
二
条
第
十
四
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

一
　
前
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
者

二
　
不
動
産
投
資
顧
問
業
者
の
う
ち
、
不
動
産
に
対
す
る
投
資
に
係
る
投
資
判
断
の
全
部
又
は
一
部
を
一
任
さ
れ

る
の
に
十
分
な
知
識
及
び
能
力
を
有
す
る
者
と
し
て
国
土
交
通
大
臣
の
登
録
を
受
け
て
い
る
も
の

三
　
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
に
規
定
す
る
定
義
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
平
成
五
年
大
蔵
省
令
第
十
四
号
）
第
十

条
第
一
項
各
号
（
第
十
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
、
第
十
六
号
、
第
十
七
号
、
第
二
十
号
、
第
二
十
三
号
か
ら
第

二
十
四
号
ま
で
及
び
第
二
十
六
号
を
除
く
。
）
に
掲
げ
る
者

四
　
株
式
会
社
地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構

五
　
有
限
責
任
事
業
組
合
の
う
ち
、
組
合
員
が
前
各
号
及
び
次
号
か
ら
第
八
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
み
で
あ
る

も
の

六
　
民
間
都
市
開
発
の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
昭
和
六
十
二
年
法
律
第
六
十
二
号
）
第
三
条
第
一
項
に
規

定
す
る
民
間
都
市
開
発
推
進
機
構

七
　
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
主
務
大
臣
に
届
出
を
行
っ
た
法
人
（
存
続
厚
生
年

金
基
金
（
公
的
年
金
制
度
の
健
全
性
及
び
信
頼
性
の
確
保
の
た
め
の
厚
生
年
金
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
六
十
三
号
）
附
則
第
三
条
第
十
一
号
に
規
定
す
る
存
続
厚
生
年
金
基
金
を
い

う
。
）
を
除
き
、
ロ
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
届
出
を
行
っ
た
法
人
に
あ
っ
て
は
、
業
務
執
行
組
合
員
等
（
組

合
契
約
（
民
法
（
明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
六
百
六
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
組
合
契
約
を
い

う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
締
結
し
て
組
合
の
業
務
の
執
行
を
委
任
さ
れ
た
組
合
員
、
匿
名
組
合

契
約
（
商
法
（
明
治
三
十
二
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
五
百
三
十
五
条
に
規
定
す
る
匿
名
組
合
契
約
を
い
う
。

以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
締
結
し
た
営
業
者
若
し
く
は
有
限
責
任
事
業
組
合
契
約
（
有
限
責
任
事
業

組
合
契
約
に
関
す
る
法
律
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
有
限
責
任
事
業
組
合
契
約
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お

い
て
同
じ
。
）
を
締
結
し
て
組
合
の
重
要
な
業
務
の
執
行
の
決
定
に
関
与
し
、
か
つ
、
当
該
業
務
を
自
ら
執
行

す
る
組
合
員
又
は
外
国
の
法
令
に
基
づ
く
こ
れ
ら
に
類
す
る
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
と

し
て
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
を
締
結
す
る
場
合
に
限
る
。
）

イ
　
当
該
法
人
が
次
に
掲
げ
る
全
て
の
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
。

（１）
　
当
該
届
出
を
行
お
う
と
す
る
日
の
直
近
の
日
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
直
近
日
」
と
い
う
。
）
に
お

け
る
当
該
法
人
が
保
有
す
る
有
価
証
券
の
残
高
及
び
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
く
出
資
の
合
計

額
が
十
億
円
以
上
で
あ
る
こ
と
。

（２）
　
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
三
条
第
一
項
の
免
許
を
取
得
し
て
い
る
こ
と
。

ロ
　
当
該
法
人
が
業
務
執
行
組
合
員
等
で
あ
っ
て
、
次
に
掲
げ
る
全
て
の
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
（
イ
に
該
当

す
る
場
合
を
除
く
。
）
。

（１）
　
直
近
日
に
お
け
る
当
該
組
合
契
約
、
匿
名
組
合
契
約
若
し
く
は
有
限
責
任
事
業
組
合
契
約
又
は
外
国
の

法
令
に
基
づ
く
こ
れ
ら
に
類
す
る
契
約
に
基
づ
く
権
利
を
有
す
る
者
が
出
資
し
た
財
産
を
充
て
て
行
う
事

業
に
よ
り
業
務
執
行
組
合
員
等
と
し
て
当
該
法
人
が
保
有
す
る
有
価
証
券
の
残
高
及
び
不
動
産
特
定
共
同

事
業
契
約
（
法
第
二
条
第
三
項
第
一
号
若
し
く
は
第
二
号
に
掲
げ
る
契
約
又
は
同
項
第
四
号
に
掲
げ
る
契

約
の
う
ち
同
項
第
一
号
若
し
く
は
第
二
号
に
掲
げ
る
も
の
に
相
当
す
る
も
の
又
は
こ
れ
ら
に
類
す
る
契
約

に
限
る
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
基
づ
く
出
資
の
合
計
額
が
十
億
円
以
上
で
あ
る
こ
と
。

（２）
　
当
該
法
人
が
当
該
届
出
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
、
当
該
組
合
契
約
に
係
る
組
合
の
他
の
全
て
の
組
合

員
、
当
該
匿
名
組
合
契
約
に
基
づ
く
権
利
を
有
す
る
者
が
出
資
し
た
財
産
を
充
て
て
行
う
事
業
に
係
る
権

利
を
有
す
る
他
の
全
て
の
匿
名
組
合
契
約
に
係
る
匿
名
組
合
員
若
し
く
は
当
該
有
限
責
任
事
業
組
合
契
約

1



に
係
る
組
合
の
他
の
全
て
の
組
合
員
又
は
外
国
の
法
令
に
基
づ
く
こ
れ
ら
に
類
す
る
契
約
に
係
る
全
て
の

組
合
員
そ
の
他
の
者
の
同
意
を
得
て
い
る
こ
と
。

（３）
　
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
三
条
第
一
項
の
免
許
を
取
得
し
て
い
る
こ
と
。

八
　
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
主
務
大
臣
に
届
出
を
行
っ
た
特
定
目
的
会
社
（
資

産
の
流
動
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
五
号
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
項
第
七
号
に
お
い
て
「
資
産

流
動
化
法
」
と
い
う
。
）
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
目
的
会
社
（
そ
の
発
行
す
る
資
産
対
応
証
券
（
資

産
流
動
化
法
第
二
条
第
十
一
項
に
規
定
す
る
資
産
対
応
証
券
を
い
う
。
）
を
適
格
特
例
投
資
家
以
外
の
者
が
取

得
し
て
い
る
も
の
を
除
く
。
）
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）

イ
　
資
産
流
動
化
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
行
わ
れ
た
資
産
流
動
化
法
第
二
条
第
四
項
に
規
定

す
る
資
産
流
動
化
計
画
（
当
該
資
産
流
動
化
計
画
の
変
更
に
係
る
資
産
流
動
化
法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
届
出
が
行
わ
れ
た
場
合
に
は
、
当
該
変
更
後
の
資
産
流
動
化
計
画
）
に
お
け
る
特
定
資
産
（
資
産
流
動

化
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
資
産
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
不
動
産
特
定
共

同
事
業
契
約
に
基
づ
く
出
資
が
含
ま
れ
、
か
つ
、
当
該
出
資
の
合
計
額
が
十
億
円
以
上
で
あ
る
こ
と
。

ロ
　
資
産
流
動
化
法
第
二
百
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
特
定
資
産
の
管
理
及
び
処
分
に
係
る
業
務
を
行
わ
せ

る
た
め
信
託
会
社
等
（
資
産
流
動
化
法
第
三
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
信
託
会
社
等
の
う
ち
、
適
格
特
例

投
資
家
に
該
当
す
る
者
を
い
う
。
）
と
当
該
特
定
資
産
に
係
る
信
託
契
約
を
締
結
し
て
お
り
、
か
つ
、
当
該

届
出
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
の
当
該
特
定
目
的
会
社
の
社
員
総
会
の
決
議
が
あ
る
こ
と
。

ハ
　
資
産
流
動
化
法
第
二
百
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
特
定
資
産
の
管
理
及
び
処
分
に
係
る
業
務
を
当
該
特

定
資
産
の
管
理
及
び
処
分
を
適
正
に
遂
行
す
る
に
足
り
る
財
産
的
基
礎
及
び
人
的
構
成
を
有
す
る
者
に
委
託

し
て
お
り
、
か
つ
、
当
該
届
出
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
の
当
該
特
定
目
的
会
社
の
社
員
総
会
の
決
議
が
あ
る

こ
と
。

２
　
前
項
第
七
号
又
は
第
八
号
の
規
定
に
よ
り
当
該
各
号
に
掲
げ
る
者
と
し
て
主
務
大
臣
に
届
出
を
行
お
う
と
す
る

者
は
、
次
の
各
号
に
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
に
よ
り
、
そ
の
旨
を
主
務
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

一
　
商
号
又
は
名
称

二
　
代
表
者
の
役
職
名
及
び
氏
名

三
　
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

四
　
前
項
第
七
号
イ
若
し
く
は
ロ
又
は
同
項
第
八
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
の
別

五
　
直
近
日
に
お
い
て
保
有
す
る
有
価
証
券
の
残
高
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
く
出
資
の
価
額
及
び

こ
れ
ら
の
合
計
額
（
前
項
第
七
号
イ
又
は
ロ
に
該
当
す
る
場
合
に
限
る
。
）

六
　
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
三
条
第
一
項
の
免
許
に
関
す
る
事
項
（
前
項
第
七
号
に
該
当
す
る
場
合
に
限
る
。
）

七
　
資
産
流
動
化
法
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
資
産
流
動
化
計
画
の
届
出
日
並
び
に
当
該
資
産
流
動
化
計
画
に

記
載
さ
れ
た
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
く
出
資
の
価
額
（
前
項
第
八
号
イ
に
該
当
す
る
場
合
に
限

る
。
）

八
　
前
項
第
八
号
ロ
に
規
定
す
る
信
託
契
約
を
締
結
し
て
い
る
信
託
会
社
等
の
名
称
（
同
号
ロ
に
該
当
す
る
場
合

に
限
る
。
）

九
　
前
項
第
八
号
ハ
に
規
定
す
る
者
の
名
称
（
同
号
ハ
に
該
当
す
る
場
合
に
限
る
。
）

十
　
前
項
第
八
号
ロ
又
は
ハ
に
規
定
す
る
決
議
を
行
っ
た
社
員
総
会
の
議
事
の
内
容
（
同
号
ロ
又
は
ハ
に
該
当
す

る
場
合
に
限
る
。
）

３
　
前
項
の
届
出
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
一
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

４
　
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
行
っ
た
場
合
の
適
格
特
例
投
資
家
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
期
間
は
、
当
該
届

出
が
行
わ
れ
た
月
の
翌
々
月
の
初
日
か
ら
二
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
と
す
る
。

５
　
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
行
っ
た
者
は
、
前
項
に
規
定
す
る
適
格
特
例
投
資
家
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る

期
間
に
お
い
て
、
当
該
届
出
に
係
る
事
項
（
第
二
項
第
一
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
限
る
。
）
に
変
更
が

あ
っ
た
場
合
に
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
主
務
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６
　
主
務
大
臣
は
、
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
が
行
わ
れ
た
と
き
は
、
当
該
届
出
が
行
わ
れ
た
月
の
翌
々
月
の
初

日
ま
で
に
、
当
該
届
出
を
行
っ
た
者
の
商
号
又
は
名
称
、
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
、
適
格
特
例
投
資

家
に
該
当
す
る
期
間
（
第
四
項
に
規
定
す
る
期
間
を
い
う
。
）
及
び
当
該
届
出
を
行
っ
た
者
が
第
一
項
第
七
号
ロ

に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
届
出
を
行
っ
た
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
そ
の
旨
を
官
報
に
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

７
　
主
務
大
臣
は
、
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
行
わ
れ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
届
出
の
あ
っ
た
事
項
を
官
報

に
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
）

第
六
条
　
法
第
五
条
第
一
項
第
十
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
又
は
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
（
以
下
こ
の
条
及
び
第
十
一
条
第
二
項
に

お
い
て
「
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
」
と
い
う
。
）
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル

に
記
録
さ
れ
た
申
込
者
が
申
し
込
も
う
と
す
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
関
す
る
事
項
を
電
気
通
信
回
線

を
通
じ
て
申
込
者
の
閲
覧
に
供
し
、
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら

れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
申
込
者
の
申
込
み
に
関
す
る
事
項
を
記
録
す
る
方
法

二
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
の
申
込
み

を
し
よ
う
と
す
る
申
込
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
接
続
す
る
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
又
は
こ
れ
に

類
す
る
方
法
に
よ
り
申
込
者
が
申
し
込
も
う
と
す
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
関
す
る
事
項
を
送
信
し

（
音
声
の
送
受
信
に
よ
る
通
話
を
伴
う
場
合
を
除
く
。
）
、
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
の
使
用
に
係
る
電

子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
申
込
者
の
申
込
み
に
関
す
る
事
項
を
記
録
す
る
方
法

（
許
可
申
請
書
の
記
載
事
項
）

第
七
条
　
法
第
五
条
第
一
項
第
十
二
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
係
る
業
務
の
方
法

二
　
役
員
が
他
の
法
人
の
常
務
に
従
事
し
、
又
は
事
業
を
営
ん
で
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
役
員
の
氏
名
並

び
に
当
該
他
の
法
人
の
商
号
又
は
名
称
及
び
業
務
又
は
当
該
事
業
の
種
類

三
　
電
子
取
引
業
務
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
電
子
取
引
業
務
を
遂
行
す
る
た
め
の
体
制
に
関
す
る
事
項

２
　
法
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
許
可
申
請
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
二
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
許
可
申
請
書
の
添
付
書
類
の
記
載
事
項
等
）

第
八
条
　
法
第
五
条
第
二
項
第
五
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
発
行
済
株
式
総
数
の
百
分
の
五
以
上
の
株
式
を
有
す
る
株
主
又
は
出
資
の
額
の
百
分
の
五
以
上
の
額
に
相
当

す
る
出
資
を
し
て
い
る
者
の
商
号
若
し
く
は
名
称
又
は
氏
名
、
住
所
及
び
そ
の
有
す
る
株
式
の
数
又
は
そ
の
者

の
な
し
た
出
資
の
額
並
び
に
役
員
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
法
人
の
商
号
又
は
名
称
並
び
に
当
該
役
員
の

職
務
を
行
う
べ
き
者
の
氏
名
及
び
住
所

二
　
役
員
、
令
第
四
条
で
定
め
る
使
用
人
及
び
事
務
所
ご
と
に
置
か
れ
る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
の

略
歴
又
は
沿
革
並
び
に
第
二
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
要
件
に
該
当
す
る
者
に
関
す
る
事
項

三
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
業
務
を
執
行
す
る
た
め
の
組
織
に
関
す
る
事
項

２
　
法
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
許
可
申
請
書
に
は
、
法
第
五
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、
次
に
掲

げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
六
条
各
号
及
び
第
七
条
第
三
号
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

二
　
直
前
三
年
の
各
事
業
年
度
の
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
又
は
こ
れ
ら
に
代
わ
る
書
面
（
公
認
会
計
士

（
公
認
会
計
士
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
号
）
第
十
六
条
の
二
第
五
項
に
規
定
す
る
外
国
公
認
会
計
士

を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
監
査
法
人
の
監
査
を
受
け
た
も
の
に
限
る
。
）

三
　
法
人
税
の
直
前
三
年
の
各
年
度
に
お
け
る
納
付
す
べ
き
額
及
び
納
付
済
額
を
証
す
る
書
面

四
　
そ
の
発
行
済
株
式
の
総
数
又
は
出
資
の
総
額
を
資
本
金
又
は
出
資
の
額
が
一
億
円
以
上
の
不
動
産
特
定
共
同

事
業
者
（
第
一
号
事
業
を
行
う
者
に
限
る
。
以
下
「
契
約
締
結
法
人
」
と
い
う
。
）
が
保
有
し
て
い
る
法
人
で

あ
っ
て
第
十
条
各
号
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
そ
の
営
む
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
関

し
て
当
該
契
約
締
結
法
人
が
連
帯
し
て
債
務
を
負
担
す
る
旨
を
記
載
し
た
書
面

３
　
法
第
五
条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
面
、
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
及
び
前
項
第
一
号

に
掲
げ
る
書
類
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
三
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
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（
提
出
す
べ
き
書
類
の
部
数
）

第
九
条
　
法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
主
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
の
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
法
第

五
条
及
び
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
許
可
申
請
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
は
、
正
本
一
部
及

び
そ
の
写
し
四
部
と
す
る
。

（
心
身
の
故
障
に
よ
り
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
業
務
を
適
正
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者
）

第
九
条
の
二
　
法
第
六
条
第
十
号
ヲ
の
主
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
不
動
産
特
定
共
同

事
業
の
業
務
を
適
正
に
行
う
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断
及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い

者
と
す
る
。

（
令
第
五
条
第
一
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
法
人
）

第
十
条
　
令
第
五
条
第
一
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
法
人
は
、
そ
の
発
行
済
株
式
の
総
数
又
は
出
資
の
総
額
を
資
本

金
又
は
出
資
の
額
が
一
億
円
以
上
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
が
保
有
し
て
い
る
法
人
で
あ
っ
て
次
に
掲
げ
る
要

件
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
以
外
の
事
業
を
営
ま
な
い
こ
と
。

二
　
そ
の
営
む
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
関
し
て
当
該
契
約
締
結
法
人
が
連
帯
し
て
債
務
を
負
担
す
る
こ
と
。

（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
の
内
容
の
基
準
）

第
十
一
条
　
令
第
六
条
第
一
項
第
九
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
（
対
象
不
動
産
を
追
加

し
て
取
得
し
、
又
は
自
己
の
財
産
若
し
く
は
他
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
財
産
を
対
象
不
動
産
に
追

加
す
る
こ
と
（
以
下
「
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
対
象
不
動
産
の
変
更
を
行
う
こ
と
（
以

下
「
対
象
不
動
産
の
変
更
」
と
い
う
。
）
を
予
定
す
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
（
以
下
「
対
象
不
動
産
変
更

型
契
約
」
と
い
う
。
）
以
外
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
不
動
産
特
定
共
同
事
業
を
行
う
場
合
に
あ

っ
て
は
、
第
七
号
及
び
第
八
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
と
す
る
。

一
　
対
象
不
動
産
の
所
有
権
の
帰
属
に
関
す
る
事
項

二
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
不
動
産
取
引
か
ら
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
損
失
の
負
担
に

関
す
る
事
項

三
　
業
務
及
び
財
産
の
状
況
に
係
る
情
報
の
開
示
に
関
す
る
事
項

四
　
対
象
不
動
産
を
売
却
し
、
又
は
自
己
の
固
有
財
産
と
し
、
若
し
く
は
他
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係

る
財
産
と
す
る
行
為
（
以
下
「
対
象
不
動
産
の
売
却
等
」
と
い
う
。
）
に
関
す
る
事
項

五
　
事
業
参
加
者
の
契
約
上
の
権
利
及
び
義
務
の
譲
渡
に
関
す
る
事
項

六
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
業
務
を
行
う
上
で
の
余
裕
金
（
以
下
「
業
務
上
の
余
裕
金
」
と
い
う
。
）
の
運
用

に
関
す
る
事
項

七
　
対
象
不
動
産
の
変
更
に
係
る
手
続
に
関
す
る
事
項

八
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
出
資
さ
れ
た
財
産
の
う
ち
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
業
務
に
係
る
金

銭
以
外
の
金
銭
（
以
下
「
業
務
外
金
銭
」
と
い
う
。
）
の
運
用
に
関
す
る
事
項

九
　
第
三
号
事
業
又
は
小
規
模
第
二
号
事
業
を
行
お
う
と
す
る
者
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
に
あ
っ
て

は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
営
ま
れ
る
不
動
産
取
引
に
係
る
業
務
の
委
託
先
に
関
す
る
事
項

十
　
第
三
号
事
業
又
は
小
規
模
第
二
号
事
業
を
行
お
う
と
す
る
者
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
に
あ
っ
て

は
、
委
託
特
例
事
業
者
の
報
酬
に
関
す
る
事
項

２
　
令
第
六
条
第
二
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
各
号
（
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約
に
基
づ
き
不
動
産

特
定
共
同
事
業
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
第
十
二
号
ハ
を
、
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約
以
外
の
不
動
産
特
定
共
同

事
業
契
約
に
基
づ
き
不
動
産
特
定
共
同
事
業
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
第
十
五
号
及
び
第
十
六
号
を
除
く
。
）
に

掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。

一
　
令
第
六
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
法
第
二
条
第
三
項
各
号
（
小
規
模
不
動
産
特
定
共

同
事
業
者
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
に
あ
っ
て
は
、
同
項
第
一
号
及
び
第
二
号
）
に
掲
げ
る
契
約
の

種
別
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
を
明
示
し
た
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二
　
令
第
六
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
を
す
る
と
き
に
、
対
象
不
動
産
の
所
在
、
地
番
、
用
途
、
土
地
面

積
、
延
べ
床
面
積
そ
の
他
の
対
象
不
動
産
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
を
記
載
す
る
欄
が
あ
る
も
の

（
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約
に
あ
っ
て
は
、
変
更
前
の
対
象
不
動
産
に
関
す
る
も
の
に
限
る
。
）

ロ
　
対
象
不
動
産
の
変
更
の
予
定
の
有
無
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
も
の

ハ
　
法
第
二
条
第
三
項
第
一
号
若
し
く
は
第
二
号
に
掲
げ
る
契
約
又
は
同
項
第
四
号
に
掲
げ
る
契
約
の
う
ち
同

項
第
一
号
若
し
く
は
第
二
号
に
掲
げ
る
契
約
に
相
当
す
る
も
の
（
以
下
「
出
資
を
伴
う
契
約
」
と
い
う
。
）

の
う
ち
、
金
銭
を
も
っ
て
出
資
の
目
的
と
す
る
契
約
に
あ
っ
て
は
、
対
象
不
動
産
の
取
得
の
予
定
時
期
に
関

す
る
定
め
及
び
当
該
予
定
時
期
ま
で
に
取
得
で
き
な
か
っ
た
対
象
不
動
産
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該

対
象
不
動
産
に
よ
り
営
む
こ
と
を
予
定
し
て
い
た
不
動
産
取
引
を
行
う
の
に
必
要
な
額
と
し
て
出
資
さ
れ
た

額
に
つ
い
て
出
資
総
額
に
対
す
る
出
資
の
割
合
に
応
じ
て
事
業
参
加
者
に
対
し
返
還
す
る
旨
そ
の
他
こ
れ
に

準
ず
る
公
正
な
定
め
が
あ
る
も
の
（
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約
に
あ
っ
て
は
、
変
更
前
の
対
象
不
動
産
に
関

す
る
も
の
に
限
る
。
）

ニ
　
対
象
不
動
産
の
取
得
の
予
定
時
期
ま
で
に
出
資
さ
れ
た
金
銭
を
運
用
す
る
場
合
（
対
象
不
動
産
変
更
型
契

約
に
基
づ
き
不
動
産
特
定
共
同
事
業
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
対
象
不
動
産
の
売
却
等
（
当
該
対
象
不
動

産
の
売
却
等
に
よ
り
契
約
が
終
了
す
る
も
の
を
除
く
。
）
に
よ
り
得
ら
れ
た
金
銭
（
第
十
五
号
ハ
並
び
に
第

十
六
号
ロ
及
び
ハ
に
お
い
て
「
特
定
金
銭
」
と
い
う
。
）
を
運
用
す
る
場
合
及
び
前
項
第
八
号
の
運
用
を
す

る
場
合
を
除
く
。
）
に
あ
っ
て
は
、
当
該
出
資
さ
れ
た
金
銭
に
つ
い
て
約
款
に
定
め
ら
れ
た
前
項
第
六
号
に

掲
げ
る
事
項
に
関
す
る
規
定
を
準
用
す
る
旨
の
表
示
が
あ
る
も
の

三
　
令
第
六
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
事
業
参
加
者
に
対
し
分
配
す
べ
き
収
益
又
は
利
益

の
額
の
算
定
の
方
法
並
び
に
そ
の
分
配
の
時
期
及
び
方
法
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
こ
と
。

四
　
令
第
六
条
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
　
出
資
を
伴
う
契
約
の
う
ち
、
金
銭
を
も
っ
て
出
資
の
目
的
と
す
る
契
約
に
あ
っ
て
は
、
当
該
契
約
の
締
結

を
す
る
と
き
に
支
払
期
日
又
は
支
払
期
限
及
び
出
資
総
額
の
限
度
額
又
は
出
資
予
定
総
額
を
記
載
す
る
欄
が

あ
る
も
の

ロ
　
出
資
又
は
賃
貸
若
し
く
は
賃
貸
の
委
任
の
目
的
で
あ
る
財
産
を
、
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係

る
不
動
産
取
引
に
よ
り
運
用
す
る
旨
を
明
示
し
た
も
の

ハ
　
修
繕
費
、
損
害
保
険
料
そ
の
他
対
象
不
動
産
を
管
理
す
る
た
め
に
必
要
な
費
用
の
負
担
に
関
す
る
定
め
が

あ
る
も
の

ニ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
お
い
て
あ
ら
か
じ
め
定
め
ら
れ
た
出
資
又
は
費
用
の
額
を
超
え
て
負
担
を

求
め
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
要
件
及
び
事
業
参
加
者
の
同
意
に
係
る
手
続
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
公
正

な
手
続
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
も
の

ホ
　
出
資
を
伴
う
契
約
に
あ
っ
て
は
、
対
象
不
動
産
を
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
く
不
動
産
特

定
共
同
事
業
の
目
的
以
外
の
た
め
に
担
保
に
供
し
、
又
は
出
資
の
目
的
と
す
る
こ
と
を
禁
ず
る
旨
を
明
示
し

た
も
の

ヘ
　
法
第
二
条
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
契
約
の
う
ち
不
動
産
の
所
有
権
を
出
資
す
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
対

象
不
動
産
に
つ
き
業
務
の
執
行
の
委
任
を
受
け
た
者
を
登
記
名
義
人
と
し
て
民
法
第
六
百
六
十
七
条
第
一
項

の
出
資
を
登
記
原
因
と
す
る
所
有
権
移
転
の
登
記
を
行
う
旨
の
定
め
が
あ
る
も
の

五
　
令
第
六
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
を
す
る
と
き

に
契
約
期
間
を
記
載
す
る
欄
並
び
に
契
約
期
間
の
延
長
を
予
定
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
要
件
及
び
手
続
に

関
す
る
定
め
（
契
約
期
間
を
定
め
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
旨
の
定
め
）
が
あ
る
こ
と
。

六
　
令
第
六
条
第
一
項
第
六
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
　
契
約
終
了
の
原
因
と
な
る
事
由
及
び
契
約
終
了
時
の
残
余
財
産
の
分
配
の
方
法
そ
の
他
の
清
算
の
手
続
に

つ
い
て
明
確
か
つ
公
正
な
定
め
が
あ
る
も
の

ロ
　
出
資
が
予
定
し
た
財
産
に
満
た
な
い
場
合
で
あ
っ
て
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
が
出
資
を
行
わ
な
い
と

き
そ
の
他
の
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
と
き
に
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
が
終
了
す
る
旨
の
定
め

が
あ
る
も
の

七
　
令
第
六
条
第
一
項
第
七
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
や
む
を
得
な
い
事
由
が
存
す
る
場
合
に
契
約
を
解

除
し
、
又
は
組
合
か
ら
脱
退
す
る
こ
と
が
で
き
る
旨
の
定
め
が
あ
る
こ
と
。

七
の
二
　
前
号
の
場
合
を
除
き
、
契
約
を
解
除
し
、
又
は
組
合
か
ら
脱
退
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
そ
の
条
件
及
び
手
続
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
こ
と
。
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八
　
令
第
六
条
第
一
項
第
八
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
の
報
酬
の
額
の
算
定

の
方
法
並
び
に
収
受
の
時
期
及
び
方
法
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
こ
と
。

八
の
二
　
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約
に
お
け
る
前
号
の
報
酬
の
額
の
算
定
の
方
法
は
、
対
象
不
動
産
の
価
額
又
は

収
益
若
し
く
は
利
益
に
対
す
る
割
合
を
基
礎
と
し
て
算
定
す
る
方
法
そ
の
他
の
公
正
な
方
法
で
あ
る
こ
と
。

九
　
前
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
対
象
不
動
産
の
所
有
権
の
帰
属
す
る
主
体
に
関
す
る
定
め
が
あ

る
こ
と
。

十
　
前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
　
出
資
を
伴
う
契
約
に
あ
っ
て
は
、
元
本
の
返
還
に
つ
い
て
保
証
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い
旨
を
明
示
し
て
い

る
も
の

ロ
　
法
第
二
条
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
契
約
又
は
同
項
第
四
号
に
掲
げ
る
契
約
の
う
ち
同
項
第
一
号
に
掲
げ

る
契
約
に
相
当
す
る
も
の
（
以
下
「
任
意
組
合
契
約
等
」
と
い
う
。
）
で
あ
っ
て
事
業
参
加
者
が
無
限
責
任

を
負
う
も
の
に
あ
っ
て
は
、
事
業
参
加
者
が
無
限
責
任
を
負
う
旨
（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
が
事
業
参

加
者
に
代
わ
っ
て
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
不
動
産
取
引
か
ら
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
お
け
る
当

該
損
失
を
負
担
す
る
旨
の
特
約
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
旨
。
以
下
同
じ
。
）
を
明
示
し
て
い
る
も
の

十
一
　
前
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
業
務
及
び
財
産
の
状
況
に
係
る
情
報
で
あ
っ
て
次
に
掲
げ
る

も
の
が
事
業
参
加
者
に
開
示
さ
れ
る
た
め
の
方
法
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
こ
と
。

イ
　
法
第
二
十
八
条
第
二
項
（
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
に
あ
っ
て
は
、
法
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い

て
準
用
す
る
法
第
二
十
八
条
第
二
項
）
の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
る
財
産
の
管
理
の
状
況
に
つ
い
て
の
報
告

書
の
記
載
事
項

ロ
　
法
第
二
十
九
条
（
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
に
あ
っ
て
は
、
法
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用

す
る
法
第
二
十
九
条
）
の
規
定
に
よ
り
閲
覧
さ
れ
る
業
務
及
び
財
産
の
状
況
を
記
載
し
た
書
類
の
記
載
事
項

ハ
　
法
第
三
十
条
第
二
項
（
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
に
あ
っ
て
は
、
法
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て

準
用
す
る
法
第
三
十
条
第
二
項
）
の
規
定
に
よ
り
閲
覧
さ
れ
る
事
業
参
加
者
名
簿
の
記
載
事
項

十
二
　
前
項
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
　
対
象
不
動
産
の
売
却
等
の
予
定
の
有
無
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
も
の

ロ
　
対
象
不
動
産
の
売
却
等
を
予
定
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
対
象
不
動
産
の
売
却
等
の
手
続
及
び
当
該

対
象
不
動
産
の
売
却
等
の
価
格
が
当
該
不
動
産
の
鑑
定
評
価
額
又
は
近
傍
同
種
の
不
動
産
の
取
引
価
格
等
に

照
ら
し
合
理
的
な
も
の
で
あ
る
こ
と
を
担
保
す
る
た
め
に
必
要
か
つ
適
切
な
措
置
に
関
す
る
定
め
が
あ
る

も
の

ハ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
は
、
対
象
不
動
産
の
売
却
等
を
し
た
場
合
に
は
、
遅
滞
な
く
、
事
業
参
加
者

に
当
該
対
象
不
動
産
の
売
却
等
に
よ
り
生
ず
る
収
益
又
は
利
益
の
分
配
を
行
う
旨
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
公

正
な
定
め
が
あ
る
も
の

十
三
　
前
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
の
同
意

を
得
た
場
合
に
限
り
、
事
業
参
加
者
の
契
約
上
の
権
利
及
び
義
務
を
譲
渡
す
る
こ
と
が
で
き
る
旨
の
定
め
が
あ

る
こ
と
。

十
四
　
前
項
第
六
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
る
ほ
か
、
業
務
上
の
余
裕
金
を
運
用

し
な
い
旨
の
定
め
が
あ
る
こ
と
。

イ
　
国
債
、
地
方
債
若
し
く
は
政
府
保
証
債
（
そ
の
元
本
の
償
還
及
び
利
息
の
支
払
に
つ
い
て
政
府
が
保
証
す

る
債
券
を
い
う
。
）
、
長
期
信
用
銀
行
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
七
号
）
に
規
定
す
る
長
期
信
用
銀

行
、
信
金
中
央
金
庫
、
農
林
中
央
金
庫
若
し
く
は
株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫
の
発
行
す
る
債
券
又
は
金

融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
一
項
第
十
五
号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
（
あ
ら
か
じ
め
約
定
し
た
期
日
に
あ
ら
か
じ

め
約
定
し
た
価
格
で
売
り
戻
す
こ
と
を
約
し
て
購
入
さ
れ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
取
得

ロ
　
銀
行
、
信
用
金
庫
、
信
金
中
央
金
庫
、
信
用
協
同
組
合
、
全
国
を
地
区
と
す
る
中
小
企
業
等
協
同
組
合
法

（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
一
号
）
第
九
条
の
九
第
一
項
第
一
号
の
事
業
を
行
う
協
同
組
合
連
合
会
、

労
働
金
庫
、
労
働
金
庫
連
合
会
、
農
業
協
同
組
合
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
第
十
条
第
一

項
第
三
号
の
事
業
を
行
う
農
業
協
同
組
合
若
し
く
は
農
業
協
同
組
合
連
合
会
、
農
林
中
央
金
庫
又
は
株
式
会

社
商
工
組
合
中
央
金
庫
へ
の
預
金
又
は
貯
金

十
五
　
前
項
第
七
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
　
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
の
方
針
及
び
手
続
に
つ
い
て
、
次
に
掲
げ
る
欄
及
び
定
め
が
あ
る
も
の

（１）
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
を
す
る
と
き
に
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
の
方
針
に
関
す
る
次
に

掲
げ
る
事
項
を
記
載
す
る
欄

（ｉ）
　
追
加
取
得
す
る
不
動
産
の
所
在
地
域
、
延
べ
床
面
積
、
構
造
方
法
、
用
途
及
び
建
築
後
の
経
過
年
数

並
び
に
敷
地
面
積
そ
の
他
の
追
加
取
得
す
る
不
動
産
の
選
定
の
基
準
に
関
す
る
事
項

（ｉｉ）
　
地
域
別
、
用
途
別
そ
の
他
の
追
加
取
得
す
る
対
象
不
動
産
に
係
る
分
類
別
の
比
率
の
予
定
が
明
ら
か

で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
比
率
に
関
す
る
事
項

（ｉｉｉ）
　
追
加
取
得
に
係
る
借
入
れ
に
関
す
る
制
限
に
関
す
る
事
項

（ｉｖ）
　
そ
の
他
事
業
参
加
者
の
判
断
に
重
大
な
影
響
を
与
え
る
事
項

（２）
　
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
の
手
続
に
関
す
る
定
め

（３）
　
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
の
方
針
及
び
手
続
の
変
更
に
関
す
る
明
確
か
つ
公
正
な
定
め

（４）
　
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
の
方
針
及
び
手
続
の
変
更
に
反
対
す
る
旨
を
通
知
し
た
事
業
参
加
者
の
契
約

上
の
権
利
及
び
義
務
を
取
得
し
、
又
は
第
三
者
に
取
得
さ
せ
る
こ
と
そ
の
他
の
事
業
参
加
者
の
保
護
の
た

め
に
必
要
か
つ
適
切
な
措
置
に
関
す
る
定
め

（５）
　
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
の
価
格
が
当
該
対
象
不
動
産
の
鑑
定
評
価
額
又
は
近
傍
同
種
の
不
動
産
の
取

引
価
格
等
に
照
ら
し
合
理
的
な
も
の
で
あ
る
こ
と
を
担
保
す
る
た
め
に
必
要
か
つ
適
切
な
措
置
に
関
す
る

定
め

ロ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
は
、
対
象
不
動
産
の
売
却
等
（
当
該
対
象
不
動
産
の
売
却
等
に
よ
り
契
約
が

終
了
す
る
も
の
を
除
く
。
）
を
し
た
と
き
は
、
当
該
対
象
不
動
産
の
売
却
等
を
し
た
日
か
ら
三
十
日
以
内
に
、

事
業
参
加
者
に
対
し
、
当
該
対
象
不
動
産
の
売
却
等
に
係
る
対
象
不
動
産
の
所
在
、
地
番
、
用
途
、
土
地
面

積
、
延
べ
床
面
積
そ
の
他
の
当
該
対
象
不
動
産
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
表
示
、
当
該
対
象
不
動
産
の
売

却
等
を
し
た
日
、
当
該
対
象
不
動
産
の
売
却
等
の
価
格
、
譲
受
人
と
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
と
の
関

係
、
当
該
対
象
不
動
産
の
売
却
等
を
し
た
日
に
お
け
る
財
産
の
状
況
並
び
に
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
の
方

針
及
び
手
続
並
び
に
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
の
予
定
時
期
の
定
め
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
当
該
予
定
時

期
を
記
載
し
た
書
面
を
交
付
す
る
旨
又
は
当
該
書
面
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
電
磁
的
方
法
（
第
四
十
四
条
第

一
項
各
号
に
掲
げ
る
方
法
で
あ
っ
て
、
同
条
第
二
項
に
掲
げ
る
基
準
（
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
基
準
を
除

く
。
）
に
適
合
す
る
も
の
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
り
提
供
す
る
旨
の
定
め
が
あ
る

も
の

ハ
　
特
定
金
銭
の
運
用
方
法
に
つ
い
て
明
確
か
つ
公
正
な
定
め
が
あ
る
も
の

ニ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
は
、
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
を
し
た
と
き
は
、
当
該
対
象
不
動
産
の
追
加

取
得
を
し
た
日
か
ら
三
十
日
以
内
に
、
事
業
参
加
者
に
対
し
、
当
該
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
に
係
る
対
象

不
動
産
の
所
在
、
地
番
、
用
途
、
土
地
面
積
、
延
べ
床
面
積
そ
の
他
の
当
該
対
象
不
動
産
を
特
定
す
る
た
め

に
必
要
な
表
示
、
当
該
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
を
し
た
日
、
当
該
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
の
価
格
、
譲

渡
人
と
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
と
の
関
係
、
当
該
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
を
し
た
日
に
お
け
る
財
産

の
状
況
、
当
該
対
象
不
動
産
に
よ
り
営
む
不
動
産
取
引
の
方
法
、
修
繕
費
、
損
害
保
険
料
そ
の
他
の
当
該
対

象
不
動
産
を
管
理
す
る
た
め
に
必
要
な
費
用
の
負
担
に
関
す
る
事
項
、
当
該
対
象
不
動
産
の
売
却
等
の
予
定

の
有
無
及
び
当
該
対
象
不
動
産
の
売
却
等
を
予
定
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
対
象
不
動
産
の
売
却
等
の
手
続

を
記
載
し
た
書
面
を
交
付
す
る
旨
又
は
当
該
書
面
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
旨

の
定
め
が
あ
る
も
の

ホ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
は
、
次
に
掲
げ
る
行
為
又
は
取
引
を
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
事
業
参
加
者

に
対
し
、
当
該
行
為
又
は
取
引
に
係
る
財
産
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
表
示
、
当
該
行
為
又
は
取
引
の
予

定
時
期
並
び
に
当
該
財
産
の
評
価
額
及
び
そ
の
算
出
根
拠
を
記
載
し
た
書
面
を
事
前
に
交
付
す
る
旨
又
は
当

該
書
面
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
旨
の
定
め
が
あ
る
も
の
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（１）
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
財
産
を
、
自
己
の
固
有
財
産
又
は
他
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契

約
に
係
る
財
産
と
す
る
行
為

（２）
　
自
己
の
固
有
財
産
又
は
他
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
財
産
を
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約

に
係
る
財
産
と
す
る
行
為

（３）
　
利
害
関
係
人
と
の
間
に
お
け
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
財
産
に
関
す
る
取
引

ヘ
　
既
に
締
結
さ
れ
た
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約
に
追
加
し
て
行
う
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
の
勧

誘
（
以
下
「
追
加
募
集
」
と
い
う
。
）
の
予
定
の
有
無
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
も
の

ト
　
追
加
募
集
を
予
定
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
欄
及
び
定
め
が
あ
る
も
の

（１）
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
は
、
追
加
募
集
を
開
始
す
る
前
に
、
事
業
参
加
者
に
対
し
、
当
該
追
加
募

集
に
係
る
募
集
予
定
総
額
、
当
該
追
加
募
集
の
方
法
、
出
資
さ
れ
た
財
産
に
よ
り
追
加
取
得
す
る
対
象
不

動
産
の
所
在
、
地
番
、
用
途
、
土
地
面
積
、
延
べ
床
面
積
そ
の
他
の
当
該
対
象
不
動
産
を
特
定
す
る
た
め

に
必
要
な
表
示
及
び
当
該
対
象
不
動
産
に
よ
り
行
う
不
動
産
取
引
の
方
法
を
記
載
し
た
書
面
を
交
付
す
る

旨
又
は
当
該
書
面
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
旨
の
定
め

（２）
　
追
加
募
集
に
係
る
募
集
額
の
決
定
方
法
、
当
該
追
加
募
集
の
方
法
そ
の
他
の
当
該
追
加
募
集
に
係
る
公

正
な
手
続
に
関
す
る
定
め

（３）
　
追
加
募
集
に
係
る
募
集
額
の
累
計
額
の
上
限
を
定
め
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契

約
の
締
結
を
す
る
と
き
に
当
該
累
計
額
の
上
限
を
記
載
す
る
欄
及
び
当
該
累
計
額
の
上
限
を
超
え
る
追
加

募
集
を
行
う
場
合
の
手
続
に
関
す
る
定
め

（４）
　
追
加
募
集
を
直
接
の
原
因
と
し
て
当
該
追
加
募
集
の
開
始
前
か
ら
事
業
参
加
者
で
あ
る
者
が
有
す
る
不

動
産
特
定
共
同
事
業
に
係
る
権
利
の
価
格
が
変
動
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
旨
の
定
め
及
び
不
動
産
特
定
共
同

事
業
契
約
の
締
結
を
す
る
と
き
に
想
定
さ
れ
る
そ
の
変
動
の
概
要
を
記
載
す
る
欄

チ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
が
対
象
不
動
産
の
変
更
を
す
る
と
き
に
、
当
該
対
象
不
動
産
の
変
更
に
係
る

対
象
不
動
産
の
選
定
並
び
に
当
該
対
象
不
動
産
の
変
更
の
時
期
及
び
方
法
に
関
し
助
言
を
受
け
る
こ
と
を
内

容
と
す
る
契
約
を
締
結
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
を
す
る
と
き
に
、
当

該
助
言
を
受
け
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
契
約
の
相
手
方
の
商
号
若
し
く
は
名
称
又
は
氏
名
、
住
所
、
法
人
に

あ
っ
て
は
そ
の
代
表
者
の
氏
名
及
び
当
該
契
約
の
内
容
を
記
載
す
る
欄
が
あ
る
も
の
（
当
該
契
約
の
相
手
方

が
不
動
産
投
資
顧
問
業
者
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
を
す
る
と
き

に
、
当
該
助
言
を
受
け
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
契
約
の
相
手
方
の
商
号
又
は
名
称
、
住
所
、
そ
の
代
表
者
の

氏
名
、
当
該
契
約
の
内
容
及
び
不
動
産
投
資
顧
問
業
者
の
登
録
を
受
け
て
い
る
旨
を
記
載
す
る
欄
が
あ
る
も

の
）

リ
　
対
象
不
動
産
の
売
却
等
及
び
追
加
取
得
に
係
る
判
断
が
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
又
は
不
動
産
鑑
定
士
そ
の

他
の
者
で
あ
っ
て
不
動
産
取
引
に
係
る
実
務
に
関
す
る
知
識
を
有
す
る
公
正
な
第
三
者
が
関
与
し
て
適
正
に

行
わ
れ
る
こ
と
を
担
保
す
る
た
め
の
必
要
か
つ
適
切
な
措
置
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
も
の

十
六
　
前
項
第
八
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
　
業
務
外
金
銭
の
運
用
方
法
に
つ
い
て
前
号
ハ
の
定
め
を
準
用
す
る
旨
の
定
め
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
明
確

か
つ
公
正
な
定
め
が
あ
る
も
の

ロ
　
業
務
外
金
銭
及
び
特
定
金
銭
の
合
計
額
が
、
一
年
以
上
継
続
し
て
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
業
務
に
係
る

財
産
の
額
か
ら
特
定
金
銭
の
額
を
控
除
し
た
額
の
七
分
の
三
を
超
え
な
い
旨
の
定
め
が
あ
る
も
の

ハ
　
業
務
外
金
銭
及
び
特
定
金
銭
の
合
計
額
が
ロ
の
定
め
に
反
す
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
ロ
に
規

定
す
る
割
合
を
超
え
る
部
分
に
係
る
金
銭
に
つ
い
て
出
資
総
額
に
対
す
る
出
資
の
割
合
に
応
じ
て
事
業
参
加

者
に
対
し
速
や
か
に
返
還
す
る
旨
の
定
め
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
明
確
か
つ
公
正
な
定
め
が
あ
る
も
の

十
七
　
前
項
第
九
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
営
ま
れ
る
不
動
産
取
引
に
係
る
業
務
の
委
託
先
の
商
号
又
は
名
称

及
び
住
所
を
明
示
し
た
も
の

ロ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
を
す
る
と
き
に
当
該
委
託
に
係
る
契
約
の
概
要
を
記
載
す
る
欄
が
あ

る
も
の

十
八
　
前
項
第
十
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
委
託
特
例
事
業
者
の
報
酬
の
額
の
算
定
の
方
法
並
び
に
収
受

の
時
期
及
び
方
法
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
こ
と
。

（
財
産
的
基
礎
及
び
人
的
構
成
の
審
査
）

第
十
二
条
　
主
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
法
第
七
条
第
六
号
に
規
定
す
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
を
適
確
に

遂
行
す
る
に
足
り
る
財
産
的
基
礎
及
び
人
的
構
成
を
有
す
る
法
人
で
あ
る
か
ど
う
か
を
審
査
す
る
と
き
は
、
法
第

五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
の
申
請
を
し
た
者
が
次
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
か
ど
う
か
を
審
査
す
る
も

の
と
す
る
。

一
　
財
産
的
基
礎
が
次
に
掲
げ
る
基
準
に
該
当
す
る
こ
と
。

イ
　
許
可
の
申
請
の
日
を
含
む
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
に
お
け
る
財
産
及
び
損
益
の
状
況
が
良
好
で
あ
る
こ

と
。

ロ
　
財
産
及
び
損
益
の
状
況
が
許
可
の
申
請
の
日
を
含
む
事
業
年
度
以
降
良
好
に
推
移
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

る
こ
と
。

二
　
人
的
構
成
が
次
に
掲
げ
る
基
準
に
該
当
す
る
こ
と
。

イ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
を
公
正
か
つ
適
確
に
遂
行
で
き
る
組
織
構
成
を
有
す
る
こ
と
。

ロ
　
許
可
の
申
請
を
し
た
法
人
の
役
員
が
当
該
法
人
以
外
の
法
人
の
常
務
に
従
事
し
、
又
は
事
業
を
営
ん
で
い

る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
役
員
が
当
該
法
人
以
外
の
法
人
の
常
務
に
従
事
し
、
又
は
事
業
を
営
む
こ
と
に

よ
り
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
公
正
か
つ
適
確
な
遂
行
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
な
い
こ
と
。

（
変
更
の
許
可
の
申
請
）

第
十
三
条
　
法
第
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
許
可
申
請
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
四
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２
　
法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
申
請
書
を
提
出
す
る
場
合
に
お
い
て
新
た
に
設
置
す
る
こ
と
と
な
っ
た

事
務
所
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
事
務
所
に
係
る
次
に
掲
げ
る
書
類
を
前
項
の
許
可
申
請
書
に
添
付
す
る
も
の
と
す

る
。

一
　
法
第
五
条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
面

二
　
事
務
所
に
置
か
れ
る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
に
係
る
第
八
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を

記
載
し
た
書
面

３
　
法
第
八
条
第
一
項
及
び
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
許
可
申
請
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て

は
、
第
九
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
軽
微
な
追
加
又
は
変
更
）

第
十
四
条
　
法
第
九
条
第
一
項
第
二
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
追
加
又
は
変
更
は
、
令
第
六
条
第
一
項
第
一

号
か
ら
第
八
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
及
び
第
十
一
条
第
一
項
に
掲
げ
る
事
項
（
第
十
一
条
第
一
項
第
九
号
に
掲
げ

る
事
項
の
う
ち
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
営
ま
れ
る
不
動
産
取
引
に
係
る
業
務
の
委
託
先
の
商
号

又
は
名
称
及
び
住
所
を
除
く
。
）
以
外
の
事
項
の
追
加
又
は
変
更
と
す
る
。

（
変
更
の
認
可
の
申
請
）

第
十
五
条
　
法
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
認
可
の
申
請
は
、
別
記
様
式
第
五
号
に
よ
る
認
可
申
請
書
を
提
出
し
て
行
う

も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
認
可
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
種
別
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
業
務

を
執
行
す
る
た
め
の
組
織
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類

二
　
新
た
に
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
の
作
成
を
し
、
又
は
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
の
追
加
若

し
く
は
変
更
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
新
た
に
作
成
若
し
く
は
追
加
し
よ
う
と
す
る
不
動
産
特
定

共
同
事
業
契
約
約
款
又
は
変
更
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款

三
　
新
た
に
電
子
取
引
業
務
を
行
お
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
電
子
取
引
業
務
を
遂
行
す
る
た
め
の
体
制
に

関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類

四
　
事
務
所
を
追
加
し
て
設
置
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
事
務
所
に
係
る
第
十
三
条
第
二
項
各
号

に
掲
げ
る
書
類
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３
　
前
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
認
可
申
請
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
の
規
定

を
準
用
す
る
。

（
許
可
申
請
書
の
記
載
事
項
の
変
更
の
届
出
）

第
十
六
条
　
法
第
十
条
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
届
出
は
、
別
記
様
式
第
六
号
に
よ
る
変
更
届
出
書
を
提
出
し
て
行
う

も
の
と
す
る
。

２
　
法
第
十
条
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
当
該
変
更
が
次
に
掲
げ
る
も
の
で
あ

る
と
き
は
、
前
項
の
変
更
届
出
書
に
当
該
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
五
条
第
一
項
第
一
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
　
変
更
後
の
登
記
事
項
証
明
書
又

は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

二
　
法
第
五
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
新
た
に
役
員
又
は
令
第
四
条
で
定
め
る
使
用

人
と
な
る
者
が
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
　
新
た
に
役
員
又
は
令
第
四
条
で
定
め
る
使
用
人
と
な
る
者
に
係
る
第
八

条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面

三
　
法
第
五
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
事
務
所
の
所
在
地
に
つ
い
て
の
変
更
（
事
務
所
の
廃
止
に

伴
う
も
の
を
除
く
。
）
　
変
更
後
の
登
記
事
項
証
明
書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

四
　
法
第
五
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
事
務
所
ご
と
に
置
か
れ
る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す

る
者
の
変
更
（
同
項
に
規
定
す
る
者
が
新
た
に
事
務
所
に
置
か
れ
る
場
合
に
限
る
。
）
　
新
た
に
事
務
所
に
置
か

れ
る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
に
係
る
第
八
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面

五
　
法
第
五
条
第
一
項
第
十
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
定
款
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面
の
変
更
を

伴
う
も
の
に
限
る
。
）
　
変
更
後
の
定
款
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

３
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
変
更
届
出
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
の
規
定
を

準
用
す
る
。

（
廃
業
等
の
届
出
）

第
十
七
条
　
法
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
七
号
に
よ
る
廃
業
等
届
出
書
を
提
出
し
て

行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
廃
業
等
届
出
書
の
部
数
は
、
正
本
一
部
及
び
そ
の
写
し
四
部
と
す
る
。

（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
名
簿
等
の
登
載
事
項
）

第
十
八
条
　
法
第
十
二
条
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
第
七
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項

二
　
法
第
三
条
第
一
項
の
許
可
の
年
月
日
及
び
許
可
番
号
（
法
第
六
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
不
動
産
特
定

共
同
事
業
者
と
み
な
さ
れ
た
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
信
託
会
社
（
以
下
「
届
出
特
定
信
託
会
社
」
と
い

う
。
）
に
あ
っ
て
は
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
年
月
日
及
び
受
理
番
号
、
令
第
十
七
条
第
二
項
の

規
定
に
よ
り
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
と
み
な
さ
れ
た
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
別
金
融
機
関
等
（
以
下

「
届
出
特
別
金
融
機
関
等
」
と
い
う
。
）
に
あ
っ
て
は
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
年
月
日
及
び
受
理

番
号
）

三
　
法
第
三
条
第
一
項
の
許
可
又
は
法
第
九
条
第
一
項
の
認
可
に
係
る
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約
に
係
る
不
動
産

特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
の
有
無

四
　
法
第
三
十
四
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
指
示
又
は
法
第
三
十
五
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二

項
の
規
定
に
よ
る
業
務
停
止
の
命
令
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
指
示
又
は
命
令
の
年
月
日
及
び
内
容

２
　
法
第
五
十
八
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
法
第
十
二
条
を
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
に
お
け
る
同
条
の
主
務
省

令
で
定
め
る
事
項
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
法
第
五
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
年
月
日
及

び
受
理
番
号
と
す
る
。

３
　
法
第
六
十
条
の
規
定
に
よ
り
法
第
十
二
条
を
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
に
お
け
る
同
条
の
主
務
省
令
で
定
め

る
事
項
は
、
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
五
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
年
月
日
及
び
受
理
番
号

二
　
法
第
六
十
一
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
指
示
又
は
同
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
業
務
停
止
の
命
令
が
あ
っ
た

と
き
は
、
当
該
指
示
又
は
命
令
の
年
月
日
及
び
内
容

（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
名
簿
等
の
閲
覧
）

第
十
九
条
　
法
第
十
三
条
の
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
第
八
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
（
届
出
特
定
信
託

会
社
又
は
届
出
特
別
金
融
機
関
等
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
一
号
に
掲
げ
る
書
類
を
除
く
。
）
と
す
る
。

２
　
主
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
法
第
十
三
条
（
法
第
五
十
八
条
第
五
項
及
び
第
六
十
条
の
規
定
に
よ
り
読

み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
書
類
を
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
た
め
、
不
動
産
特
定
共
同
事

業
者
名
簿
等
閲
覧
所
（
次
項
に
お
い
て
「
閲
覧
所
」
と
い
う
。
）
を
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
主
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
閲
覧
所
を
設
け
た
と
き
は
、
当
該
閲
覧
所
の
閲
覧
規

則
を
定
め
る
と
と
も
に
、
当
該
閲
覧
所
の
場
所
及
び
閲
覧
規
則
を
告
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
標
識
の
様
式
）

第
二
十
条
　
法
第
十
六
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
様
式
は
、
別
記
様
式
第
八
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
業
務
管
理
者
の
要
件
等
）

第
二
十
一
条
　
法
第
十
七
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
で
あ

る
こ
と
と
す
る
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
業
務
に
関
し
三
年
以
上
の
実
務
の
経
験
を
有
す
る
者

二
　
主
務
大
臣
が
指
定
す
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
関
す
る
実
務
に
つ
い
て
の
講
習
を
修
了
し
た
者

三
　
第
一
号
に
掲
げ
る
者
と
同
等
以
上
の
能
力
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
を
証
明
す
る
事
業
と
し
て
、
次
条

か
ら
第
二
十
四
条
ま
で
の
規
定
に
よ
り
国
土
交
通
大
臣
の
登
録
を
受
け
た
も
の
（
以
下
「
登
録
証
明
事
業
」
と

い
う
。
）
に
よ
る
証
明
を
受
け
て
い
る
者

２
　
法
第
十
七
条
第
二
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
十
八
条
第
二
項
の
登
録
番
号
及
び
登
録
年
月
日

二
　
前
項
第
一
号
の
実
務
の
経
験
を
有
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
当
該
事
務
所
の
業
務
管
理
者
と
な
っ
た
日
ま
で
の

当
該
実
務
の
経
験
の
年
数
及
び
そ
の
内
容

三
　
前
項
第
二
号
又
は
第
三
号
に
該
当
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
そ
の
旨

四
　
当
該
事
務
所
の
業
務
管
理
者
と
な
っ
た
年
月
日

五
　
当
該
事
務
所
の
業
務
管
理
者
で
な
く
な
っ
た
と
き
は
、
そ
の
年
月
日

３
　
法
第
十
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
業
務
管
理
者
名
簿
（
次
項
及
び
第
五
項
に
お
い
て
「
業
務
管
理
者
名
簿
」
と

い
う
。
）
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
九
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

４
　
業
務
管
理
者
の
氏
名
及
び
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
が
、
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁

的
記
録
媒
体
（
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で

き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
第

三
十
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
記
録
媒
体
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
記
録
さ
れ
、
必
要
に
応
じ
当
該
事
務
所

に
お
い
て
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
を
用
い
て
明
確
に
紙
面
に
表
示
さ
れ
る
と
き
は
、
当
該
記
録
を
も
っ
て
業

務
管
理
者
名
簿
へ
の
記
載
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
け
る
法
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る

閲
覧
は
、
当
該
フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的
記
録
媒
体
に
記
録
さ
れ
て
い
る
事
項
を
紙
面
又
は
当
該
事
務
所
に
設
置
さ

れ
た
入
出
力
装
置
の
映
像
面
に
表
示
す
る
方
法
で
行
う
も
の
と
す
る
。

５
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
は
、
業
務
管
理
者
名
簿
（
前
項
の
規
定
に
よ
る
記
録
が
行
わ
れ
た
同
項
の
フ
ァ
イ
ル

又
は
電
磁
的
記
録
媒
体
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
記
載
さ
れ
た
者
（
フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的

記
録
媒
体
に
あ
っ
て
は
、
記
録
さ
れ
た
者
）
が
当
該
事
務
所
の
業
務
管
理
者
で
な
く
な
っ
た
日
か
ら
十
年
間
当
該

業
務
管
理
者
名
簿
を
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。

（
登
録
の
申
請
）

第
二
十
二
条
　
前
条
第
一
項
第
三
号
の
登
録
は
、
登
録
証
明
事
業
を
行
お
う
と
す
る
者
の
申
請
に
よ
り
行
う
。

２
　
前
条
第
一
項
第
三
号
の
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
登
録
申
請
者
」
と
い
う
。
）
は
、
次
に
掲
げ
る

事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
登
録
申
請
者
の
氏
名
又
は
商
号
若
し
く
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
登
録
証
明
事
業
を
行
お
う
と
す
る
事
務
所
の
名
称
及
び
所
在
地

三
　
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
証
明
事
業
の
名
称

四
　
登
録
証
明
事
業
を
開
始
し
よ
う
と
す
る
年
月
日

五
　
試
験
委
員
（
第
二
十
四
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
合
議
制
の
機
関
を
構
成
す
る
者
を
い
う
。
以
下
同

じ
。
）
と
な
る
べ
き
者
の
氏
名
及
び
略
歴
並
び
に
同
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
該
当
す
る
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
旨

六
　
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
証
明
事
業
に
係
る
試
験
の
科
目
及
び
内
容
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３
　
前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
個
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
住
民
票
の
抄
本
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

ロ
　
登
録
申
請
者
の
略
歴
を
記
載
し
た
書
類

二
　
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
定
款
若
し
く
は
寄
附
行
為
又
は
こ
れ
ら
に
代
わ
る
書
面
及
び
登
記
事
項
証
明
書

ロ
　
株
主
名
簿
若
し
く
は
社
員
名
簿
の
写
し
又
は
こ
れ
ら
に
代
わ
る
書
面

ハ
　
申
請
に
係
る
意
思
の
決
定
を
証
す
る
書
類

ニ
　
役
員
（
持
分
会
社
（
会
社
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
五
百
七
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る

持
分
会
社
を
い
う
。
）
に
あ
っ
て
は
業
務
を
執
行
す
る
社
員
を
い
い
、
当
該
社
員
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
当

該
社
員
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
を
含
む
。
次
条
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
氏
名
又
は
商
号
若
し
く
は
名

称
及
び
略
歴
又
は
沿
革
を
記
載
し
た
書
類

三
　
試
験
委
員
が
第
二
十
四
条
第
一
項
第
二
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
該
当
す
る
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
資
格
等
を
有

す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

四
　
登
録
証
明
事
業
以
外
の
業
務
を
行
う
と
き
は
、
そ
の
業
務
の
種
類
及
び
概
要
を
記
載
し
た
書
面

五
　
登
録
申
請
者
が
次
条
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

六
　
そ
の
他
参
考
と
な
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類

（
欠
格
条
項
）

第
二
十
三
条
　
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
が
行
お
う
と
す
る
登
録
証
明
事
業
は
、
第
二
十
一
条
第
一
項

第
三
号
の
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

一
　
法
又
は
法
に
基
づ
く
命
令
の
規
定
に
違
反
し
、
罰
金
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は

執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
日
か
ら
起
算
し
て
二
年
を
経
過
し
な
い
者

二
　
第
三
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
第
二
十
一
条
第
一
項
第
三
号
の
登
録
を
取
り
消
さ
れ
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら

起
算
し
て
二
年
を
経
過
し
な
い
者

三
　
暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
七
十
七
号
）
第
二
条
第
六
号

に
規
定
す
る
暴
力
団
員
又
は
同
号
に
規
定
す
る
暴
力
団
員
で
な
く
な
っ
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
者
（
次

号
に
お
い
て
「
暴
力
団
員
等
」
と
い
う
。
）

四
　
暴
力
団
員
等
が
そ
の
事
業
活
動
を
支
配
す
る
法
人

五
　
法
人
で
あ
っ
て
、
登
録
証
明
事
業
を
行
う
役
員
の
う
ち
に
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
者
が
あ
る
も
の

（
登
録
要
件
等
）

第
二
十
四
条
　
国
土
交
通
大
臣
は
、
第
二
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
登
録
の
申
請
が
次
に
掲
げ
る
要
件
の
全
て
に
適
合

し
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
登
録
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
第
二
十
六
条
第
一
項
第
一
号
イ
か
ら
チ
ま
で
の
事
項
を
含
む
内
容
に
つ
い
て
登
録
証
明
事
業
に
係
る
試
験

（
以
下
「
登
録
試
験
」
と
い
う
。
）
が
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二
　
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
五
名
以
上
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
る
合
議
制
の
機
関
に
よ
り
試
験
問
題
の
作
成

及
び
合
否
判
定
が
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
　
不
動
産
取
引
に
係
る
業
務
に
七
年
以
上
従
事
し
た
経
験
が
あ
り
、
か
つ
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
そ
の
他

の
不
動
産
の
証
券
化
の
実
務
に
関
し
適
切
に
指
導
す
る
こ
と
が
で
き
る
能
力
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
者

ロ
　
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
、
税
理
士
、
学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
一
条
に
規
定

す
る
大
学
に
お
い
て
教
授
若
し
く
は
准
教
授
の
職
に
あ
る
者
又
は
不
動
産
鑑
定
士
で
あ
っ
て
不
動
産
取
引
に

係
る
実
務
に
関
す
る
知
識
を
有
す
る
者

ハ
　
国
土
交
通
大
臣
が
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
者
と
同
等
以
上
の
能
力
を
有
す
る
と
認
め
る
者

２
　
第
二
十
一
条
第
一
項
第
三
号
の
登
録
は
、
登
録
証
明
事
業
登
録
簿
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
て
す
る
も
の

と
す
る
。

一
　
登
録
年
月
日
及
び
登
録
番
号

二
　
登
録
証
明
事
業
を
行
う
者
（
以
下
「
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
」
と
い
う
。
）
の
氏
名
又
は
商
号
若
し
く
は

名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

三
　
登
録
証
明
事
業
を
行
う
事
務
所
の
名
称
及
び
所
在
地

四
　
登
録
証
明
事
業
の
名
称

五
　
登
録
証
明
事
業
を
開
始
す
る
年
月
日

（
登
録
の
更
新
）

第
二
十
五
条
　
第
二
十
一
条
第
一
項
第
三
号
の
登
録
は
、
五
年
ご
と
に
そ
の
更
新
を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
の
期
間
の

経
過
に
よ
っ
て
、
そ
の
効
力
を
失
う
。

２
　
前
三
条
の
規
定
は
、
前
項
の
登
録
の
更
新
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
登
録
証
明
事
業
の
実
施
に
係
る
義
務
）

第
二
十
六
条
　
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
は
、
公
正
に
、
か
つ
、
第
二
十
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
要
件
及
び
次

に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
方
法
に
よ
り
登
録
証
明
事
業
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
次
の
イ
か
ら
チ
ま
で
の
事
項
を
含
む
内
容
に
つ
い
て
登
録
試
験
を
行
う
こ
と
。

イ
　
不
動
産
取
引
に
係
る
事
業
の
企
画
及
び
立
案
に
関
す
る
事
項

ロ
　
不
動
産
取
引
に
係
る
法
務
、
税
務
及
び
会
計
に
関
す
る
事
項

ハ
　
不
動
産
の
賃
貸
借
に
関
す
る
事
項

ニ
　
不
動
産
の
管
理
に
関
す
る
事
項

ホ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
仕
組
み
そ
の
他
不
動
産
の
証
券
化
に
関
す
る
事
項

ヘ
　
不
動
産
の
価
値
に
作
用
す
る
諸
要
因
に
つ
い
て
の
調
査
又
は
分
析
に
関
す
る
事
項

ト
　
不
動
産
投
資
市
場
及
び
不
動
産
流
通
市
場
の
動
向
に
関
す
る
事
項

チ
　
金
融
市
場
の
動
向
に
関
す
る
事
項

二
　
登
録
試
験
を
実
施
す
る
日
時
、
場
所
、
登
録
試
験
の
出
題
範
囲
そ
の
他
登
録
試
験
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事

項
を
公
示
す
る
こ
と
。

三
　
登
録
試
験
に
関
す
る
不
正
行
為
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。

四
　
終
了
し
た
登
録
試
験
の
問
題
及
び
当
該
登
録
試
験
の
合
格
基
準
を
公
表
す
る
こ
と
。

五
　
登
録
試
験
に
合
格
し
た
者
に
対
し
、
合
格
証
明
書
を
交
付
す
る
こ
と
。

六
　
不
動
産
取
引
に
係
る
実
務
経
験
の
年
数
そ
の
他
の
客
観
的
か
つ
公
正
な
基
準
に
よ
っ
て
証
明
の
判
定
が
な
さ

れ
る
こ
と
。

七
　
登
録
証
明
事
業
に
よ
る
証
明
を
受
け
た
者
に
対
し
、
証
明
書
を
交
付
す
る
こ
と
。

八
　
登
録
証
明
事
業
に
よ
る
証
明
を
受
け
た
者
の
知
識
及
び
技
能
の
維
持
の
た
め
の
措
置
が
適
切
に
講
じ
ら
れ
て

い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

九
　
登
録
証
明
事
業
が
特
定
の
者
又
は
事
業
の
み
を
利
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
も
の
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
実
施

が
十
分
な
社
会
的
信
用
を
得
ら
れ
る
見
込
み
が
あ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

（
登
録
事
項
の
変
更
の
届
出
）

第
二
十
七
条
　
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
は
、
第
二
十
四
条
第
二
項
第
二
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
及
び

試
験
委
員
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
変
更
し
よ
う
と
す
る
日
の
二
週
間
前
ま
で
に
、
そ
の
旨
を
国
土
交
通

大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
登
録
証
明
事
業
実
施
規
程
）

第
二
十
八
条
　
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
登
録
証
明
事
業
に
関
す
る
規
程
を
定

め
、
当
該
登
録
証
明
事
業
の
開
始
前
に
、
国
土
交
通
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
を
変
更
し
よ
う

と
す
る
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

一
　
登
録
証
明
事
業
を
行
う
時
間
及
び
休
日
に
関
す
る
事
項

二
　
登
録
証
明
事
業
を
行
う
事
務
所
及
び
登
録
試
験
の
試
験
地
に
関
す
る
事
項

三
　
登
録
試
験
の
受
験
の
申
込
み
に
関
す
る
事
項

四
　
登
録
試
験
の
受
験
手
数
料
の
額
及
び
収
納
の
方
法
に
関
す
る
事
項

五
　
登
録
試
験
の
日
程
、
公
示
方
法
そ
の
他
の
登
録
試
験
の
実
施
に
関
す
る
事
務
（
以
下
「
登
録
試
験
事
務
」
と

い
う
。
）
の
実
施
の
方
法
に
関
す
る
事
項

六
　
登
録
試
験
の
科
目
及
び
内
容
に
関
す
る
事
項

七
　
試
験
委
員
の
選
任
及
び
解
任
に
関
す
る
事
項
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八
　
登
録
試
験
の
問
題
の
作
成
、
登
録
試
験
の
合
否
判
定
及
び
証
明
の
判
定
の
方
法
に
関
す
る
事
項

九
　
終
了
し
た
登
録
試
験
の
問
題
及
び
当
該
登
録
試
験
の
合
格
基
準
の
公
表
に
関
す
る
事
項

十
　
登
録
試
験
の
合
格
証
明
書
の
交
付
及
び
再
交
付
に
関
す
る
事
項

十
一
　
登
録
証
明
事
業
に
よ
る
証
明
を
受
け
た
者
に
対
し
交
付
す
べ
き
証
明
書
に
関
す
る
事
項

十
二
　
登
録
証
明
事
業
に
よ
る
証
明
を
受
け
た
者
の
知
識
及
び
技
能
の
維
持
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
事
項

十
三
　
登
録
試
験
事
務
に
関
す
る
秘
密
の
保
持
に
関
す
る
事
項

十
四
　
登
録
試
験
事
務
に
関
す
る
公
正
の
確
保
に
関
す
る
事
項

十
五
　
不
正
受
験
者
の
処
分
に
関
す
る
事
項

十
六
　
第
三
十
四
条
第
三
項
の
帳
簿
そ
の
他
の
登
録
証
明
事
業
に
関
す
る
書
類
の
管
理
に
関
す
る
事
項

十
七
　
そ
の
他
登
録
証
明
事
業
に
関
し
必
要
な
事
項

（
登
録
証
明
事
業
の
休
廃
止
）

第
二
十
九
条
　
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
は
、
登
録
証
明
事
業
の
全
部
又
は
一
部
を
休
止
し
、
又
は
廃
止
し
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
出
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

一
　
休
止
し
、
又
は
廃
止
し
よ
う
と
す
る
登
録
証
明
事
業
の
範
囲

二
　
休
止
し
、
又
は
廃
止
し
よ
う
と
す
る
年
月
日
及
び
休
止
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
期
間

三
　
休
止
又
は
廃
止
の
理
由

（
財
務
諸
表
等
の
備
付
け
及
び
閲
覧
等
）

第
三
十
条
　
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
は
、
毎
事
業
年
度
経
過
後
三
月
以
内
に
、
そ
の
事
業
年
度
の
財
産
目
録
、
貸

借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
又
は
収
支
計
算
書
並
び
に
事
業
報
告
書
（
そ
の
作
成
に
代
え
て
電
磁
的
記
録
の
作
成

が
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
電
磁
的
記
録
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
「
財
務
諸
表
等
」
と
い
う
。
）
を
作

成
し
、
五
年
間
事
務
所
に
備
え
て
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
登
録
証
明
事
業
に
よ
る
証
明
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
そ
の
他
の
利
害
関
係
人
は
、
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
の

業
務
時
間
内
は
、
い
つ
で
も
、
次
に
掲
げ
る
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
第
二
号
又
は
第
四
号
の
請

求
を
す
る
に
は
、
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
の
定
め
た
費
用
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
財
務
諸
表
等
が
書
面
を
も
っ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
書
面
の
閲
覧
又
は
謄
写
の
請
求

二
　
前
号
の
書
面
の
謄
本
又
は
抄
本
の
請
求

三
　
財
務
諸
表
等
が
電
磁
的
記
録
を
も
っ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項

を
紙
面
又
は
出
力
装
置
の
映
像
面
に
表
示
し
た
も
の
の
閲
覧
又
は
謄
写
の
請
求

四
　
前
号
の
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
電
磁
的
方
法
で
あ
っ
て
、
次
に
掲
げ
る
も
の
の
う
ち
登
録
証
明

事
業
実
施
機
関
が
定
め
る
も
の
に
よ
り
提
供
す
る
こ
と
の
請
求
又
は
当
該
事
項
を
記
載
し
た
書
面
の
交
付
の

請
求

イ
　
送
信
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
受
信
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続

し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
で
あ
っ
て
、
当
該
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
情
報
が
送
信
さ

れ
、
受
信
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
情
報
が
記
録
さ
れ
る
も
の

ロ
　
電
磁
的
記
録
媒
体
を
も
っ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル
に
情
報
を
記
録
し
た
も
の
を
交
付
す
る
方
法

３
　
前
項
第
四
号
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
方
法
は
、
受
信
者
が
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録
を
出
力
す
る
こ
と
に
よ
る
書
面
を

作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
適
合
命
令
）

第
三
十
一
条
　
国
土
交
通
大
臣
は
、
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
が
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
適
合
し
な
く
な
っ

た
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
に
対
し
、
同
項
の
規
定
に
適
合
す
る
た
め
必
要
な
措
置
を

と
る
べ
き
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
改
善
命
令
）

第
三
十
二
条
　
国
土
交
通
大
臣
は
、
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
が
第
二
十
六
条
の
規
定
に
違
反
し
て
い
る
と
認
め
る

と
き
は
、
当
該
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
に
対
し
、
同
条
の
規
定
に
よ
る
登
録
証
明
事
業
を
行
う
べ
き
こ
と
又
は

登
録
証
明
事
業
の
方
法
そ
の
他
の
業
務
の
方
法
の
改
善
に
関
し
必
要
な
措
置
を
と
る
べ
き
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が

で
き
る
。

（
登
録
の
取
消
し
等
）

第
三
十
三
条
　
国
土
交
通
大
臣
は
、
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
当

該
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
が
行
う
登
録
証
明
事
業
の
登
録
を
取
り
消
し
、
又
は
期
間
を
定
め
て
登
録
証
明
事
業

の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
停
止
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

一
　
第
二
十
三
条
各
号
（
第
二
号
を
除
く
。
）
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
。

二
　
第
二
十
七
条
か
ら
第
二
十
九
条
ま
で
、
第
三
十
条
第
一
項
又
は
次
条
の
規
定
に
違
反
し
た
と
き
。

三
　
正
当
な
理
由
が
な
い
の
に
第
三
十
条
第
二
項
各
号
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
拒
ん
だ
と
き
。

四
　
前
二
条
の
規
定
に
よ
る
命
令
に
違
反
し
た
と
き
。

五
　
第
三
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
求
め
ら
れ
て
、
報
告
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の
報
告
を
し
た
と
き
。

六
　
不
正
の
手
段
に
よ
り
第
二
十
一
条
第
一
項
第
三
号
の
登
録
を
受
け
た
と
き
。

（
帳
簿
の
記
載
等
）

第
三
十
四
条
　
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
は
、
登
録
証
明
事
業
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
帳
簿
を
備

え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
登
録
試
験
の
試
験
年
月
日

二
　
登
録
試
験
の
試
験
地

三
　
登
録
試
験
の
受
験
者
の
受
験
番
号
、
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
合
否
の
別

四
　
登
録
試
験
の
合
格
年
月
日

五
　
証
明
年
月
日

２
　
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
が
、
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的
記
録
媒
体
に
記
録
さ
れ
、

必
要
に
応
じ
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
に
お
い
て
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
を
用
い
て
明
確
に
紙
面
に
表
示
さ

れ
る
と
き
は
、
当
該
記
録
を
も
っ
て
同
項
に
規
定
す
る
帳
簿
へ
の
記
載
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
　
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
は
、
第
一
項
に
規
定
す
る
帳
簿
（
前
項
の
規
定
に
よ
る
記
録
が
行
わ
れ
た
同
項
の
フ

ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的
記
録
媒
体
を
含
む
。
）
を
、
登
録
証
明
事
業
の
全
部
を
廃
止
す
る
ま
で
保
存
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

４
　
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
備
え
、
登
録
試
験
を
実
施
し
た
日
か
ら
三
年
間
保
存
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
登
録
試
験
の
受
験
申
込
書
及
び
添
付
書
類

二
　
終
了
し
た
登
録
試
験
の
問
題
及
び
答
案
用
紙

（
報
告
の
徴
収
）

第
三
十
五
条
　
国
土
交
通
大
臣
は
、
登
録
証
明
事
業
の
適
正
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

は
、
登
録
証
明
事
業
実
施
機
関
に
対
し
、
登
録
証
明
事
業
の
状
況
に
関
し
必
要
な
報
告
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
。

（
公
示
）

第
三
十
六
条
　
国
土
交
通
大
臣
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨
を
官
報
に
公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
第
二
十
一
条
第
一
項
第
三
号
の
登
録
を
し
た
と
き
。

二
　
第
二
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
の
更
新
を
し
た
と
き
。

三
　
第
二
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
あ
っ
た
と
き
。
た
だ
し
、
試
験
委
員
に
関
す
る
事
項
は
除
く
。

四
　
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
あ
っ
た
と
き
。

五
　
第
三
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
取
り
消
し
、
又
は
登
録
証
明
事
業
の
停
止
を
命
じ
た
と
き
。

（
広
告
の
規
制
）

第
三
十
七
条
　
法
第
十
八
条
第
三
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
及
び
特
例
事
業
者
の
資
力
又
は
信
用
に
関
す
る
事
項

二
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
実
績
に
関
す
る
事
項

三
　
不
動
産
取
引
の
内
容
に
関
す
る
事
項

四
　
事
業
参
加
者
に
対
し
分
配
を
行
う
収
益
又
は
利
益
の
保
証
に
関
す
る
事
項

五
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
解
除
に
関
す
る
事
項

六
　
不
動
産
取
引
か
ら
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
損
失
の
負
担
に
関
す
る
事
項
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七
　
不
動
産
取
引
に
係
る
市
況
に
関
す
る
事
項

八
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
金
銭
の
運
用
に
関
す
る
事
項

（
相
手
方
又
は
事
業
参
加
者
の
保
護
に
欠
け
る
行
為
）

第
三
十
八
条
　
法
第
二
十
一
条
第
四
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
行
為
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
の
勧
誘
を
す
る
に
際
し
そ
の
相
手
方
に
対
し
特
別
の
利
益
を
提
供
す
る

こ
と
を
約
す
る
行
為

二
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
又
は
更
新
に
つ
い
て
顧
客
に
迷
惑
を
覚
え
さ
せ
る
よ
う
な
時
間
に
電
話

又
は
訪
問
に
よ
り
勧
誘
す
る
行
為

三
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
又
は
更
新
を
し
な
い
旨
の
意
思
を
表
示
し
た
者
に
対
し
て
執
よ
う
に
勧

誘
す
る
行
為

四
　
事
業
参
加
者
が
被
る
損
失
の
範
囲
に
つ
い
て
十
分
な
知
識
を
有
し
な
い
顧
客
に
対
し
、
不
動
産
特
定
共
同
事

業
契
約
の
締
結
又
は
更
新
の
勧
誘
を
す
る
行
為

五
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
又
は
更
新
に
つ
い
て
勧
誘
を
す
る
に
際
し
、
事
業
参
加
者
の
取
得
す
る

契
約
上
の
権
利
及
び
義
務
を
、
あ
ら
か
じ
め
特
定
し
た
価
格
（
あ
ら
か
じ
め
特
定
し
た
額
に
つ
き
一
定
の
基
準

に
よ
り
算
出
さ
れ
る
価
格
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し
く
は
こ
れ
を
超
え
る
価
格
に
よ
り

買
い
取
る
旨
又
は
あ
ら
か
じ
め
特
定
し
た
価
格
若
し
く
は
こ
れ
を
超
え
る
価
格
に
よ
り
第
三
者
に
買
い
取
ら
せ

る
こ
と
を
あ
っ
せ
ん
す
る
旨
の
表
示
を
し
、
又
は
こ
れ
ら
の
表
示
と
誤
認
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
表
示
を
す
る

行
為

六
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
又
は
更
新
に
つ
い
て
勧
誘
を
す
る
に
際
し
、
事
業
参
加
者
の
取
得
す
る

契
約
上
の
権
利
及
び
義
務
に
関
し
一
定
の
期
間
に
つ
き
、
利
益
の
配
当
、
収
益
の
分
配
そ
の
他
い
か
な
る
名
称

を
も
っ
て
す
る
を
問
わ
ず
、
一
定
の
額
（
一
定
の
基
準
に
よ
り
あ
ら
か
じ
め
算
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
額
を
含

む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
こ
れ
を
超
え
る
額
の
金
銭
（
処
分
す
る
こ
と
に
よ
り
一
定
の
額
又

は
こ
れ
を
超
え
る
額
の
金
銭
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
を
含
む
。
）
の
供
与
が
行
わ
れ
る
旨
の
表
示
を
し
、

又
は
こ
れ
ら
の
表
示
と
誤
認
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
表
示
を
す
る
行
為
（
そ
の
内
容
が
予
想
に
基
づ
く
も
の
で

あ
る
旨
が
明
示
さ
れ
て
い
る
場
合
を
除
く
。
）

（
事
故
）

第
三
十
九
条
　
法
第
二
十
一
条
の
二
に
お
い
て
準
用
す
る
金
融
商
品
取
引
法
第
三
十
九
条
第
三
項
に
規
定
す
る
主
務

省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
に
つ
き
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
代
表
者
、

代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
、
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
業
務
に
関
し
、
次
に
掲
げ
る
行
為
を

行
う
こ
と
に
よ
り
事
業
参
加
者
に
損
失
を
及
ぼ
し
た
も
の
と
す
る
。

一
　
次
に
掲
げ
る
も
の
に
つ
い
て
相
手
方
を
誤
認
さ
せ
る
よ
う
な
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
の
勧
誘
を

す
る
こ
と
。

イ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
権
利
の
性
質

ロ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
条
件

ハ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
権
利
の
価
格
の
騰
貴
又
は
下
落

二
　
過
失
又
は
電
子
情
報
処
理
組
織
の
異
常
に
よ
り
事
務
処
理
を
誤
る
こ
と
。

三
　
そ
の
他
法
令
に
違
反
す
る
行
為
を
行
う
こ
と
。

（
業
務
の
運
営
の
状
況
が
公
益
に
反
し
又
は
投
資
者
の
保
護
に
支
障
を
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
）

第
四
十
条
　
法
第
二
十
一
条
の
二
に
お
い
て
準
用
す
る
金
融
商
品
取
引
法
第
四
十
条
第
二
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令

で
定
め
る
状
況
は
、
次
に
掲
げ
る
状
況
と
す
る
。

一
　
そ
の
取
り
扱
う
個
人
で
あ
る
事
業
参
加
者
に
関
す
る
情
報
の
安
全
管
理
、
従
業
者
の
監
督
及
び
当
該
情
報
の

取
扱
い
を
委
託
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
委
託
先
の
監
督
に
つ
い
て
、
当
該
情
報
の
漏
え
い
、
滅
失
又
は
き
損
の

防
止
を
図
る
た
め
に
必
要
か
つ
適
切
な
措
置
を
講
じ
て
い
な
い
と
認
め
ら
れ
る
状
況

二
　
そ
の
取
り
扱
う
個
人
で
あ
る
事
業
参
加
者
に
関
す
る
人
種
、
信
条
、
門
地
、
本
籍
地
、
保
健
医
療
又
は
犯
罪

経
歴
に
つ
い
て
の
情
報
そ
の
他
業
務
上
知
り
得
た
公
表
さ
れ
て
い
な
い
特
別
の
情
報
を
、
適
切
な
業
務
の
運
営

の
確
保
そ
の
他
必
要
と
認
め
ら
れ
る
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
利
用
し
な
い
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置

を
講
じ
て
い
な
い
と
認
め
ら
れ
る
状
況

三
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
係
る
電
子
情
報
処
理
組
織
の
管
理
が
十
分
で
な
い
と
認
め
ら
れ
る
状
況

四
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
が
、
電
気
通
信
回
線
に
接
続
し
て
い
る
電
子
計
算
機
を
利
用
し
て
そ
の
業
務
を
営

む
場
合
に
お
い
て
、
事
業
参
加
者
が
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
を
他
の
者
と
誤
認
す
る
こ
と
を
防
止
す
る

た
め
の
適
切
な
措
置
を
講
じ
て
い
な
い
と
認
め
ら
れ
る
状
況

（
金
銭
に
類
す
る
も
の
）

第
四
十
一
条
　
法
第
二
十
一
条
の
二
の
金
銭
に
類
す
る
も
の
と
し
て
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
金
融
商
品
取
引

法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
（
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
有
価
証
券
と
み
な
さ
れ
る
も
の
を
含

む
。
）
、
為
替
手
形
及
び
約
束
手
形
と
す
る
。

（
勧
誘
時
に
お
け
る
告
知
事
項
）

第
四
十
二
条
　
法
第
二
十
二
条
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業

契
約
上
の
権
利
義
務
を
他
の
特
例
投
資
家
に
譲
渡
す
る
場
合
以
外
の
譲
渡
が
禁
止
さ
れ
る
旨
と
す
る
。

２
　
法
第
二
十
二
条
の
二
第
三
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
事
業
参
加
者
が
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に

基
づ
き
行
う
こ
と
が
で
き
る
出
資
の
価
額
の
上
限
額
と
す
る
。

（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
成
立
前
の
説
明
事
項
）

第
四
十
三
条
　
法
第
二
十
四
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
（
第
四
号
事
業
を
行
う

者
以
外
の
者
に
あ
っ
て
は
第
八
号
か
ら
第
十
号
ま
で
及
び
第
二
十
九
号
に
掲
げ
る
も
の
を
、
不
動
産
特
定
共
同
事

業
契
約
に
基
づ
く
出
資
の
目
的
で
あ
る
財
産
が
対
象
不
動
産
で
あ
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
を
行
う
場
合
に
あ
っ

て
は
第
十
七
号
か
ら
第
十
九
号
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
、
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約
以
外
の
不
動
産
特
定
共
同
事

業
契
約
に
基
づ
き
不
動
産
特
定
共
同
事
業
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
第
三
十
七
号
か
ら
第
四
十
二
号
ま
で
に
掲
げ

る
も
の
を
、
電
子
取
引
業
務
を
行
う
者
以
外
の
者
に
あ
っ
て
は
第
四
十
三
号
に
掲
げ
る
も
の
を
そ
れ
ぞ
れ
除
く
。
）

と
す
る
。
た
だ
し
、
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約
に
基
づ
き
不
動
産
特
定
共
同
事
業
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
第

十
六
号
か
ら
第
十
九
号
ま
で
及
び
第
三
十
号
に
掲
げ
る
も
の
は
、
変
更
前
（
追
加
募
集
に
係
る
対
象
不
動
産
の
変

更
に
あ
っ
て
は
、
当
該
変
更
の
直
後
）
の
対
象
不
動
産
に
関
す
る
も
の
に
限
る
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
商
号
又
は
名
称
、
住
所
及
び
代
表
者
の
氏
名

二
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
許
可
番
号
（
届
出
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
法
第
六
十
七
条
第
三
項
の
規

定
に
よ
る
届
出
の
受
理
番
号
、
届
出
特
別
金
融
機
関
等
に
あ
っ
て
は
、
令
第
十
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
の
受
理
番
号
）

三
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
資
本
金
又
は
出
資
の
額
及
び
発
行
済
株
式
総
数
の
百
分
の
五
以
上
の
株
式
を
有

す
る
株
主
又
は
出
資
の
額
の
百
分
の
五
以
上
の
額
に
相
当
す
る
出
資
を
し
て
い
る
者
の
商
号
若
し
く
は
名
称
又

は
氏
名

四
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
が
そ
の
発
行
済
株
式
の
総
数
又
は
出
資
の
総
額
を
契
約
締
結
法
人
に
よ
り
保
有
さ

れ
て
い
る
法
人
で
あ
っ
て
第
十
条
各
号
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
営
む
不
動
産

特
定
共
同
事
業
に
関
し
て
当
該
契
約
締
結
法
人
が
連
帯
し
て
債
務
を
負
担
す
る
契
約
の
内
容

五
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
が
他
に
事
業
を
行
っ
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
事
業
の
種
類

六
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
（
第
一
号
事
業
を
行
う
者
に
限
る
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
事
業
開
始
日
を

含
む
事
業
年
度
の
直
前
三
年
の
各
事
業
年
度
の
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
の
要
旨

七
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
役
員
の
氏
名
並
び
に
役
員
が
他
の
法
人
の
常
務
に
従
事
し
、
又
は
事
業
を
営
ん

で
い
る
と
き
は
、
当
該
他
の
法
人
の
商
号
又
は
名
称
及
び
業
務
又
は
当
該
事
業
の
種
類

八
　
委
託
特
例
事
業
者
の
商
号
又
は
名
称
、
住
所
及
び
代
表
者
の
氏
名

九
　
委
託
特
例
事
業
者
の
法
第
五
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
受
理
番
号

十
　
委
託
特
例
事
業
者
の
資
本
金
又
は
出
資
の
額

十
一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
法
第
二
条
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
契
約
の
種
別
及
び
当
該
種
別
に
応
じ
た

不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
仕
組
み

十
二
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
係
る
業
務
（
軽
微
な
も
の
を
除
く
。
）
の
委
託
の
有
無
並
び
に
当
該
業
務
を
委

託
す
る
場
合
に
は
委
託
先
の
商
号
若
し
く
は
名
称
又
は
氏
名
、
住
所
又
は
所
在
地
及
び
委
託
す
る
業
務
の
内
容
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十
三
　
利
害
関
係
人
と
の
間
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
係
る
重
要
な
取
引
の
有
無
並
び
に
当
該
取
引
が
あ
る
場

合
に
は
当
該
利
害
関
係
人
と
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
と
の
関
係
、
当
該
利
害
関
係
人
の
商
号
若
し
く
は
名
称

又
は
氏
名
、
住
所
又
は
所
在
地
、
取
引
の
額
及
び
取
引
の
内
容

十
四
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
法
令
に
関
す
る
事
項
の
概
要

十
五
　
事
業
参
加
者
の
権
利
及
び
責
任
の
範
囲
等
に
関
す
る
次
の
事
項

イ
　
出
資
又
は
賃
貸
若
し
く
は
賃
貸
の
委
任
の
目
的
で
あ
る
財
産
に
関
す
る
事
業
参
加
者
の
監
視
権
の
有
無
及

び
そ
の
内
容

ロ
　
事
業
参
加
者
の
第
三
者
に
対
す
る
責
任
の
範
囲

ハ
　
収
益
又
は
利
益
及
び
契
約
終
了
時
に
お
け
る
残
余
財
産
の
受
領
権
並
び
に
出
資
を
伴
う
契
約
に
あ
っ
て

は
、
出
資
の
返
還
を
受
け
る
権
利
に
関
す
る
事
項
（
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
に
当
た
り
事
業
参

加
者
が
出
資
の
返
還
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
金
額
の
計
算
方
法
及
び
支
払
方
法
並
び
に
時
期
を
含
む
。
）

ニ
　
収
益
又
は
利
益
の
分
配
及
び
出
資
の
返
還
に
つ
い
て
の
信
用
補
完
の
有
無
、
当
該
信
用
補
完
を
行
う
者
の

氏
名
（
法
人
に
あ
っ
て
は
、
商
号
又
は
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名
）
、
住
所
及
び
当
該
信
用
補
完
の
内
容

十
六
　
対
象
不
動
産
の
特
定
及
び
当
該
対
象
不
動
産
に
係
る
不
動
産
取
引
の
内
容
に
関
す
る
次
の
事
項

イ
　
対
象
不
動
産
の
所
在
、
地
番
、
用
途
、
土
地
面
積
、
延
べ
床
面
積
そ
の
他
の
対
象
不
動
産
を
特
定
す
る
た

め
に
必
要
な
事
項

ロ
　
対
象
不
動
産
の
変
更
の
予
定
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
旨

ハ
　
対
象
不
動
産
に
係
る
不
動
産
取
引
の
取
引
態
様
の
別

ニ
　
出
資
を
伴
う
契
約
に
あ
っ
て
は
、
対
象
不
動
産
に
係
る
借
入
れ
及
び
そ
の
予
定
の
有
無
並
び
に
当
該
借
入

れ
又
は
そ
の
予
定
が
あ
る
場
合
に
は
借
入
先
の
属
性
、
借
入
残
高
又
は
借
入
金
額
、
返
済
期
限
及
び
返
済
方

法
、
利
率
、
担
保
の
設
定
に
関
す
る
事
項
並
び
に
借
入
れ
の
目
的
及
び
使
途

ホ
　
不
動
産
取
引
の
開
始
予
定
日
（
追
加
募
集
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
を
し
よ
う
と
す
る

場
合
に
あ
っ
て
は
、
不
動
産
取
引
の
開
始
日
）

ヘ
　
不
動
産
取
引
の
終
了
予
定
日

十
七
　
対
象
不
動
産
に
関
す
る
次
の
事
項

イ
　
対
象
不
動
産
の
上
に
存
す
る
登
記
さ
れ
た
権
利
の
種
類
及
び
内
容
並
び
に
登
記
名
義
人
又
は
登
記
簿
の
表

題
部
に
記
録
さ
れ
た
所
有
者
の
氏
名
（
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
名
称
）

ロ
　
対
象
不
動
産
に
係
る
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
九
年
政
令
第
三
百
八
十
三
号
）
第
三
条
第

一
項
に
規
定
す
る
制
限
に
関
す
る
事
項
の
概
要

ハ
　
対
象
不
動
産
に
係
る
私
道
に
関
す
る
負
担
に
関
す
る
事
項

ニ
　
対
象
不
動
産
に
係
る
飲
用
水
、
電
気
及
び
ガ
ス
の
供
給
並
び
に
排
水
の
た
め
の
施
設
の
整
備
の
状
況
（
こ

れ
ら
の
施
設
が
整
備
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
整
備
の
見
通
し
及
び
そ
の
整
備
に
つ
い
て
の

特
別
の
負
担
に
関
す
る
事
項
）

ホ
　
対
象
不
動
産
が
宅
地
の
造
成
又
は
建
築
に
関
す
る
工
事
の
完
了
前
の
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
完
了
時

に
お
け
る
形
状
、
構
造
そ
の
他
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
建
設
省
令
第
十
二
号
）
第

十
六
条
に
規
定
す
る
事
項

ヘ
　
対
象
不
動
産
（
建
物
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
が
建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
七
年

法
律
第
六
十
九
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
区
分
所
有
権
の
目
的
で
あ
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
宅
地

建
物
取
引
業
法
施
行
規
則
第
十
六
条
の
二
各
号
に
掲
げ
る
も
の

ト
　
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規
則
第
十
六
条
の
四
の
二
各
号
に
掲
げ
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
と
き
は
、

そ
の
概
要

チ
　
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規
則
第
十
六
条
の
四
の
三
第
一
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
（
対
象
不

動
産
が
宅
地
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
条
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
に
限
る
。
）

リ
　
対
象
不
動
産
の
状
況
に
関
す
る
第
三
者
に
よ
る
調
査
の
有
無
並
び
に
当
該
調
査
を
受
け
た
場
合
に
は
そ
の

結
果
の
概
要
及
び
調
査
者
の
氏
名
又
は
名
称

ヌ
　
対
象
不
動
産
が
既
存
の
建
物
で
あ
る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

（１）
　
建
物
状
況
調
査
（
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
建
物
状
況
調
査

を
い
い
、
実
施
後
一
年
を
経
過
し
て
い
な
い
も
の
に
限
る
。
）
を
実
施
し
て
い
る
か
ど
う
か
、
及
び
こ
れ

を
実
施
し
て
い
る
場
合
に
お
け
る
そ
の
結
果
の
概
要

（２）
　
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規
則
第
十
六
条
の
二
の
三
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
保
存
の
状
況

十
八
　
対
象
不
動
産
の
価
格
及
び
当
該
価
格
の
算
定
方
法
（
当
該
算
定
に
つ
い
て
算
式
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は

当
該
算
式
を
含
む
。
）

十
九
　
対
象
不
動
産
に
関
し
て
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
又
は
委
託
特
例
事
業
者

及
び
こ
れ
ら
の
者
と
対
象
不
動
産
に
つ
い
て
売
買
契
約
を
締
結
し
た
相
手
方
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
当
該
契

約
締
結
の
相
手
方
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
賃
貸
借
契
約
（
賃
借
人
が
当
該
不
動
産
特
定

共
同
事
業
者
等
で
あ
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
締
結
し
た
相
手
方
（
以
下
こ
の
号

に
お
い
て
「
テ
ナ
ン
ト
」
と
い
う
。
）
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
次
の
事
項
（
や
む
を
得
な
い
事
情
に
よ
り
開

示
で
き
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
旨
）

イ
　
テ
ナ
ン
ト
の
総
数
、
全
賃
料
収
入
（
対
象
不
動
産
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
の
賃
料
収
入
の
総

額
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
全
賃
貸
面
積
（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
が
対
象
不
動
産

に
関
し
て
テ
ナ
ン
ト
と
締
結
し
た
賃
貸
借
契
約
に
係
る
面
積
の
総
計
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同

じ
。
）
、
全
賃
貸
可
能
面
積
（
対
象
不
動
産
に
つ
い
て
賃
貸
借
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
面
積
の

総
計
を
い
う
。
）
及
び
直
前
五
年
の
稼
働
率
（
各
年
同
一
日
に
お
け
る
稼
働
率
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お

い
て
同
じ
。
）
の
推
移

ロ
　
対
象
不
動
産
ご
と
の
テ
ナ
ン
ト
の
数
、
賃
料
収
入
、
賃
貸
面
積
、
賃
貸
可
能
面
積
及
び
直
前
五
年
の
稼
働

率
の
推
移

ハ
　
主
要
な
テ
ナ
ン
ト
（
当
該
テ
ナ
ン
ト
へ
の
賃
貸
面
積
が
全
賃
貸
面
積
の
十
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
を
占
め
る
も

の
を
い
う
。
）
に
関
す
る
次
の
事
項

（１）
　
テ
ナ
ン
ト
の
名
称

（２）
　
業
種

（３）
　
年
間
賃
料

（４）
　
賃
貸
面
積

（５）
　
契
約
満
了
日

（６）
　
契
約
更
改
の
方
法

（７）
　
敷
金
及
び
保
証
金

（８）
　
（
１
）
か
ら
（
７
）
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
賃
貸
借
契
約
に
関
す
る
重
要
な
事
項

ニ
　
対
象
不
動
産
に
係
る
賃
料
の
支
払
状
況
（
賃
料
の
支
払
を
延
滞
し
た
テ
ナ
ン
ト
の
数
の
テ
ナ
ン
ト
の
総
数

に
対
す
る
割
合
及
び
支
払
が
延
滞
さ
れ
た
賃
料
の
全
賃
料
収
入
に
対
す
る
割
合
を
い
う
。
）

ホ
　
直
前
五
年
間
の
全
賃
料
収
入
及
び
賃
貸
に
係
る
費
用
、
対
象
不
動
産
ご
と
の
賃
料
収
入
及
び
賃
貸
に
係
る

費
用
並
び
に
当
該
賃
料
収
入
の
全
賃
料
収
入
に
対
す
る
割
合
（
過
去
の
賃
貸
に
係
る
費
用
等
が
分
か
ら
な
い

場
合
は
そ
の
旨
）

二
十
　
出
資
を
伴
う
契
約
に
あ
っ
て
は
次
の
事
項

イ
　
収
益
又
は
利
益
の
分
配
及
び
出
資
の
返
還
を
受
け
る
権
利
の
名
称
が
あ
る
場
合
に
は
そ
の
名
称

ロ
　
出
資
予
定
総
額
又
は
出
資
総
額
の
限
度
額

ハ
　
申
込
の
期
間
及
び
方
法

ニ
　
払
込
又
は
引
渡
し
の
期
日
及
び
方
法

二
十
一
　
第
五
十
条
第
一
号
の
期
間
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
報
告
対
象
期
間
」
と
い
う
。
）
に
係
る
同
条
第

三
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
対
す
る
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人
の
監
査
を
受
け
る
予
定
の
有
無
及
び

そ
の
予
定
が
あ
る
場
合
に
は
監
査
を
受
け
る
範
囲

二
十
二
　
事
業
参
加
者
に
対
す
る
収
益
又
は
利
益
の
分
配
に
関
す
る
事
項

二
十
三
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
財
産
の
管
理
に
関
す
る
事
項

二
十
四
　
契
約
期
間
に
関
す
る
事
項

二
十
五
　
契
約
終
了
時
の
清
算
に
関
す
る
事
項
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二
十
六
　
契
約
の
解
除
に
関
す
る
次
の
事
項

イ
　
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
の
可
否
及
び
そ
の
条
件

ロ
　
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
の
方
法

ハ
　
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
に
係
る
手
数
料

ニ
　
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
の
申
込
期
間

ホ
　
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
が
多
発
し
た
と
き
は
、
不
動
産
取
引
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
く
な
る

お
そ
れ
が
あ
る
旨

ヘ
　
事
業
参
加
者
は
、
そ
の
締
結
し
た
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
つ
い
て
法
第
二
十
五
条
第
一
項
の
書
面

を
受
領
し
た
日
（
当
該
書
面
の
交
付
に
代
え
て
、
第
四
十
四
条
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
り
当
該
書
面
に
記
載

す
べ
き
事
項
の
提
供
が
行
わ
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に

定
め
る
日
。
第
五
十
四
条
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
か
ら
起
算
し
て
八
日
を
経
過
す
る
ま
で
の
間
、
書
面

に
よ
り
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
解
除
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
旨

（１）
　
第
四
十
四
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
提
供
さ
れ
た
場
合
　
当
該
書
面
に
記
載
す
べ
き
事

項
が
事
業
参
加
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
へ
記
録
さ
れ
た
日

（２）
　
第
四
十
四
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
提
供
さ
れ
た
場
合
　
同
号
に
規
定
す
る
フ
ァ
イ
ル

を
受
領
し
た
日

ト
　
法
第
二
十
六
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
関
す
る
事
項

二
十
七
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
変
更
に
関
す
る
事
項
（
変
更
手
続
及
び
開
示
方
法
に
関
す
る
事
項
を
含

む
。
）

二
十
八
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
報
酬
に
関
す
る
次
の
事
項

イ
　
報
酬
の
計
算
方
法

ロ
　
支
払
額
（
未
定
の
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
旨
）

ハ
　
支
払
方
法

ニ
　
支
払
時
期

二
十
九
　
委
託
特
例
事
業
者
の
報
酬
に
関
す
る
次
の
事
項

イ
　
報
酬
の
計
算
方
法

ロ
　
支
払
額
（
未
定
の
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
旨
）

ハ
　
支
払
方
法

ニ
　
支
払
時
期

三
十
　
対
象
不
動
産
の
所
有
権
の
帰
属
に
関
す
る
事
項

三
十
一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
実
施
に
よ
り
予
想
さ
れ
る
損
失
発
生
要
因
に
関
す
る
事
項

三
十
二
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
不
動
産
取
引
か
ら
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
損
失
の
負

担
に
関
す
る
事
項

三
十
三
　
業
務
及
び
財
産
の
状
況
に
係
る
情
報
の
開
示
に
関
す
る
事
項

三
十
四
　
対
象
不
動
産
の
売
却
等
に
関
す
る
事
項

三
十
五
　
事
業
参
加
者
の
契
約
上
の
権
利
及
び
義
務
の
譲
渡
の
可
否
、
条
件
、
方
法
、
手
数
料
、
支
払
方
法
及
び

支
払
時
期

三
十
六
　
業
務
上
の
余
裕
金
の
運
用
に
関
す
る
事
項

三
十
七
　
対
象
不
動
産
の
変
更
に
係
る
手
続
に
関
す
る
事
項

三
十
八
　
業
務
外
金
銭
の
運
用
に
関
す
る
事
項

三
十
九
　
追
加
募
集
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
け
る
、
勧
誘
の
開

始
日
の
属
す
る
報
告
対
象
期
間
の
直
前
五
年
の
各
報
告
対
象
期
間
の
満
了
の
日
に
お
け
る
財
産
の
総
額
及
び
収

益
又
は
利
益
の
分
配
の
推
移

四
十
　
前
号
の
場
合
に
お
け
る
、
直
前
五
年
間
の
各
報
告
対
象
期
間
ご
と
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結

及
び
解
除
の
実
績
並
び
に
出
資
を
伴
う
契
約
に
あ
っ
て
は
出
資
の
返
還
の
額

四
十
一
　
第
三
十
九
号
の
場
合
に
お
け
る
、
当
該
勧
誘
の
開
始
日
の
属
す
る
報
告
対
象
期
間
の
直
前
の
報
告
対
象

期
間
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
不
動
産
取
引
の
内
容
、
当
該
不
動
産
取
引
か
ら
生
じ
た
収
益
又
は
利
益

及
び
損
失
の
状
況
並
び
に
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
係
る
財
産
の
状
況

四
十
二
　
前
号
に
掲
げ
る
事
項
（
不
動
産
取
引
の
内
容
を
除
く
。
）
そ
の
他
の
財
務
計
算
に
関
す
る
事
項
に
対
す

る
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人
の
監
査
の
有
無
及
び
監
査
を
受
け
た
場
合
に
は
そ
の
範
囲
（
法
第
二
十
四
条
第

一
項
に
規
定
す
る
書
面
に
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人
の
監
査
証
明
に
係
る
書
類
が
添
付
さ
れ
て
お
り
、
か

つ
、
当
該
書
類
に
監
査
を
受
け
た
範
囲
が
明
記
さ
れ
て
い
る
場
合
を
除
く
。
）

四
十
三
　
第
五
十
四
条
第
二
号
に
規
定
す
る
措
置
の
概
要
及
び
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
関
す
る
当
該

措
置
の
実
施
結
果
の
概
要

四
十
四
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
関
す
る
訴
訟
に
つ
い
て
管
轄
権
を

有
す
る
裁
判
所
の
定
め
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
名
称
及
び
所
在
地

２
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
は
、
法
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
説
明
を
す
る
場
合
に
お
い
て
、
前
項
第

十
六
号
、
第
十
八
号
、
第
二
十
三
号
、
第
三
十
一
号
及
び
第
三
十
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
少
な
く
と

も
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
説
明
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
前
項
第
十
六
号
イ
の
そ
の
他
の
対
象
不
動
産
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
は
、
自
己
の
固
有

財
産
、
利
害
関
係
人
が
有
す
る
資
産
を
対
象
不
動
産
と
す
る
場
合
に
は
そ
の
旨

二
　
前
項
第
十
八
号
に
掲
げ
る
対
象
不
動
産
の
価
格
に
つ
い
て
は
、
不
動
産
鑑
定
士
に
よ
る
鑑
定
評
価
の
有
無
並

び
に
当
該
鑑
定
評
価
を
受
け
た
場
合
に
は
鑑
定
評
価
の
結
果
及
び
方
法
の
概
要
（
当
該
鑑
定
評
価
の
年
月
日
を

含
む
。
）
並
び
に
鑑
定
評
価
を
行
っ
た
者
の
氏
名

三
　
前
項
第
二
十
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
法
第
二
十
七
条
に
規
定
す
る
財
産
の
分
別
管
理
を
行
っ
て
い
る
旨

ロ
　
当
該
分
別
管
理
が
信
託
法
（
平
成
十
八
年
法
律
第
百
八
号
）
第
三
十
四
条
に
基
づ
く
分
別
管
理
と
異
な
る

と
き
は
、
そ
の
旨

ハ
　
修
繕
費
、
損
害
保
険
料
そ
の
他
対
象
不
動
産
を
管
理
す
る
た
め
に
必
要
な
負
担
に
関
す
る
事
項

四
　
前
項
第
三
十
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
業
務
又
は
財
産
の
状
況
の
変
化
を
直
接
の
原
因
と
し
て
元
本
欠
損
が
生
ず
る

お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
旨

ロ
　
契
約
上
の
権
利
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
期
間
の
制
限
又
は
契
約
の
解
除
若
し
く
は
契
約
上
の
権
利
及

び
義
務
の
譲
渡
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
期
間
の
制
限
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
当
該
内
容

ハ
　
金
利
、
通
貨
の
価
格
、
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
十
四
項
に
規
定
す
る
金
融
商
品
市
場
に
お
け
る
相
場

そ
の
他
の
指
標
に
係
る
変
動
を
直
接
の
原
因
と
し
て
元
本
欠
損
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
旨

及
び
当
該
指
標

五
　
前
項
第
三
十
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
出
資
を
伴
う
契
約
に
あ
っ
て
は
元
本
の
返
還
に
つ
い
て
保
証
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い
旨

ロ
　
任
意
組
合
契
約
等
で
あ
っ
て
事
業
参
加
者
が
無
限
責
任
を
負
う
も
の
に
あ
っ
て
は
、
事
業
参
加
者
が
無
限

責
任
を
負
う
旨

（
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
し
た
提
供
）

第
四
十
四
条
　
法
第
二
十
四
条
第
三
項
（
法
第
二
十
五
条
第
三
項
及
び
第
二
十
八
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
及
び
第
四
十
六
条
第
一
項
第
一
号
イ
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
主
務
省
令
で
定
め
る
方
法

は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も
の

イ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
又
は
法
第
二
十
四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
事
項

の
提
供
を
行
う
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
と
の
契
約
に
よ
り
フ
ァ
イ
ル
を
自
己
の
管
理
す
る
電
子
計
算
機
に

備
え
置
き
、
こ
れ
を
申
込
者
若
し
く
は
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
用
に
供
す
る
者
を
い
う
。
以
下
こ

の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
申
込
者
等
（
申
込
者
又
は
申
込
者
と
の
契
約
に
よ

り
申
込
者
フ
ァ
イ
ル
（
専
ら
申
込
者
の
用
に
供
さ
れ
る
フ
ァ
イ
ル
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）

を
自
己
の
管
理
す
る
電
子
計
算
機
に
備
え
置
く
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
使
用
に
係

る
電
子
計
算
機
と
を
接
続
す
る
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
書
面
に
記
載
す
べ
き
事
項
（
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
「
記
載
事
項
」
と
い
う
。
）
を
送
信
し
、
申
込
者
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
申
込
者

フ
ァ
イ
ル
に
記
録
す
る
方
法

11



ロ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
た
記
載

事
項
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
申
込
者
の
閲
覧
に
供
し
、
申
込
者
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え

ら
れ
た
当
該
申
込
者
の
申
込
者
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
記
載
事
項
を
記
録
す
る
方
法

ハ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
申
込
者
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ

た
記
載
事
項
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
申
込
者
の
閲
覧
に
供
す
る
方
法

ニ
　
閲
覧
フ
ァ
イ
ル
（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
で

あ
っ
て
、
同
時
に
複
数
の
申
込
者
の
閲
覧
に
供
す
る
た
め
記
載
事
項
を
記
録
さ
せ
る
フ
ァ
イ
ル
を
い
う
。
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
記
録
さ
れ
た
記
載
事
項
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
申
込
者
の
閲
覧
に
供

す
る
方
法

二
　
電
磁
的
記
録
媒
体
を
も
っ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル
に
記
載
事
項
を
記
録
し
た
も
の
を
交
付
す
る
方
法

２
　
前
項
各
号
に
掲
げ
る
方
法
は
、
次
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
申
込
者
が
申
込
者
フ
ァ
イ
ル
又
は
閲
覧
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録
を
出
力
す
る
こ
と
に
よ
り
書
面
を
作
成
で
き
る

も
の
で
あ
る
こ
と
。

二
　
前
項
第
一
号
イ
、
ハ
又
は
ニ
に
掲
げ
る
方
法
（
申
込
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
申
込
者

フ
ァ
イ
ル
に
記
載
事
項
を
記
録
す
る
方
法
を
除
く
。
）
に
あ
っ
て
は
、
記
載
事
項
を
申
込
者
フ
ァ
イ
ル
又
は
閲

覧
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
す
る
旨
又
は
記
録
し
た
旨
を
申
込
者
に
対
し
通
知
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。
た
だ
し
、
申

込
者
が
当
該
記
載
事
項
を
閲
覧
し
て
い
た
こ
と
を
確
認
し
た
と
き
は
こ
の
限
り
で
な
い
。

三
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
業
務
管
理
者
が
明
示
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

四
　
前
項
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
方
法
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
　
申
込
者
が
閲
覧
フ
ァ
イ
ル
を
閲
覧
す
る
た
め
に
必
要
な
情
報
を
申
込
者
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
す
る
も
の
で
あ

る
こ
と
。

ロ
　
イ
の
規
定
に
よ
り
申
込
者
が
閲
覧
フ
ァ
イ
ル
を
閲
覧
す
る
た
め
に
必
要
な
情
報
を
記
録
し
た
申
込
者
フ
ァ

イ
ル
と
当
該
閲
覧
フ
ァ
イ
ル
と
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
接
続
可
能
な
状
態
を
維
持
さ
せ
る
こ
と
。
た
だ

し
、
閲
覧
の
提
供
を
受
け
た
申
込
者
が
接
続
可
能
な
状
態
を
維
持
さ
せ
る
こ
と
に
つ
い
て
不
要
で
あ
る
旨
通

知
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
電
磁
的
方
法
の
種
類
及
び
内
容
）

第
四
十
五
条
　
令
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
示
す
べ
き
方
法
の
種
類
及
び
内
容
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す

る
。

一
　
前
条
第
一
項
各
号
又
は
次
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
方
法
の
う
ち
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
が
使
用
す
る

も
の

二
　
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録
の
方
式

（
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
し
た
承
諾
の
取
得
）

第
四
十
六
条
　
令
第
八
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も
の

イ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
法
第
二
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
承
諾
を

得
よ
う
と
す
る
申
込
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
接
続
す
る
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
送
信
し
、
当

該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
す
る
方
法

ロ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
た
申
込
者

の
承
諾
に
関
す
る
事
項
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
当
該
申
込
者
の
閲
覧
に
供
し
、
当
該
不
動
産
特
定
共
同

事
業
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
申
込
者
の
承
諾
に
関
す
る
事
項
を
記

録
す
る
方
法

二
　
電
磁
的
記
録
媒
体
を
も
っ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル
に
承
諾
に
関
す
る
事
項
を
記
録
し
た
も
の
を
得
る
方
法

２
　
前
項
各
号
に
掲
げ
る
方
法
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
が
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録
を
出
力
す
る
こ
と
に
よ
り
書

面
を
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
成
立
時
の
書
面
の
記
載
事
項
）

第
四
十
七
条
　
法
第
二
十
五
条
第
一
項
第
七
号
に
掲
げ
る
事
項
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
含
む
も
の
と
す
る
。

一
　
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
の
可
否
及
び
そ
の
条
件

二
　
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
の
方
法

三
　
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
に
係
る
手
数
料

四
　
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
の
申
込
期
間

五
　
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
が
多
発
し
た
と
き
は
、
不
動
産
取
引
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
お

そ
れ
が
あ
る
旨

六
　
法
第
二
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
契
約
の
解
除
は
、
当
該
契
約
の
解
除
を
す
る
旨
の
書
面
を
発
し
た
時

に
、
そ
の
効
力
を
生
ず
る
旨

２
　
法
第
二
十
五
条
第
一
項
第
八
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
（
第
四
号
事
業
を
行
う
者

以
外
の
者
に
あ
っ
て
は
、
第
二
号
、
第
四
号
及
び
第
八
号
に
掲
げ
る
も
の
を
、
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約
以
外
の

不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
不
動
産
特
定
共
同
事
業
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
第
十
五
号
及
び
第
十

六
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
と
す
る
。

一
　
当
事
者
の
商
号
若
し
く
は
名
称
又
は
氏
名
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名
（
事

業
参
加
者
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
商
号
若
し
く
は
名
称
又
は
氏
名
）

二
　
委
託
特
例
事
業
者
の
委
託
を
受
け
た
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
商
号
又
は
名
称
、
住
所
及
び
代
表
者
の

氏
名

三
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
許
可
番
号
（
届
出
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
法
第
六
十
七
条
第
三
項
の
規

定
に
よ
る
届
出
の
受
理
番
号
、
届
出
特
別
金
融
機
関
等
に
あ
っ
て
は
、
令
第
十
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
の
受
理
番
号
）

四
　
委
託
特
例
事
業
者
の
法
第
五
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
受
理
番
号

五
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
を
締
結
し
た
年
月
日

六
　
事
業
参
加
者
の
権
利
及
び
責
任
の
範
囲
等
に
関
す
る
次
の
事
項

イ
　
出
資
又
は
賃
貸
若
し
く
は
賃
貸
の
委
任
の
目
的
で
あ
る
財
産
に
関
す
る
事
業
参
加
者
の
監
視
権
の
有
無
及

び
そ
の
内
容

ロ
　
事
業
参
加
者
の
第
三
者
に
対
す
る
責
任
の
範
囲

ハ
　
収
益
又
は
利
益
及
び
契
約
終
了
時
に
お
け
る
残
余
財
産
の
受
領
権
並
び
に
出
資
を
伴
う
契
約
に
あ
っ
て
は

出
資
の
返
還
を
受
け
る
権
利
に
関
す
る
事
項
（
契
約
の
解
除
又
は
組
合
か
ら
の
脱
退
に
当
た
り
事
業
参
加
者

が
出
資
の
返
還
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
金
額
の
計
算
方
法
及
び
支
払
方
法
並
び
に
時
期
を
含
む
。
）

ニ
　
出
資
を
伴
う
契
約
の
う
ち
、
金
銭
を
も
っ
て
出
資
の
目
的
と
す
る
契
約
に
あ
っ
て
は
、
事
業
参
加
者
の
出

資
額
又
は
出
資
の
限
度
額
及
び
出
資
予
定
総
額
に
対
す
る
出
資
の
割
合
に
関
す
る
事
項

七
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
報
酬
に
関
す
る
事
項

八
　
委
託
特
例
事
業
者
の
報
酬
に
関
す
る
事
項

九
　
対
象
不
動
産
の
所
有
権
の
帰
属
に
関
す
る
事
項

十
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
不
動
産
取
引
か
ら
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
損
失
の
負
担
に

関
す
る
事
項

十
一
　
業
務
及
び
財
産
の
状
況
に
係
る
情
報
の
開
示
に
関
す
る
事
項

十
二
　
対
象
不
動
産
の
売
却
等
に
関
す
る
事
項

十
三
　
事
業
参
加
者
の
契
約
上
の
権
利
及
び
義
務
の
譲
渡
に
関
す
る
事
項

十
四
　
業
務
上
の
余
裕
金
の
運
用
に
関
す
る
事
項

十
五
　
対
象
不
動
産
の
変
更
に
係
る
手
続
に
関
す
る
事
項

十
六
　
業
務
外
金
銭
の
運
用
に
関
す
る
事
項

３
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
は
、
法
第
二
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
書
面
の
交
付
を
す
る
場
合
に
お
い
て
、

同
項
第
二
号
、
第
四
号
及
び
前
項
第
十
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
少
な
く
と
も
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記

載
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
二
十
五
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
表
示
に
つ
い
て
は
、
対
象
不
動
産
の
所
在
、
地
番
、
用
途
、
土
地

面
積
、
延
べ
床
面
積
そ
の
他
の
不
動
産
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
表
示
に
関
す
る
事
項

二
　
同
項
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
法
第
二
十
七
条
に
規
定
す
る
財
産
の
分
別
管
理
を
行
っ
て
い
る
旨
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ロ
　
当
該
分
別
管
理
が
信
託
法
第
三
十
四
条
に
基
づ
く
分
別
管
理
と
異
な
る
と
き
は
、
そ
の
旨

ハ
　
修
繕
費
、
損
害
保
険
料
そ
の
他
対
象
不
動
産
を
管
理
す
る
た
め
に
必
要
な
費
用
の
負
担
に
関
す
る
事
項

三
　
前
項
第
十
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
出
資
を
伴
う
契
約
に
あ
っ
て
は
元
本
の
返
還
に
つ
い
て
保
証
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い
旨

ロ
　
任
意
組
合
契
約
等
で
あ
っ
て
事
業
参
加
者
が
無
限
責
任
を
負
う
も
の
に
あ
っ
て
は
、
事
業
参
加
者
が
無
限

責
任
を
負
う
旨

（
自
己
取
引
等
の
禁
止
の
適
用
除
外
）

第
四
十
八
条
　
法
第
二
十
六
条
の
二
た
だ
し
書
の
主
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に

該
当
す
る
場
合
と
す
る
。

一
　
個
別
の
不
動
産
取
引
ご
と
に
、
当
該
不
動
産
取
引
の
対
象
と
な
る
不
動
産
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契

約
の
全
て
の
事
業
参
加
者
に
当
該
不
動
産
取
引
の
内
容
及
び
当
該
不
動
産
取
引
を
行
お
う
と
す
る
理
由
の
説
明

を
行
い
、
当
該
全
て
の
事
業
参
加
者
の
同
意
を
得
た
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二
　
不
動
産
鑑
定
士
に
よ
る
鑑
定
評
価
を
踏
ま
え
て
調
査
し
た
価
額
に
よ
り
行
う
不
動
産
取
引
で
あ
っ
て
、
か

つ
、
前
号
の
説
明
を
行
い
、
当
該
事
業
参
加
者
の
過
半
数
の
同
意
を
得
た
も
の
で
あ
る
こ
と
。

（
分
別
管
理
の
方
法
）

第
四
十
九
条
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
（
第
一
号
事
業
又
は
第
三
号
事
業
を
行
う
者
に
限
る
。
）
、
特
例
事
業
者
又

は
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事
業
者
は
、
対
象
不
動
産
が
同
一
で
あ
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
ご
と
に
、
次
の

各
号
（
第
二
号
に
あ
っ
て
は
、
宅
地
の
造
成
又
は
建
物
の
建
築
に
関
す
る
工
事
を
伴
う
不
動
産
特
定
共
同
事
業
で

当
該
対
象
不
動
産
の
賃
貸
を
行
わ
な
い
も
の
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
不
動
産

特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
財
産
を
自
己
の
固
有
財
産
及
び
他
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
財
産
と
分

別
し
て
管
理
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
第
五
十
六
条
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
業
務
に
関
す
る
帳
簿
書
類
を
作
成
す
る
こ
と
。

二
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
財
産
の
う
ち
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
業
務
に
係
る
金
銭
を
第
十
一
条

第
二
項
第
十
四
号
ロ
に
掲
げ
る
方
法
（
当
該
金
銭
で
あ
る
こ
と
が
そ
の
名
義
に
よ
り
明
ら
か
な
も
の
に
限
る
。
）

又
は
信
託
会
社
（
信
託
業
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
五
十
四
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
信
託
会
社
を

い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し
く
は
信
託
業
務
を
営
む
金
融
機
関
（
金
融
機
関
の
信
託
業
務
の

兼
営
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
十
八
年
法
律
第
四
十
三
号
。
第
八
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
第
五
号
に
お
い

て
「
兼
営
法
」
と
い
う
。
）
第
一
条
第
一
項
の
認
可
を
受
け
た
金
融
機
関
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

じ
。
）
へ
の
金
銭
信
託
（
当
該
金
銭
で
あ
る
こ
と
が
そ
の
名
義
に
よ
り
明
ら
か
な
も
の
に
限
る
。
）
に
よ
り
管
理

す
る
こ
と
。

２
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
（
第
二
号
事
業
（
法
第
二
条
第
四
項
第
二
号
に
掲
げ
る
行
為
に
係
る
事
業
を
い
う
。
）

又
は
第
四
号
事
業
を
行
う
者
に
限
る
。
）
が
、
電
子
取
引
業
務
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
当
該
電
子
取
引
業
務
に

関
し
て
事
業
参
加
者
か
ら
金
銭
の
預
託
を
受
け
る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
預
託
を
受
け
た

金
銭
と
自
己
の
固
有
財
産
と
を
分
別
し
て
管
理
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
第
五
十
六
条
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
業
務
に
関
す
る
帳
簿
書
類
を
作
成
す
る
こ
と
。

二
　
当
該
金
銭
を
第
十
一
条
第
二
項
第
十
四
号
ロ
に
掲
げ
る
方
法
（
当
該
金
銭
で
あ
る
こ
と
が
そ
の
名
義
に
よ
り

明
ら
か
な
も
の
で
あ
っ
て
、
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
が
当
該
金
銭
に
つ
い
て
次
号
に
掲
げ
る
金
銭
信
託

を
す
る
基
準
日
と
し
て
週
に
一
日
以
上
設
け
る
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
三
営
業
日
以
内
に
当
該
金
銭
信
託
を

す
る
場
合
に
限
る
。
）
に
よ
り
管
理
す
る
こ
と
。

三
　
当
該
金
銭
を
信
託
会
社
又
は
信
託
業
務
を
営
む
金
融
機
関
へ
の
金
銭
信
託
（
当
該
金
銭
で
あ
る
こ
と
が
そ
の

名
義
に
よ
り
明
ら
か
な
も
の
で
あ
っ
て
、
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
を
委
託
者
と
し
、
当
該
不
動
産
特
定

共
同
事
業
者
の
行
う
電
子
取
引
業
務
に
係
る
事
業
参
加
者
を
元
本
の
受
益
者
と
す
る
も
の
の
う
ち
、
金
融
商
品

取
引
業
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
平
成
十
九
年
内
閣
府
令
第
五
十
二
号
）
第
百
四
十
一
条
第
一
項
第
四
号
イ
か

ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
運
用
さ
れ
る
も
の
又
は
元
本
補
塡
の
契
約
の
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
に
よ
り

管
理
す
る
こ
と
。

（
財
産
管
理
報
告
書
の
作
成
及
び
交
付
）

第
五
十
条
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
は
、
一
年
を
超
え
な
い
期
間
ご
と
に
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る

財
産
の
管
理
の
状
況
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
法
第
二
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
報
告
書
（
第

五
十
六
条
第
一
項
第
五
号
に
お
い
て
「
財
産
管
理
報
告
書
」
と
い
う
。
）
を
作
成
し
、
こ
れ
を
事
業
参
加
者
に
対

し
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
報
告
の
対
象
と
な
る
期
間

二
　
前
号
の
期
間
の
満
了
の
日
に
お
け
る
当
該
事
業
参
加
者
の
出
資
に
係
る
持
分
、
出
資
の
割
合
又
は
賃
貸
若
し

く
は
賃
貸
の
委
任
の
目
的
で
あ
る
財
産
の
共
有
持
分

三
　
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
第
一
号
の
期
間
及
び
そ
の
直
前
三
年
の
各
期
間
内
に
営
ん
だ
不

動
産
取
引
の
内
容
、
当
該
不
動
産
取
引
か
ら
生
じ
た
収
益
又
は
利
益
及
び
損
失
の
状
況
並
び
に
運
用
の
経
過

四
　
第
一
号
の
期
間
及
び
そ
の
直
前
三
年
の
各
期
間
の
そ
れ
ぞ
れ
満
了
の
日
に
お
け
る
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事

業
契
約
に
係
る
財
産
の
状
況

五
　
前
二
号
に
掲
げ
る
事
項
（
不
動
産
取
引
の
内
容
を
除
く
。
）
に
対
す
る
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人
の
監
査

の
有
無
及
び
監
査
を
受
け
た
場
合
に
は
そ
の
範
囲
（
財
産
管
理
報
告
書
に
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人
の
監
査

証
明
に
係
る
書
類
が
添
付
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、
当
該
書
類
に
監
査
を
受
け
た
範
囲
が
明
記
さ
れ
て
い
る
場
合

を
除
く
。
）

六
　
第
一
号
の
期
間
に
お
け
る
第
四
十
三
条
第
一
項
第
十
二
号
に
掲
げ
る
事
項
（
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契

約
に
係
る
財
産
の
管
理
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

七
　
第
一
号
の
期
間
に
お
け
る
第
四
十
三
条
第
一
項
第
十
三
号
に
掲
げ
る
事
項
（
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契

約
に
係
る
財
産
の
管
理
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

八
　
第
一
号
の
期
間
に
お
け
る
第
四
十
三
条
第
一
項
第
十
六
号
ニ
に
掲
げ
る
事
項

（
書
類
の
閲
覧
）

第
五
十
一
条
　
法
第
二
十
九
条
に
規
定
す
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
業
務
及
び
財
産
の
状
況
（
第
三
号
事
業
を

行
う
者
に
あ
っ
て
は
、
委
託
特
例
事
業
者
の
業
務
及
び
財
産
の
状
況
）
を
記
載
し
た
書
類
は
、
別
記
様
式
第
十
号

に
よ
る
業
務
状
況
調
書
及
び
比
較
貸
借
対
照
表
並
び
に
別
記
様
式
第
十
一
号
に
よ
る
比
較
損
益
計
算
書
、
株
主
資

本
等
変
動
計
算
書
又
は
社
員
資
本
等
変
動
計
算
書
及
び
主
要
株
主
名
簿
又
は
主
要
社
員
名
簿
そ
の
他
の
主
要
な
社

員
の
状
況
を
記
載
し
た
書
面
と
す
る
。

２
　
前
項
の
書
類
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
業
務
状
況
調
書
等
」
と
い
う
。
）
が
、
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た

フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的
記
録
媒
体
に
記
録
さ
れ
、
必
要
に
応
じ
事
務
所
ご
と
に
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
を
用

い
て
明
確
に
紙
面
に
表
示
さ
れ
る
と
き
は
、
当
該
記
録
を
も
っ
て
法
第
二
十
九
条
に
規
定
す
る
書
類
へ
の
記
載
に

代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
け
る
法
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
閲
覧
は
、
当
該
業
務
状
況
調
書
等

を
紙
面
又
は
当
該
事
務
所
に
設
置
さ
れ
た
入
出
力
装
置
の
映
像
面
に
表
示
す
る
方
法
で
行
う
も
の
と
す
る
。

３
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
（
第
一
号
事
業
又
は
第
三
号
事
業
を
行
う
者
に
限
る
。
）
は
、
業
務
状
況
調
書
等
（
前

項
の
規
定
に
よ
る
記
録
が
行
わ
れ
た
同
項
の
フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的
記
録
媒
体
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

を
、
事
業
年
度
ご
と
に
当
該
事
業
年
度
経
過
後
三
月
以
内
に
作
成
し
、
遅
滞
な
く
事
務
所
ご
と
に
備
え
置
く
も
の

と
す
る
。

４
　
業
務
状
況
調
書
等
は
、
事
務
所
に
備
え
置
か
れ
た
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
、
当
該
事

務
所
に
備
え
置
く
も
の
と
し
、
当
該
事
務
所
の
営
業
時
間
中
、
事
業
参
加
者
の
求
め
に
応
じ
て
閲
覧
さ
せ
る
も
の

と
す
る
。

（
事
業
参
加
者
名
簿
）

第
五
十
二
条
　
事
業
参
加
者
名
簿
に
は
、
事
業
参
加
者
の
商
号
若
し
く
は
名
称
又
は
氏
名
及
び
住
所
そ
の
他
の
連
絡

先
を
登
載
す
る
も
の
と
す
る
。

２
　
事
業
参
加
者
の
商
号
若
し
く
は
名
称
又
は
氏
名
及
び
住
所
そ
の
他
の
連
絡
先
が
、
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た

フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的
記
録
媒
体
に
記
録
さ
れ
、
必
要
に
応
じ
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
を
用
い
て
明
確
に
紙

面
に
表
示
さ
れ
る
と
き
は
、
当
該
記
録
を
も
っ
て
法
第
三
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
事
業
参
加
者
名
簿
へ
の
登
載

に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
　
事
業
参
加
者
名
簿
（
前
項
の
規
定
に
よ
る
記
録
が
行
わ
れ
た
同
項
の
フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的
記
録
媒
体
を
含

む
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
対
象
不
動
産
が
同
一
で
あ
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約

ご
と
に
、
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
後
遅
滞
な
く
作
成
し
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
主
た
る

事
務
所
に
お
い
て
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。
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４
　
事
業
参
加
者
名
簿
は
、
当
該
事
業
参
加
者
名
簿
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
終
了
の
日
か
ら
起
算
し

て
五
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
、
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。

５
　
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的
記
録
媒
体
に
記
録
さ
れ
た
事
項
の
閲
覧
は
、
当
該
事
項
を
紙
面

又
は
当
該
事
務
所
に
設
置
さ
れ
た
入
出
力
装
置
の
映
像
面
に
表
示
す
る
方
法
で
行
う
も
の
と
す
る
。

（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
に
よ
る
商
号
等
の
公
表
）

第
五
十
三
条
　
法
第
三
十
一
条
の
二
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
で
あ
る
旨

二
　
許
可
番
号

三
　
代
表
者
の
氏
名

四
　
事
務
所
ご
と
の
業
務
管
理
者
の
氏
名

五
　
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

六
　
電
話
番
号

七
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
種
別
（
電
子
取
引
業
務
を
行
う
旨
を
含
む
。
）

２
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
は
、
法
第
三
十
一
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
公
表
を
す
る
と
き
は
、
同
項
に
規

定
す
る
事
項
を
、
当
該
事
項
を
閲
覧
し
よ
う
と
す
る
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
の
映
像
面
に
お
い
て
、
当
該

者
に
と
っ
て
見
や
す
い
箇
所
に
明
瞭
か
つ
正
確
に
表
示
さ
れ
る
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
法
第
三
十
一
条
の
二
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
電
子
取
引
業
務
を
行
う
不
動
産
特
定
共
同
事
業

者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
た
情
報
の
内
容
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ

て
公
衆
の
閲
覧
に
供
す
る
方
法
と
す
る
。

（
電
子
取
引
業
務
に
係
る
業
務
管
理
体
制
）

第
五
十
四
条
　
法
第
三
十
一
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
電
子
取
引
業
務
を
行
う
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
が
整

備
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
業
務
管
理
体
制
は
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
係
る
電
子
情
報
処
理
組
織
の
管
理
を
十
分
に
行
う
た
め
の
措
置
が
と
ら
れ
て
い
る

こ
と
。

二
　
電
子
取
引
業
務
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
関
し
、
そ
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
不

動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
及
び
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
に
不
動
産
取
引
に

係
る
業
務
を
委
託
す
る
特
例
事
業
者
を
い
う
。
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
財
務
状
況
、
事
業
計
画
の
内
容

及
び
資
金
使
途
そ
の
他
電
子
取
引
業
務
の
対
象
と
す
る
こ
と
の
適
否
の
判
断
に
資
す
る
事
項
の
適
切
な
審
査
を

行
う
た
め
の
措
置
が
と
ら
れ
て
い
る
こ
と
。

三
　
電
子
取
引
業
務
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
を
締
結
し
た
事
業
参
加
者
が
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事

業
契
約
に
つ
い
て
法
第
二
十
五
条
第
一
項
の
書
面
を
受
領
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
八
日
を
経
過
す
る
ま
で
の

間
、
事
業
参
加
者
が
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
解
除
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め

の
措
置
が
と
ら
れ
て
い
る
こ
と
。

四
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
等
が
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
を
締
結
し
た
後
に
、
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事

業
者
等
が
事
業
参
加
者
に
対
し
て
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
状
況
に
つ
い
て
定
期
的
に
適
切
な
情
報
を
提
供
す

る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
が
と
ら
れ
て
い
る
こ
と
。

（
電
子
取
引
業
務
に
係
る
重
要
事
項
の
閲
覧
）

第
五
十
五
条
　
法
第
三
十
一
条
の
二
第
三
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
第
四
十
三
条
第
一
項
第
一
号
、
第
二

号
、
第
六
号
、
第
八
号
、
第
十
六
号
、
第
十
八
号
、
第
二
十
号
、
第
二
十
三
号
、
第
二
十
六
号
、
第
二
十
八
号
、

第
二
十
九
号
、
第
三
十
一
号
、
第
三
十
二
号
、
第
三
十
五
号
、
第
三
十
七
号
（
対
象
不
動
産
の
追
加
取
得
の
方
針

に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第
四
十
三
号
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

２
　
電
子
取
引
業
務
を
行
う
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
は
、
前
項
に
規
定
す
る
事
項
を
、
電
子
取
引
業
務
の
相
手
方

の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
の
映
像
面
に
お
い
て
、
当
該
相
手
方
に
と
っ
て
見
や
す
い
箇
所
に
明
瞭
か
つ
正
確
に

表
示
さ
れ
る
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
一
項
に
規
定
す
る
事
項
の
う
ち
第
四
十
三
条
第
一
項
第
三
十
一
号
、
第
三
十
二
号
及
び
第
三
十
五
号
に
掲
げ

る
事
項
の
文
字
又
は
数
字
に
つ
い
て
は
、
当
該
事
項
以
外
の
事
項
の
文
字
又
は
数
字
の
う
ち

も
大
き
な
も
の
と

著
し
く
異
な
ら
な
い
大
き
さ
で
表
示
す
る
も
の
と
す
る
。

４
　
法
第
三
十
一
条
の
二
第
三
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
電
子
取
引
業
務
を
行
う
不
動
産
特
定
共
同
事
業

者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
た
情
報
の
内
容
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ

て
当
該
電
子
取
引
業
務
の
相
手
方
の
閲
覧
に
供
す
る
方
法
と
す
る
。

（
業
務
に
関
す
る
帳
簿
書
類
の
作
成
等
）

第
五
十
六
条
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
は
、
対
象
不
動
産
が
同
一
で
あ
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
ご
と
に
次

に
掲
げ
る
書
類
（
特
例
投
資
家
の
み
を
相
手
方
又
は
事
業
参
加
者
と
し
て
不
動
産
特
定
共
同
事
業
を
行
う
者
に
あ

っ
て
は
第
一
号
及
び
第
六
号
に
掲
げ
る
書
類
に
限
る
。
）
を
調
製
す
る
こ
と
に
よ
り
、
法
第
三
十
二
条
に
規
定
す

る
業
務
に
関
す
る
帳
簿
書
類
を
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
事
業
参
加
者
の
商
号
若
し
く
は
名
称
又
は
氏
名
及
び
住
所
そ
の
他
の
連
絡
先
を
記
載
し
た
書
面

二
　
法
第
二
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
書
面
の
写
し

三
　
法
第
二
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
書
面
の
写
し

四
　
法
第
二
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
契
約
の
解
除
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
同
条
第
二
項
に
規
定
す

る
書
面

五
　
財
産
管
理
報
告
書
の
写
し

六
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
（
第
一
号
事
業
又
は
第
三
号
事
業
を
行
う
者
に
限
る
。
）
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲

げ
る
書
類

イ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
不
動
産
取
引
か
ら
生
ず
る
収
益
又
は
利
益
の
明
細
を
記
載
し
た
書
面

ロ
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
財
産
の
明
細
を
記
載
し
た
書
面

ハ
　
出
資
を
伴
う
契
約
に
あ
っ
て
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
出
資
さ
れ
た
財
産
の
明
細
を
記

載
し
た
書
面

２
　
前
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
が
、
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的
記
録
媒
体
を
も
っ
て
調
製

さ
れ
、
必
要
に
応
じ
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
を
用
い
て
明
確
に
紙
面
に
表
示
さ
れ
る
と
き
は
、
当
該
調
製
を

も
っ
て
法
第
三
十
二
条
に
規
定
す
る
業
務
に
関
す
る
帳
簿
書
類
の
作
成
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
　
第
一
項
の
業
務
に
関
す
る
帳
簿
書
類
（
前
項
の
規
定
に
よ
る
調
製
が
行
わ
れ
た
同
項
の
フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的

記
録
媒
体
を
含
む
。
）
は
、
当
該
業
務
に
関
す
る
帳
簿
書
類
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
終
了
の
日
か

ら
起
算
し
て
五
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
、
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。

（
事
業
報
告
書
の
様
式
）

第
五
十
七
条
　
法
第
三
十
三
条
に
規
定
す
る
事
業
報
告
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
一
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
事
業
報
告
書
（
会
計
に
関
す
る
部
分
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
は
、
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人
の
監
査

を
受
け
た
も
の
と
す
る
。

（
監
督
処
分
の
公
告
）

第
五
十
八
条
　
法
第
三
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
公
告
は
、
主
務
大
臣
の
処
分
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
官
報
に
よ

り
、
都
道
府
県
知
事
の
処
分
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
都
道
府
県
の
公
報
又
は
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
へ
の
掲
載
そ

の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
身
分
証
明
書
の
様
式
）

第
五
十
九
条
　
法
第
四
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
身
分
を
示
す
証
明
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
二
号
に
よ
る
も

の
と
す
る
。
た
だ
し
、
金
融
庁
又
は
財
務
局
若
し
く
は
福
岡
財
務
支
局
の
職
員
が
検
査
を
す
る
と
き
に
携
帯
す
べ

き
証
明
書
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
登
録
申
請
書
の
記
載
事
項
）

第
六
十
条
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
第
九
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
係
る
業
務
の
方
法

二
　
役
員
が
他
の
法
人
の
常
務
に
従
事
し
、
又
は
事
業
を
営
ん
で
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
役
員
の
氏
名
並

び
に
当
該
他
の
法
人
の
商
号
又
は
名
称
及
び
業
務
又
は
当
該
事
業
の
種
類

三
　
電
子
取
引
業
務
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
電
子
取
引
業
務
を
遂
行
す
る
た
め
の
体
制
に
関
す
る
事
項

２
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
登
録
申
請
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
三
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
登
録
申
請
書
の
添
付
書
類
の
記
載
事
項
等
）

第
六
十
一
条
　
法
第
四
十
二
条
第
二
項
第
五
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。
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一
　
発
行
済
株
式
総
数
の
百
分
の
五
以
上
の
株
式
を
有
す
る
株
主
又
は
出
資
の
額
の
百
分
の
五
以
上
の
額
に
相
当

す
る
出
資
を
し
て
い
る
者
の
商
号
若
し
く
は
名
称
又
は
氏
名
、
住
所
及
び
そ
の
有
す
る
株
式
の
数
又
は
そ
の
者

の
な
し
た
出
資
の
額
並
び
に
役
員
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
法
人
の
商
号
又
は
名
称
並
び
に
当
該
役
員
の

職
務
を
行
う
べ
き
者
の
氏
名
及
び
住
所

二
　
役
員
、
令
第
十
条
で
定
め
る
使
用
人
及
び
事
務
所
ご
と
に
置
か
れ
る
法
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す

る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
の
略
歴
又
は
沿
革
並
び
に
第
二
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
要
件
に
該

当
す
る
者
に
関
す
る
事
項

三
　
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
業
務
を
執
行
す
る
た
め
の
組
織
に
関
す
る
事
項

２
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
の
登
録
申
請
書
に
は
、
法
第
四
十
二
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、
次
に
掲

げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
四
十
四
条
第
一
号
、
第
四
号
、
第
五
号
及
び
第
八
号
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

二
　
直
前
二
年
の
各
事
業
年
度
の
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
又
は
こ
れ
ら
に
代
わ
る
書
面

三
　
法
人
税
の
直
前
二
年
の
各
年
度
に
お
け
る
納
付
す
べ
き
額
及
び
納
付
済
額
を
証
す
る
書
面

３
　
法
第
四
十
二
条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
面
、
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
及
び
前
項
第

一
号
に
掲
げ
る
書
類
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
四
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
提
出
す
べ
き
書
類
の
部
数
）

第
六
十
二
条
　
法
第
四
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
主
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
の
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る

者
が
法
第
四
十
二
条
及
び
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
登
録
申
請
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に

つ
い
て
は
、
第
九
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
登
録
簿
の
登
載
事
項
）

第
六
十
三
条
　
法
第
四
十
三
条
第
一
項
第
一
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
第
六
十
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項

二
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
の
登
録
又
は
法
第
四
十
六
条
第
一
項
の
変
更
登
録
に
係
る
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約

に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
の
有
無

三
　
法
第
五
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
指
示
又
は
法
第
五
十
二
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二

項
の
規
定
に
よ
る
業
務
停
止
の
命
令
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
指
示
又
は
命
令
の
年
月
日
及
び
内
容

（
財
産
的
基
礎
及
び
人
的
構
成
）

第
六
十
四
条
　
主
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
法
第
四
十
四
条
第
八
号
に
規
定
す
る
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同

事
業
を
適
確
に
遂
行
す
る
に
足
り
る
財
産
的
基
礎
及
び
人
的
構
成
を
有
す
る
法
人
で
あ
る
か
ど
う
か
を
審
査
す
る

と
き
は
、
法
第
四
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
の
申
請
を
し
た
者
が
次
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
か
ど

う
か
を
審
査
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
財
産
的
基
礎
が
次
に
掲
げ
る
全
て
の
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
。

イ
　
そ
の
有
す
る
借
入
金
の
全
部
又
は
一
部
が
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
。

（１）
　
元
本
又
は
利
息
の
弁
済
の
見
込
み
が
な
い
も
の

（２）
　
元
本
又
は
利
息
の
支
払
が
約
定
支
払
日
の
翌
日
か
ら
三
月
以
上
遅
延
し
て
い
る
も
の
（
（
１
）
に
掲
げ

る
も
の
を
除
く
。
）

（３）
　
経
営
再
建
を
図
る
こ
と
又
は
支
援
を
受
け
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
債
権
者
と
の
間
で
金
利
の
減
免
、

利
息
の
支
払
猶
予
、
元
本
の
返
済
猶
予
、
債
権
放
棄
そ
の
他
の
自
己
に
有
利
と
な
る
取
決
め
を
行
っ
た
も

の
（
（
１
）
及
び
（
２
）
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）

ロ
　
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
。

（１）
　
会
社
法
に
よ
る
特
別
清
算
、
破
産
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
七
十
五
号
）
に
よ
る
破
産
手
続
、
民
事
再

生
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
二
百
二
十
五
号
）
に
よ
る
再
生
手
続
若
し
く
は
会
社
更
生
法
（
昭
和
二
十
七

年
法
律
第
百
七
十
二
号
）
に
よ
る
更
生
手
続
開
始
の
申
立
て
が
行
わ
れ
て
い
る
者
又
は
外
国
の
法
令
上
こ

れ
ら
と
同
種
類
の
申
立
て
が
行
わ
れ
て
い
る
者

（２）
　
会
社
法
に
よ
る
特
別
清
算
開
始
の
命
令
を
受
け
、
特
別
清
算
終
結
の
決
定
の
確
定
が
な
い
者
、
破
産
法

に
よ
る
破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
、
破
産
手
続
終
結
の
決
定
若
し
く
は
破
産
手
続
廃
止
の
決
定
の
確

定
が
な
い
者
、
民
事
再
生
法
に
よ
る
再
生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
、
再
生
手
続
終
結
の
決
定
若
し
く
は

再
生
手
続
廃
止
の
決
定
の
確
定
が
な
い
者
、
会
社
更
生
法
に
よ
る
更
生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
、
更
生

手
続
終
結
の
決
定
若
し
く
は
更
生
手
続
廃
止
の
決
定
の
確
定
が
な
い
者
又
は
外
国
の
法
令
上
こ
れ
ら
と
同

様
に
取
り
扱
わ
れ
て
い
る
者

（３）
　
清
算
中
の
者

ハ
　
直
前
二
年
の
各
事
業
年
度
に
お
い
て
、
当
期
純
損
失
が
生
じ
て
い
な
い
こ
と
。

二
　
人
的
構
成
が
次
に
掲
げ
る
全
て
の
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
。

イ
　
管
理
部
門
（
法
令
そ
の
他
の
規
則
の
遵
守
状
況
を
管
理
し
、
そ
の
遵
守
を
指
導
す
る
部
門
を
い
う
。
ロ
に

お
い
て
同
じ
。
）
の
責
任
者
が
定
め
ら
れ
、
法
令
そ
の
他
の
規
則
が
遵
守
さ
れ
る
体
制
が
整
っ
て
い
る
こ
と
。

ロ
　
管
理
部
門
の
責
任
者
と
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
係
る
業
務
に
係
る
部
門
の
担
当
者
又
は
そ
の
責

任
者
が
兼
任
し
て
い
な
い
こ
と
。

（
軽
微
な
追
加
又
は
変
更
）

第
六
十
五
条
　
法
第
四
十
六
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
追
加
又
は
変
更
は
、
令
第
六
条
第
一
項
第
一

号
か
ら
第
八
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
及
び
第
十
一
条
第
一
項
に
掲
げ
る
事
項
（
第
十
一
条
第
一
項
第
九
号
に
掲
げ

る
事
項
の
う
ち
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
営
ま
れ
る
不
動
産
取
引
に
係
る
業
務
の
委
託
先
の
商
号

又
は
名
称
及
び
住
所
を
除
く
。
）
以
外
の
事
項
の
追
加
又
は
変
更
と
す
る
。

（
変
更
の
登
録
の
申
請
）

第
六
十
六
条
　
法
第
四
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
変
更
登
録
の
申
請
は
、
別
記
様
式
第
十
五
号
に
よ
る
変
更
登
録
申
請

書
を
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
変
更
登
録
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
種
別
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
小
規
模
不
動
産
特
定
共

同
事
業
の
業
務
を
執
行
す
る
た
め
の
組
織
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類

二
　
新
た
に
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
を
作
成
し
、
又
は
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
の
追
加
若
し

く
は
変
更
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
新
た
に
作
成
若
し
く
は
追
加
し
よ
う
と
す
る
不
動
産
特
定
共

同
事
業
契
約
約
款
又
は
変
更
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款

三
　
新
た
に
電
子
取
引
業
務
を
行
お
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
電
子
取
引
業
務
を
遂
行
す
る
た
め
の
体
制
に

関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類

四
　
事
務
所
を
追
加
し
て
設
置
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
事
務
所
に
係
る
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
法
第
四
十
二
条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
面

ロ
　
事
務
所
に
置
か
れ
る
法
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
に
係

る
第
六
十
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面

３
　
前
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
変
更
登
録
申
請
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
の

規
定
を
準
用
す
る
。

（
登
録
申
請
書
の
記
載
事
項
の
変
更
の
届
出
）

第
六
十
七
条
　
法
第
四
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
届
出
は
、
別
記
様
式
第
十
六
号
に
よ
る
変
更
届
出
書

を
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
法
第
四
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
当
該
変
更
が
次
に
掲
げ

る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
前
項
の
変
更
届
出
書
に
当
該
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
第
一
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
　
変
更
後
の
登
記
事
項
証
明

書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

二
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
新
た
に
役
員
又
は
令
第
十
条
で
定
め
る

使
用
人
と
な
る
者
が
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
　
新
た
に
役
員
又
は
令
第
十
条
で
定
め
る
使
用
人
と
な
る
者
に
係
る

第
六
十
一
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面

三
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
事
務
所
の
所
在
地
に
つ
い
て
の
変
更
（
事
務
所
の
廃

止
に
伴
う
も
の
を
除
く
。
）
　
変
更
後
の
登
記
事
項
証
明
書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

四
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
事
務
所
ご
と
に
置
か
れ
る
法
第
五
十
条
第
二
項
に
お

い
て
準
用
す
る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
の
変
更
（
同
項
に
規
定
す
る
者
が
新
た
に
事
務
所
に
置
か
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れ
る
場
合
に
限
る
。
）
　
新
た
に
事
務
所
に
置
か
れ
る
法
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
七
条
第

一
項
に
規
定
す
る
者
に
係
る
第
六
十
一
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面

五
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
第
八
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
定
款
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面
の
変
更

を
伴
う
も
の
に
限
る
。
）
　
変
更
後
の
定
款
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

３
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
変
更
届
出
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
の
規
定
を

準
用
す
る
。

（
廃
業
等
の
届
出
）

第
六
十
八
条
　
法
第
四
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
十
七
号
に
よ
る
廃
業
等
届
出
書
を
提

出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
廃
業
等
届
出
書
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
を
準
用
す

る
。

（
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
登
録
簿
等
の
閲
覧
）

第
六
十
九
条
　
法
第
四
十
九
条
の
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
第
六
十
一
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
と
す

る
。

２
　
法
第
五
十
八
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
法
第
四
十
九
条
を
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
に
お
け
る
同
条
の
主
務

省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
法
第
五
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
年
月
日
及
び
受
理
番
号
と
す
る
。

３
　
主
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
法
第
四
十
九
条
に
規
定
す
る
書
類
を
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
た
め
、
小
規

模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
登
録
簿
等
閲
覧
所
（
次
項
に
お
い
て
「
閲
覧
所
」
と
い
う
。
）
を
設
け
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

４
　
主
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
閲
覧
所
を
設
け
た
と
き
は
、
当
該
閲
覧
所
の
閲
覧
規

則
を
定
め
る
と
と
も
に
、
当
該
閲
覧
所
の
場
所
及
び
閲
覧
規
則
を
告
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
の
勧
誘
時
に
お
け
る
告
知
事
項
）

第
七
十
条
　
法
第
五
十
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
事
業
参
加
者
が
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に

基
づ
き
行
う
こ
と
が
で
き
る
出
資
の
価
額
の
上
限
額
と
す
る
。

（
業
務
に
関
す
る
規
定
の
準
用
等
）

第
七
十
一
条
　
第
二
十
条
か
ら
第
四
十
条
ま
で
、
第
四
十
二
条
第
一
項
、
第
四
十
三
条
（
同
条
第
一
項
第
四
号
を
除

く
。
）
、
第
四
十
四
条
か
ら
第
四
十
九
条
第
一
項
ま
で
及
び
第
五
十
条
か
ら
第
五
十
五
条
ま
で
の
規
定
は
、
小
規
模

不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
が
行
う
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

第
二
十
条
中
「
第
十
六
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
六
条
第
一

項
」
と
、
「
別
記
様
式
第
八
号
」
と
あ
る
の
は
「
別
記
様
式
第
十
八
号
」
と
、
第
二
十
一
条
第
一
項
中
「
第
十
七

条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
七
条
第
一
項
」
と
、
第
二
十
一
条
第

二
項
及
び
第
三
項
中
「
第
十
七
条
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
七
条

第
二
項
」
と
、
第
三
十
七
条
第
一
項
中
「
第
十
八
条
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用

す
る
法
第
十
八
条
第
三
項
」
と
、
第
三
十
八
条
中
「
第
二
十
一
条
第
四
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に

お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
一
条
第
四
項
」
と
、
第
三
十
九
条
中
「
第
二
十
一
条
の
二
に
お
い
て
準
用
す
る
金
融

商
品
取
引
法
第
三
十
九
条
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
準
用
金
融
商
品
取
引

法
第
三
十
九
条
第
三
項
」
と
、
第
四
十
条
中
「
第
二
十
一
条
の
二
に
お
い
て
準
用
す
る
金
融
商
品
取
引
法
第
四
十

条
第
二
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
準
用
金
融
商
品
取
引
法
第
四
十
条
第
二
号
」

と
、
第
四
十
二
条
第
一
項
中
「
第
二
十
二
条
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お

い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
二
条
の
二
第
一
項
」
と
、
第
四
十
三
条
中
「
第
二
十
四
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第

五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
四
条
第
一
項
」
と
、
同
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
四
十
七
条
第
二

項
第
三
号
中
「
許
可
番
号
（
届
出
特
定
信
託
会
社
に
あ
っ
て
は
、
法
第
六
十
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の

受
理
番
号
、
届
出
特
別
金
融
機
関
等
に
あ
っ
て
は
、
令
第
十
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
受
理
番
号
）
」

と
あ
る
の
は
「
登
録
番
号
」
と
、
第
四
十
三
条
第
一
項
第
六
号
中
「
第
一
号
事
業
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
二
条
第

六
項
第
一
号
に
掲
げ
る
行
為
に
係
る
事
業
」
と
、
「
三
年
」
と
あ
る
の
は
「
二
年
」
と
、
同
項
第
十
一
号
中
「
第

二
条
第
三
項
各
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
二
条
第
三
項
第
一
号
又
は
第
二
号
」
と
、
同
項
第
二
十
六
号
ヘ
、
第
四
十

七
条
第
三
項
及
び
第
五
十
四
条
第
三
号
中
「
第
二
十
五
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て

準
用
す
る
法
第
二
十
五
条
第
一
項
」
と
、
第
四
十
三
条
第
一
項
第
二
十
六
号
ト
中
「
第
二
十
六
条
第
二
項
及
び
第

三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
及
び
第
三
項
」
と
、
同
条

第
二
項
第
三
号
イ
中
号
中
「
第
二
十
七
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
七

条
」
と
、
第
四
十
四
条
第
一
項
及
び
第
四
十
六
条
第
一
項
中
「
第
二
十
四
条
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条

第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
四
条
第
三
項
」
と
、
「
第
二
十
五
条
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条

第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
五
条
第
三
項
」
と
、
第
四
十
五
条
及
び
第
四
十
六
条
第
一
項
中
「
第
八
条

第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
十
二
条
に
お
い
て
準
用
す
る
令
第
八
条
第
一
項
」
と
、
第
四
十
七
条
第
一
項
中
「
第

二
十
五
条
第
一
項
第
七
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
五
条
第
一
項
第
七

号
」
と
、
同
項
第
六
号
中
「
第
二
十
六
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第

二
十
六
条
第
一
項
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
第
二
十
五
条
第
一
項
第
八
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に

お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
五
条
第
一
項
第
八
号
」
と
、
第
四
十
八
条
中
「
第
二
十
六
条
の
二
た
だ
し
書
」
と
あ

る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
六
条
の
二
た
だ
し
書
」
と
、
第
五
十
条
中
「
第
二
十

八
条
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
八
条
第
二
項
」
と
、
第
五
十
一

条
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
第
二
十
九
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
九

条
」
と
、
同
条
第
一
項
中
「
第
三
号
事
業
」
と
あ
る
の
は
「
小
規
模
第
二
号
事
業
」
と
、
第
五
十
二
条
第
二
項
中

「
第
三
十
条
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
条
第
二
項
」
と
、
第
五

十
三
条
中
「
第
三
十
一
条
の
二
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
一
条

の
二
第
一
項
」
と
、
同
条
第
一
項
第
二
号
中
「
許
可
番
号
」
と
あ
る
の
は
「
登
録
番
号
」
と
、
第
五
十
四
条
中

「
第
三
十
一
条
の
二
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
一
条
の
二
第
二

項
」
と
、
第
五
十
五
条
第
一
項
及
び
第
四
項
中
「
第
三
十
一
条
の
二
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項

に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
一
条
の
二
第
三
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

（
監
督
に
関
す
る
規
定
の
準
用
等
）

第
七
十
二
条
　
第
五
十
六
条
、
第
五
十
七
条
第
一
項
及
び
第
五
十
八
条
の
規
定
は
、
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業

者
が
行
う
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
五
十
六
条
第
一
項
及

び
第
二
項
中
「
第
三
十
二
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
二
条
」
と
、
同
条
第

一
項
第
二
号
中
「
第
二
十
四
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
四
条

第
一
項
」
と
、
同
項
第
三
号
中
「
第
二
十
五
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る

法
第
二
十
五
条
第
一
項
」
と
、
同
項
第
四
号
中
「
第
二
十
六
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
条
第
二
項
に
お

い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
六
条
第
一
項
」
と
、
同
項
第
六
号
中
「
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
（
第
一
号
事
業
又
は

第
三
号
事
業
を
行
う
者
に
限
る
。
）
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
」
と
あ
る
の
は
「
次
に
掲
げ
る
書
類
」
と
、

第
五
十
七
条
第
一
項
中
「
第
三
十
三
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
三
条
」

と
、
第
五
十
八
条
中
「
第
三
十
八
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
八
条
」
と
読

み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

（
特
例
事
業
の
開
始
に
係
る
届
出
）

第
七
十
三
条
　
法
第
五
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
十
九
号
に
よ
る
届
出
書
を
提
出
し
て

行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
届
出
書
及
び
法
第
五
十
八
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
の
規
定

を
準
用
す
る
。

（
特
例
事
業
開
始
届
出
書
の
添
付
書
類
の
記
載
事
項
等
）

第
七
十
四
条
　
法
第
五
十
八
条
第
三
項
第
三
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
役
員
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
法
人
の
商
号
又
は
名
称
並
び
に
当
該
役
員
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
の
氏

名
及
び
住
所

二
　
役
員
及
び
令
第
十
三
条
で
定
め
る
使
用
人
の
略
歴
又
は
沿
革

２
　
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
二
十
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
特
例
事
業
開
始
届
出
書
の
記
載
事
項
の
変
更
の
届
出
）

第
七
十
五
条
　
法
第
五
十
八
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
届
出
は
、
別
記
様
式
第
二
十
一
号
に
よ
る
変
更
届
出

書
を
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
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２
　
法
第
五
十
八
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
当
該
変
更
が
次
に
掲
げ
る
も
の

で
あ
る
と
き
は
、
前
項
の
変
更
届
出
書
に
当
該
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
五
十
八
条
第
二
項
第
一
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
　
変
更
後
の
登
記
事
項
証
明

書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

二
　
法
第
五
十
八
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
新
た
に
役
員
又
は
令
第
十
三
条
で
定
め

る
使
用
人
と
な
る
者
が
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
　
新
た
に
役
員
又
は
令
第
十
三
条
で
定
め
る
使
用
人
と
な
る
者
に

係
る
前
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面

３
　
前
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
変
更
届
出
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
の
規
定

を
準
用
す
る
。

（
特
例
事
業
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
場
合
の
届
出
）

第
七
十
六
条
　
法
第
五
十
八
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
二
十
二
号
に
よ
る
特
例
事
業
に
該
当

し
な
く
な
っ
た
場
合
の
届
出
書
を
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
特
例
事
業
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
場
合
の
届
出
書
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第

十
七
条
第
二
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
身
分
証
明
書
の
様
式
）

第
七
十
七
条
　
法
第
五
十
八
条
第
十
項
の
規
定
に
よ
り
準
用
す
る
法
第
四
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
身
分
を
示
す
証

明
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
二
十
三
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
金
融
庁
又
は
財
務
局
若
し
く
は
福
岡

財
務
支
局
の
職
員
が
検
査
を
す
る
と
き
に
携
帯
す
べ
き
証
明
書
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事
業
の
開
始
に
係
る
届
出
）

第
七
十
八
条
　
法
第
五
十
九
条
第
二
項
第
七
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
三
条
第
一
項
の
免
許
に
関
す
る
事
項
（
第
三
号
に
規
定
す
る
場
合
を
除
く
。
）

二
　
相
手
方
又
は
事
業
参
加
者
と
な
る
適
格
特
例
投
資
家
の
商
号
又
は
名
称
、
種
別
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所

在
地

三
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
営
ま
れ
る
不
動
産
取
引
に
係
る
業
務
の
全
て
を
宅
地
建
物
取
引
業
者

に
委
託
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
宅
地
建
物
取
引
業
者
の
商
号
又
は
名
称
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
及

び
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
三
条
第
一
項
の
免
許
に
関
す
る
事
項

２
　
法
第
五
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
二
十
四
号
に
よ
る
届
出
書
を
提
出
し
て
行
う
も

の
と
す
る
。

３
　
前
項
の
届
出
書
及
び
法
第
五
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
の
規
定

を
準
用
す
る
。

（
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事
業
開
始
届
出
の
添
付
書
類
）

第
七
十
九
条
　
法
第
五
十
九
条
第
三
項
第
四
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
書
面
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
役
員
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
法
人
の
商
号
又
は
名
称
並
び
に
当
該
役
員
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
の
氏

名
及
び
住
所
を
記
載
し
た
書
面

二
　
役
員
及
び
令
第
十
四
条
で
定
め
る
使
用
人
の
略
歴
又
は
沿
革
を
記
載
し
た
書
面

三
　
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事
業
の
業
務
を
執
行
す
る
た
め
の
組
織
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面

２
　
法
第
五
十
九
条
第
三
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
面
及
び
前
項
各
号
に
掲
げ
る
書
面
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
二
十

五
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事
業
開
始
届
出
書
の
記
載
事
項
の
変
更
の
届
出
）

第
八
十
条
　
法
第
五
十
九
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
届
出
は
、
別
記
様
式
第
二
十
六
号
に
よ
る
変
更
届
出
書

を
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
法
第
五
十
九
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
当
該
変
更
が
次
に
掲
げ
る
も
の

で
あ
る
と
き
は
、
前
項
の
変
更
届
出
書
に
当
該
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
五
十
九
条
第
二
項
第
一
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
　
変
更
後
の
登
記
事
項
証
明

書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

二
　
法
第
五
十
九
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
新
た
に
役
員
又
は
令
第
十
四
条
で
定
め

る
使
用
人
と
な
る
者
が
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
　
新
た
に
役
員
又
は
令
第
十
四
条
で
定
め
る
使
用
人
と
な
る
者
に

係
る
前
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
面

三
　
法
第
五
十
九
条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
事
務
所
の
廃
止
に
伴
う
も
の
を
除
く
。
）

　
変
更
後
の
登
記
事
項
証
明
書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

四
　
法
第
五
十
九
条
第
二
項
第
六
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
定
款
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面
の
変
更

を
伴
う
も
の
に
限
る
。
）
　
変
更
後
の
定
款
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

３
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
変
更
届
出
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
の
規
定
を

準
用
す
る
。

（
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事
業
に
関
す
る
帳
簿
書
類
の
作
成
等
）

第
八
十
一
条
　
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事
業
者
は
、
対
象
不
動
産
が
同
一
で
あ
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
ご
と

に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
調
製
す
る
こ
と
に
よ
り
、
法
第
六
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事

業
に
関
す
る
帳
簿
書
類
を
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
事
業
参
加
者
の
商
号
又
は
名
称
及
び
住
所
そ
の
他
の
連
絡
先
を
記
載
し
た
書
面

二
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
不
動
産
取
引
か
ら
生
ず
る
収
益
又
は
利
益
の
明
細
を
記
載
し
た
書
面

三
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
係
る
財
産
の
明
細
を
記
載
し
た
書
面

四
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
き
出
資
さ
れ
た
財
産
の
明
細
を
記
載
し
た
書
面

２
　
第
五
十
六
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
書
類
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事
業
に
係
る
事
業
報
告
書
の
様
式
）

第
八
十
二
条
　
法
第
六
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
事
業
報
告
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
一
号
に
よ
る
も
の
と

す
る
。

（
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事
業
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
場
合
の
届
出
）

第
八
十
三
条
　
法
第
六
十
一
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
第
二
十
七
号
に
よ
る
適
格
特
例
投
資
家

限
定
事
業
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
場
合
の
届
出
書
を
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事
業
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
場
合
の
届
出
書
の
部
数

に
つ
い
て
は
、
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
適
格
特
例
投
資
家
限
定
事
業
者
に
対
す
る
監
督
処
分
の
公
告
）

第
八
十
四
条
　
法
第
六
十
一
条
第
十
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
は
、
主
務
大
臣
の
処
分
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
官
報

に
よ
り
、
都
道
府
県
知
事
の
処
分
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
都
道
府
県
の
公
報
又
は
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
へ
の
掲

載
そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
特
定
信
託
会
社
等
の
届
出
）

第
八
十
五
条
　
法
第
六
十
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
法
第
五
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
（
同
項
第

五
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
を
記
載
し
た
届
出
書
を
、
令
第
十
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
法
第

五
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
（
同
項
第
五
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
及
び
兼
営
法
第
一
条
第
一
項
に
規

定
す
る
信
託
業
務
の
う
ち
不
動
産
特
定
共
同
事
業
と
し
て
行
お
う
と
す
る
も
の
の
内
容
を
記
載
し
た
届
出
書
を
提

出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款

二
　
法
第
五
条
第
二
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
書
類

三
　
第
八
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類

四
　
第
八
条
第
二
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類

五
　
信
託
業
務
を
兼
営
す
る
金
融
機
関
で
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
令
第
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し

た
も
の
に
あ
っ
て
は
、
兼
営
法
第
一
条
第
一
項
の
認
可
を
受
け
た
こ
と
を
証
す
る
書
面
及
び
金
融
機
関
の
信
託

業
務
の
兼
営
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
五
十
七
年
大
蔵
省
令
第
十
六
号
）
第
一
条
第
一
項
に
規
定
す

る
業
務
の
種
類
及
び
方
法
書

六
　
令
第
十
六
条
各
号
に
掲
げ
る
信
託
会
社
で
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
令
第
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出

を
し
た
も
の
に
あ
っ
て
は
、
信
託
業
法
第
三
条
の
免
許
を
受
け
た
こ
と
を
証
す
る
書
面
及
び
同
法
第
四
条
第
二

項
第
三
号
に
掲
げ
る
業
務
方
法
書

３
　
法
第
二
条
第
四
項
第
二
号
に
掲
げ
る
行
為
に
係
る
事
業
若
し
く
は
第
四
号
事
業
の
み
を
行
お
う
と
す
る
法
第
六

十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
信
託
会
社
若
し
く
は
令
第
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
別
金
融
機
関
等
又
は
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特
例
投
資
家
の
み
を
相
手
方
若
し
く
は
事
業
参
加
者
と
し
て
不
動
産
特
定
共
同
事
業
を
行
お
う
と
す
る
法
第
六
十

七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
信
託
会
社
若
し
く
は
令
第
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
別
金
融
機
関
等
は
、
法

第
六
十
七
条
第
三
項
又
は
令
第
十
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
行
う
場
合
に
お
い
て
不
動
産
特
定
共
同
事

業
契
約
約
款
の
添
付
を
要
し
な
い
も
の
と
す
る
。

４
　
法
第
六
十
七
条
第
三
項
の
規
定
、
令
第
十
七
条
第
三
項
の
規
定
並
び
に
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
提

出
す
べ
き
届
出
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
特
定
信
託
会
社
等
の
変
更
の
届
出
）

第
八
十
六
条
　
届
出
特
定
信
託
会
社
又
は
届
出
特
別
金
融
機
関
等
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
名
簿
に
登
載
さ
れ

た
第
十
八
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
変
更
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
法
第
六
十
七
条
第
四

項
又
は
令
第
十
七
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
行
う
こ
と
を
要
し
な
い
も
の
と
す
る
。

２
　
法
第
六
十
七
条
第
四
項
又
は
令
第
十
七
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
届
出
は
、
変
更
届
出
書
を
提
出
し
て

行
う
も
の
と
す
る
。

３
　
法
第
六
十
七
条
第
四
項
又
は
令
第
十
七
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い

て
当
該
変
更
が
次
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
前
項
の
変
更
届
出
書
に
当
該
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す

る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
五
条
第
一
項
第
一
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
　
変
更
後
の
登
記
事
項
証
明
書
又

は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

二
　
法
第
五
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
新
た
に
役
員
又
は
令
第
四
条
で
定
め
る
使
用

人
と
な
る
者
が
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
　
新
た
に
役
員
又
は
令
第
四
条
で
定
め
る
使
用
人
と
な
る
者
に
係
る
第
八

条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面

三
　
法
第
五
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
事
務
所
の
所
在
地
に
つ
い
て
の
変
更
（
事
務
所
の
廃
止
に

伴
う
も
の
を
除
く
。
）
　
変
更
後
の
登
記
事
項
証
明
書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

四
　
法
第
五
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
事
務
所
ご
と
に
置
か
れ
る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す

る
者
の
変
更
（
同
項
に
規
定
す
る
者
が
新
た
に
事
務
所
に
置
か
れ
る
場
合
に
限
る
。
）
　
新
た
に
事
務
所
に
置
か

れ
る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
に
係
る
第
八
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面

五
　
法
第
五
条
第
一
項
第
十
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
定
款
の
変
更
を
伴
う
も
の
に
限
る
。
）
　
変

更
後
の
定
款

六
　
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
の
追
加
又
は
変
更
　
追
加
し
た
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
又
は
変

更
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款

４
　
前
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
変
更
届
出
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
の
規
定

を
準
用
す
る
。

（
準
用
）

第
八
十
七
条
　
令
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
特
別
金
融
機
関
等
に
つ
い
て
法
第
十
六
条
第
一
項
を
適
用

す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
第
二
十
条
中
「
別
記
様
式
第
八
号
」
と
あ
る
の
は
「
別
記
様
式
第
二
十
八
号
」
と
読
み

替
え
る
も
の
と
す
る
。

（
標
準
処
理
期
間
）

第
八
十
八
条
　
主
務
大
臣
は
、
法
、
令
又
は
こ
の
命
令
の
規
定
に
よ
る
主
務
大
臣
の
許
可
又
は
認
可
の
申
請
が
到
達

し
て
か
ら
処
分
す
る
ま
で
の
期
間
を
九
十
日
以
内
と
、
法
、
令
又
は
こ
の
命
令
の
規
定
に
よ
る
主
務
大
臣
の
登
録

の
申
請
が
到
達
し
て
か
ら
処
分
す
る
ま
で
の
期
間
を
六
十
日
以
内
と
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
に
規
定
す
る
期
間
に
は
、
次
に
掲
げ
る
期
間
を
含
ま
な
い
も
の
と
す
る
。

一
　
前
項
の
申
請
を
補
正
す
る
た
め
に
要
す
る
期
間

二
　
前
項
の
申
請
を
し
た
者
が
当
該
申
請
の
内
容
を
変
更
す
る
た
め
に
要
す
る
期
間

三
　
前
項
の
申
請
を
し
た
者
が
当
該
申
請
に
係
る
審
査
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
資
料
を
追
加
す
る
た
め
に
要
す
る

期
間

（
訳
文
の
添
付
）

第
八
十
九
条
　
法
、
令
又
は
こ
の
規
則
の
規
定
に
よ
り
金
融
庁
長
官
、
国
土
交
通
大
臣
、
財
務
局
長
、
福
岡
財
務
支

局
長
、
地
方
整
備
局
長
、
北
海
道
開
発
局
長
又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
す
る
書
類
で
、
特
別
の
事
情
に
よ
り
日

本
語
で
記
載
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
訳
文
を
付
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附
　
則

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
平
成
七
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
法
附
則
第
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
と
み
な
さ
れ
る
者
に
つ
い
て
の
第
十
三

条
及
び
第
二
十
条
の
規
定
の
適
用
に
関
し
て
は
、
第
十
三
条
中
「
廃
業
等
届
出
書
」
と
あ
る
の
は
「
廃
業
等
届
出

書
に
準
ず
る
様
式
に
よ
る
書
面
」
と
、
第
二
十
条
第
一
項
第
一
号
中
「
商
号
又
は
名
称
、
住
所
及
び
代
表
者
の
氏

名
」
と
あ
る
の
は
「
商
号
若
し
く
は
名
称
又
は
氏
名
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏

名
」
と
、
同
項
第
二
号
中
「
許
可
番
号
」
と
あ
る
の
は
「
法
附
則
第
二
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
提
出
に
つ
い
て

の
受
理
番
号
」
と
す
る
。

２
　
法
附
則
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
現
に
使
用
し
て
い
る
約
款
そ
の
他
こ
れ
に

類
す
る
書
類
及
び
第
五
条
第
二
項
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
（
そ
の
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ

っ
て
は
、
同
項
第
五
号
に
掲
げ
る
書
類
を
除
く
。
）
と
す
る
。

３
　
法
附
則
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
書
面
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
一
号
に
準
ず
る
様
式
に
よ
る
も
の
と
す

る
。

４
　
法
附
則
第
二
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
主
務
大
臣
に
書
類
を
提
出
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
そ
の
主
た
る
事
務
所

の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
を
経
由
し
て
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
　
法
附
則
第
二
条
第
五
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
届
出
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い

て
は
、
第
六
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

６
　
法
附
則
第
二
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
変
更
届
出
書
を
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

７
　
法
附
則
第
二
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
当
該
変
更
が
次
に
掲
げ

る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
前
項
の
変
更
届
出
書
に
当
該
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
五
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
　
変
更
後
の
定
款
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

二
　
法
第
五
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
新
た
に
役
員
又
は
令
第
三
条
で
定
め
る
使
用

人
と
な
る
者
が
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
　
新
た
に
役
員
又
は
令
第
三
条
で
定
め
る
使
用
人
と
な
る
者
に
係
る
第
五

条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面

三
　
法
第
五
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
事
務
所
の
所
在
地
に
つ
い
て
の
変
更
（
事
務
所
の
廃
止
に

伴
う
も
の
を
除
く
。
）
　
所
在
地
の
変
更
が
あ
っ
た
事
務
所
に
係
る
第
五
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記

載
し
た
書
面
並
び
に
同
条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
地
図
及
び
写
真

四
　
法
第
五
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
事
務
所
に
置
か
れ
る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者

の
氏
名
又
は
住
所
に
つ
い
て
の
変
更
（
同
項
に
規
定
す
る
者
が
新
た
に
事
務
所
に
置
か
れ
る
場
合
に
限
る
。
）
　

新
た
に
事
務
所
に
置
か
れ
る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
に
係
る
第
五
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事

項
を
記
載
し
た
書
面

五
　
法
第
五
条
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
　
発
行
済
株
式
総
数
の
百
分
の
五
以
上
の
株
式

を
有
す
る
株
主
又
は
出
資
の
額
の
百
分
の
五
以
上
の
額
に
相
当
す
る
出
資
を
し
て
い
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
、

住
所
及
び
そ
の
有
す
る
株
式
の
数
又
は
そ
の
者
の
な
し
た
出
資
の
額
を
記
載
し
た
書
面

六
　
法
第
五
条
第
一
項
第
七
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
変
更
（
定
款
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面
の
変
更
を
伴

う
も
の
に
限
る
。
）
　
変
更
後
の
定
款
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

七
　
約
款
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
書
類
の
追
加
又
は
変
更
　
追
加
し
た
約
款
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
書
類
又
は
変

更
後
の
約
款
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
書
類

８
　
前
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
変
更
届
出
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
六
条
の
規
定

を
準
用
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
九
年
五
月
二
三
日
大
蔵
省
・
建
設
省
令
第
四
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
九
年
五
月
二
十
三

日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）
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２
　
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
別
記
様
式
第
一
号
、
第
三
号
及
び
第
四
号
に
よ
る
申
請
書
並
び
に
こ
の
省
令
の
施

行
後
に
生
じ
た
事
由
に
係
る
別
記
様
式
第
五
号
に
よ
る
届
出
書
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
か
ら
三
月
間
は
、
そ

れ
ぞ
れ
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
別
記
様
式
第
一
号
、
第
三
号
及
び
第
四
号
に
よ
る
申
請
書
並
び
に
別
記
様
式

第
五
号
に
よ
る
届
出
書
と
み
な
す
。

附
　
則
　
（
平
成
一
〇
年
四
月
八
日
大
蔵
省
・
建
設
省
令
第
二
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
〇
年
六
月
八
日
大
蔵
省
・
建
設
省
令
第
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
年
六
月
十
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
〇
年
六
月
一
八
日
総
理
府
・
大
蔵
省
・
建
設
省
令
第
一
号
）

こ
の
命
令
は
、
金
融
監
督
庁
設
置
法
の
施
行
の
日
（
平
成
十
年
六
月
二
十
二
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
〇
年
一
二
月
一
五
日
総
理
府
・
大
蔵
省
・
建
設
省
令
第
二
号
）

こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
一
年
二
月
一
五
日
総
理
府
・
大
蔵
省
・
建
設
省
令
第
一
号
）

こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
一
年
九
月
二
七
日
総
理
府
・
大
蔵
省
・
建
設
省
令
第
二
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
改
正
前
の
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
主
務
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適

合
す
る
者
は
、
改
正
後
の
同
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
建
設
大
臣
が
事
業
を
定
め
る
ま
で
の
間
は
、
同
号
に
規
定

す
る
証
明
を
受
け
た
者
と
み
な
す
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
二
月
一
日
総
理
府
・
大
蔵
省
・
建
設
省
令
第
一
号
）

こ
の
命
令
は
、
平
成
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
三
月
三
一
日
総
理
府
・
大
蔵
省
・
建
設
省
令
第
二
号
）

（
施
行
期
日
）

こ
の
命
令
は
、
民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
及
び
後
見

登
記
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
十
二
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
六
月
二
八
日
総
理
府
・
大
蔵
省
・
建
設
省
令
第
三
号
）

こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
六
月
三
〇
日
総
理
府
・
建
設
省
令
第
一
号
）

こ
の
命
令
は
、
平
成
十
二
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
九
月
二
九
日
総
理
府
・
建
設
省
令
第
二
号
）

こ
の
命
令
は
、
信
用
金
庫
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
十
二
年
十
月
一
日
）
か
ら
施
行
す

る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
一
〇
月
三
〇
日
総
理
府
・
建
設
省
令
第
三
号
）

こ
の
命
令
は
、
内
閣
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十

三
年
一
月
六
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
一
一
月
一
七
日
総
理
府
・
建
設
省
令
第
五
号
）

こ
の
命
令
は
、
特
定
目
的
会
社
に
よ
る
特
定
資
産
の
流
動
化
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施

行
の
日
（
平
成
十
二
年
十
一
月
三
十
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
一
一
月
一
七
日
総
理
府
・
建
設
省
令
第
六
号
）

こ
の
命
令
は
、
証
券
取
引
法
及
び
金
融
先
物
取
引
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
十
二
年
十

二
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
三
年
七
月
四
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
一
号
）

こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
四
年
二
月
一
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
一
号
）

こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
四
年
三
月
二
七
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
二
号
）

こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
五
年
三
月
二
四
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
一
号
）

こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
別
記
様
式
第
一
号
及
び
第
五
号
の
改
正
規
定
は
、
平
成

十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
六
年
一
月
三
〇
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
一
号
）

こ
の
命
令
は
、
平
成
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
六
年
四
月
一
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
三
号
）

１
　
こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
別
記
様
式
第
九
号
及
び
第
十
号
は
、
平
成
十

六
年
三
月
三
十
一
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
に
係
る
比
較
貸
借
対
照
表
及
び
比
較
損
益
計
算
表
に
つ
い
て
適

用
し
、
同
日
前
に
終
了
し
た
事
業
年
度
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
六
年
一
二
月
二
八
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
六
号
）

こ
の
命
令
は
、
信
託
業
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
五
十
四
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十
六
年
十
二
月
三
十

日
）
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
の
規
定
は
、
破
産
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
七
十
五
号
）
の
施
行
の
日

（
平
成
十
七
年
一
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
三
月
七
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
二
号
）

こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
六
月
一
六
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
四
号
）

こ
の
命
令
は
、
平
成
十
七
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
一
二
月
二
二
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
七
号
）

こ
の
命
令
は
、
平
成
十
八
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
八
年
三
月
三
一
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
二
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
命
令
は
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
十
八
年
四
月
一
日
）
か
ら
施

行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
前
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
別
記
様
式
第
三
号
及
び
別
記
様
式
第
四
号
に

よ
る
変
更
許
可
申
請
書
及
び
変
更
認
可
申
請
書
は
、
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行

規
則
別
記
様
式
第
三
号
及
び
別
記
様
式
第
四
号
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
な
お
こ
れ
を
使
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
。附

　
則
　
（
平
成
一
八
年
三
月
三
一
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
三
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
前
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
（
以
下

「
旧
規
則
」
と
い
う
。
）
第
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
指
定
を
受
け
て
い
る
事
業
は
、
こ
の
命
令
の
施
行
の
日
か
ら

起
算
し
て
一
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
は
、
改
正
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
（
以
下
「
新
規

則
」
と
い
う
。
）
第
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
登
録
を
受
け
て
い
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
命
令
の
施
行
前
及
び
こ
の
命
令
の
施
行
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
旧
規
則
第

十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
指
定
を
受
け
た
事
業
に
係
る
試
験
に
合
格
し
た
者
は
、
新
規
則
第
十
七
条
第
一
項
第
三

号
の
登
録
を
受
け
た
事
業
に
係
る
試
験
に
合
格
し
た
者
と
み
な
す
。

３
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
旧
規
則
第
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
指
定
を
受
け
た
事
業
に
よ
る
証
明
を
受
け
て

い
る
者
は
、
当
該
証
明
を
受
け
て
い
る
間
は
、
新
規
則
第
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
登
録
を
受
け
た
事
業
に
よ
る

証
明
を
受
け
て
い
る
者
と
み
な
す
。

附
　
則
　
（
平
成
一
八
年
四
月
二
八
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
四
号
）

（
施
行
期
日
）
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１
　
こ
の
命
令
は
、
会
社
法
の
施
行
の
日
（
平
成
十
八
年
五
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
又
は
書
式
に
よ
る
申
請
書
そ
の
他
の
文
書

は
、
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
様
式
又
は
書
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
な
お
こ
れ
を
使
用

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
　
こ
の
命
令
の
施
行
前
に
し
た
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
前
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
の
規
定
に
よ
る

処
分
、
手
続
そ
の
他
の
行
為
は
、
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
（
以
下
「
新

規
則
」
と
い
う
。
）
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
の
相
当
規
定
に
よ
っ
て
し
た
も
の
と
み
な
す
。

附
　
則
　
（
平
成
一
九
年
八
月
九
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
一
号
）

こ
の
命
令
は
、
証
券
取
引
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
九
年
九
月
二
七
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
三
号
）

１
　
こ
の
命
令
は
、
平
成
十
九
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
旧
郵
便
貯
金
（
郵
政
民
営
化
法
等
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
附
則
第
三
条
第
十
号
に

規
定
す
る
旧
郵
便
貯
金
を
い
う
。
）
は
、
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
第
八

条
第
二
項
第
十
四
号
ロ
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
銀
行
へ
の
預
金
と
み
な
す
。

附
　
則
　
（
平
成
二
〇
年
九
月
三
〇
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
三
号
）

こ
の
命
令
は
、
株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫
法
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
年
十
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
二
年
三
月
三
一
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
一
号
）

こ
の
命
令
は
、
平
成
二
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
三
年
一
二
月
二
六
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
六
号
）

こ
の
命
令
は
、
津
波
防
災
地
域
づ
く
り
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
十
七
日
）
か

ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
五
年
四
月
一
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
三
号
）

１
　
こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
十
条
及
び
第
二
十
三
条
の
改
正
規
定
は
、
平
成
二

十
五
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
後
の
第
五
条
第
二
項
第
四
号
及
び
第
二
十
六
条
第
二
項
の
規
定
は
、
平
成
二
十
五
年
十

月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
書
類
か
ら
適
用
し
、
同
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
係
る
書
類
に

つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

３
　
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
後
の
第
二
十
一
条
の
二
及
び
第
二
十
二
条
の
規
定
は
、
平
成
二
十
五
年
十
月
一
日
以
後

に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
適
用
し
、
同
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

４
　
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
後
の
別
記
様
式
第
九
号
及
び
第
十
号
は
、
平
成
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日
以
後
に
終
了

す
る
事
業
年
度
に
係
る
書
類
か
ら
適
用
し
、
同
日
前
に
終
了
し
た
事
業
年
度
に
係
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
な
お
従

前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
五
年
一
二
月
一
一
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
六
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
命
令
は
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
次
条
及
び
附
則
第
三
条
に
お
い
て

「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
命
令
の
施
行
前
に
改
正
法
に
よ
る
改
正
前
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
（
次
条
に
お
い
て
「
旧
法
」

と
い
う
。
）
第
五
条
の
規
定
に
よ
り
さ
れ
た
許
可
の
申
請
で
あ
っ
て
、
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
、
許
可
又
は
不
許

可
の
処
分
が
さ
れ
て
い
な
い
も
の
に
つ
い
て
の
許
可
又
は
不
許
可
の
処
分
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ

る
。

第
三
条
　
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
（
附
則
第
五
条
に
お
い
て
「
新
規
則
」

と
い
う
。
）
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
は
、
こ
の
命
令
の
施
行
の
日
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
施
行
日
」
と
い

う
。
）
以
後
に
さ
れ
た
改
正
法
に
よ
る
改
正
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
新
法
」

と
い
う
。
）
第
三
条
第
一
項
の
許
可
又
は
新
法
第
九
条
第
一
項
の
認
可
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款

（
前
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
り
さ
れ
た
許
可
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
に
基
づ
く
不
動
産
特
定
共
同

事
業
契
約
（
予
約
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
さ
れ

た
旧
法
第
三
条
第
一
項
の
許
可
又
は
旧
法
第
九
条
第
一
項
の
認
可
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
及
び

前
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
り
さ
れ
た
許
可
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
に
基
づ
く
不

動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
四
条
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
前
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
（
次
条
に

お
い
て
「
旧
規
則
」
と
い
う
。
）
第
三
十
一
条
第
一
項
第
三
号
に
該
当
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
命
令
の
施
行

前
に
締
結
し
た
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
限
り
、
特
例
投
資
家
と
み
な
す
。

第
五
条
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
規
則
の
様
式
に
よ
る
申
請
書
そ
の
他
の
文
書
は
、
新
規
則
の
そ
れ
ぞ

れ
の
様
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
な
お
こ
れ
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
六
年
四
月
一
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
三
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
命
令
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、

こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
七
年
一
月
一
五
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
一
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
別
記
様
式
第
八
号
の
改
正
規
定
（
「
取
引
主
任
者
」

を
「
宅
地
建
物
取
引
士
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
は
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の

間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
九
年
一
二
月
一
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
四
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
四
十
三
条
第
一
項
第
十
七
号
ヌ
の
改
正
規
定

は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
電
子
取
引
業
務
（
改
正
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
不
動
産
特
定
共

同
事
業
法
（
以
下
「
新
法
」
と
い
う
。
）
第
五
条
第
一
項
第
十
号
に
規
定
す
る
電
子
取
引
業
務
を
い
う
。
）
を
行
っ

て
い
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
命
令
の
施
行
の
日
（
附
則
第
三
条
及
び
第
四
条
に
お
い
て

「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
（
当
該
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
が
当
該

期
間
内
に
新
法
第
九
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
る
認
可
の
申
請
を
し
た
場
合
に
お
い
て
当
該
期
間
を
経
過
し

た
と
き
は
、
そ
の
申
請
に
つ
い
て
認
可
又
は
不
認
可
の
処
分
が
あ
る
ま
で
の
間
）
は
、
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
後

の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
（
以
下
「
新
規
則
」
と
い
う
。
）
第
四
十
三
条
第
一
項
第
四
十
三
号
及
び

第
五
十
三
条
か
ら
第
五
十
五
条
ま
で
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

第
三
条
　
施
行
日
前
に
さ
れ
た
改
正
法
に
よ
る
改
正
前
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お

い
て
「
旧
法
」
と
い
う
。
）
第
三
条
第
一
項
の
許
可
又
は
旧
法
第
九
条
第
一
項
の
認
可
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同

事
業
契
約
約
款
及
び
改
正
法
附
則
第
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
り
さ
れ
た
許
可
に
係
る
不

動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
に
基
づ
く
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
四
条
　
改
正
法
の
施
行
の
際
現
に
旧
法
第
三
条
第
一
項
の
許
可
を
受
け
て
い
る
者
に
つ
い
て
の
新
規
則
第
四
十
三

条
及
び
第
四
十
七
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
施
行
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
は
、

な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
五
条
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
前
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
の
別

記
様
式
に
よ
る
申
請
書
そ
の
他
の
文
書
は
、
新
規
則
の
そ
れ
ぞ
れ
の
様
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
な
お
こ

れ
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
三
一
年
三
月
二
九
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
一
号
）
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（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
命
令
は
、
平
成
三
十
一
年
四
月
十
五
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
前
に
さ
れ
た
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
（
以
下

「
法
」
と
い
う
。
）
第
三
条
第
一
項
の
許
可
、
法
第
九
条
第
一
項
の
認
可
、
法
第
四
十
一
条
第
一
項
の
登
録
又
は
法

第
四
十
六
条
第
一
項
の
変
更
登
録
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
に
基
づ
く
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契

約
（
対
象
不
動
産
変
更
型
契
約
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
は
、
施
行
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の

間
（
当
該
期
間
内
に
法
第
九
条
第
一
項
の
認
可
又
は
法
第
四
十
六
条
第
一
項
の
変
更
登
録
の
申
請
が
こ
の
命
令
に

よ
る
改
正
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
（
附
則
第
四
条
に
お
い
て
「
新
規
則
」
と
い
う
。
）
に
基
づ

い
て
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
当
該
期
間
を
経
過
し
た
と
き
は
、
そ
の
申
請
に
つ
い
て
認
可
若
し
く
は
不
認
可
又
は

変
更
登
録
若
し
く
は
変
更
登
録
の
拒
否
の
処
分
が
あ
る
ま
で
の
間
）
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
三
条
　
前
条
の
場
合
を
除
き
、
施
行
日
前
に
さ
れ
た
法
第
三
条
第
一
項
の
許
可
、
法
第
九
条
第
一
項
の
認
可
、
法

第
四
十
一
条
第
一
項
の
登
録
又
は
法
第
四
十
六
条
第
一
項
の
変
更
登
録
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款

に
基
づ
く
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
四
条
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
法
第
三
条
第
一
項
の
許
可
又
は
法
第
四
十
一
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け
て
い

る
者
に
つ
い
て
の
新
規
則
第
四
十
三
条
及
び
第
四
十
七
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
施
行
日
か
ら
起
算
し
て

六
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
九
月
一
三
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
二
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
命
令
は
、
成
年
被
後
見
人
等
の
権
利
の
制
限
に
係
る
措
置
の
適
正
化
等
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備

に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
九
月
十
四
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
前
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
の
別
記
様

式
に
よ
る
申
請
書
そ
の
他
の
文
書
は
、
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
後
の
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
の
そ
れ

ぞ
れ
の
様
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
な
お
こ
れ
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
二
年
一
二
月
二
三
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
一
〇
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
命
令
は
、
令
和
三
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
命
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
命
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取

り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
五
年
一
二
月
二
八
日
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
令
第
七
号
）

こ
の
命
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

別
記
様
式
第
一
号
（
第
五
条
関
係
）

別記（A4） 様式第一号（第五条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 適格特例投資家に関する届出書 （第一面） 不動産特定共同事業法施行規則（平成7年大蔵省・建設省令第2号）第5条第2項の規定により、下記の事項について届け出ます。この届出書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 金融庁長官 殿 国土交通大臣 届出者商号又は名称 本店又は主たる 事務所の所在地 代表者氏名 役職 電話番号 届出事務 担当者名 電話番号 メールアドレス ◎商号又は名称 フリガナ 商号又は名称 ◎代表者の役職名及び氏名 役職名 フリガナ 氏名 ◎本店又は主たる事務所の所在地 所在地 電話番号 ◎不動産特定共同事業法施行規則第5条第1項第7号イ若しくはロ又は第8号イからハまでのいずれに該当するかの別 第号該当 ◎直近日において保有する有価証券の残高、不動産特定共同事業契約に基づく出資の価額及びこれらの合計額 直近日において保有する有価証券の残高円 不動産特定共同事業契約に基づく出資の 円 価額 合計円 （年月日現在） ◎資産の流動化に関する法律（平成10年法律第105号）第2条第4項に規定する資産流動化計画の届出日並びに当該資産流動化計画に記載された不動産特定共同事業契約に基づく出資の価額 資産流動化計画の届出日年月日 不動産特定共同事業契約に基づく出資の 円 価額 ◎宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第3条第1項の免許に関する事項 免許番号第号 免許年月日年月日 自年月日 有効期間 至年月日 ◎資産流動化計画における特定資産に係る信託契約を締結している信託会社等の名称 ◎資産流動化計画における特定資産の管理及び処分に係る業務の受託者の名称 （第二面） 適格特例投資家に関する届出を行うことについての 決議を行った特定目的会社の社員総会の議事の内容 記載要領 1各面共通事項 1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、 その書面を当該面の次に添付すること。 2第一面関係 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②「免許番号」の欄には、下表により該当する者を記入するとともに、免許番号を記入すること。 国土交通大臣千葉県知事愛知県知事広島県知事宮崎県知事北海道知事（オホ） 青森県知事東京都知事三重県知事山口県知事鹿児島県知事北海道知事（胆振） 岩手県知事神奈川県知事滋賀県知事徳島県知事沖縄県知事北海道知事（日高） 宮城県知事新潟県知事京都府知事香川県知事北海道知事（石狩）北海道知事（十勝） 秋田県知事富山県知事大阪府知事愛媛県知事北海道知事（渡島）北海道知事（釧路） 山形県知事石川県知事兵庫県知事高知県知事北海道知事（檜山）北海道知事（根室） 福島県知事福井県知事奈良県知事福岡県知事北海道知事（後志） 茨城県知事山梨県知事和歌山県知事佐賀県知事北海道知事（空知） 栃木県知事長野県知事鳥取県知事長崎県知事北海道知事（上川） 群馬県知事岐阜県知事島根県知事熊本県知事北海道知事（留萌） 埼玉県知事静岡県知事岡山県知事大分県知事北海道知事（宗谷） ③第一面については、不動産特定共同事業法施行規則第5条第1項第7号イ若しくはロ又は同項第8号イからハまでのいずれに該当するかに応じて、必要な欄に記載すること。 3第二面関係 1枚で記入しきれない場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、 その書面を当該面の次に添付すること。
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別
記
様
式
第
二
号
（
第
七
条
関
係
）

別記（A4） 様式第二号（第七条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 許可申請書 （第一面） 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号。以下「法」という。）第5条第1項の規定により、法第3条第1項の許可を申請します。この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 金融庁長官 国土交通大臣殿 知事申請者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 申請事務 担当者名 電話番号 メールアドレス ◎商号又は名称及び住所 フリガナ 商号又は名称 住所 ◎資本金又は出資の額（単位：円） 円 ◎宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第3条第1項の免許に関する事項 免許番号第号 免許年月日年月日 自年月日 有効期間 至年月日 ◎金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第29条の登録に関する事項 財務（支）局長（金商） 登録番号 第号 ◎法第2条第4項各号の種別 □1．第1号 □2．第2号 □3．第3号 □4．第4号 ◎法第73条第1項各号に規定する事業の種別 □1．第1号に規定する事業□2．第2号に規定する事業 ◎第一号事業を行う場合に、特例投資家のみを相手方又は事業参加者とするか否かの別 □1．特例投資家のみを相手方又は□2．特例投資家のみを相手方又は 事業参加者とする。事業参加者としない。 ◎第三号事業を行う場合に、特例投資家のみを事業参加者とする特例事業者のみの委託を受けて行うものであるか否かの別 □1．特例投資家のみを事業参加者□2．特例投資家以外も事業参加者 とする特例事業者のみの委託とする特例事業者からの委託 を受けて行う。を受けて行う。 ◎電子取引業務を行う場合にあっては、その旨 ◎不動産特定共同事業及び宅地建物取引業以外に行っている事業の種類 事業の種類 （第二面） ◎役員に関する事項 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 （第三面） ◎事務所に関する事項 事務所の別 事務所の名称 所在地 電話番号 ◎不動産特定共同事業法施行令（平成6年政令第413号）第4条で定める使用人に関する事項 フリガナ 氏名 住所 ◎法第17条第1項に規定する者に関する事項 登録番号第号― フリガナ 氏名 住所 登録番号第号― フリガナ 氏名 住所 （第四面） 不動産特定共同事業に係る業務の方法 （第五面） ◎役員の兼職状況 フリガナ常務に従事している他の常務に従事している他の法人の業務の 役員の氏名法人の商号又は名称種類又は他に営んでいる事業の種類 （第六面） 電子取引業務を遂行するための体制 （第七面） 登録免許税納付書・領収証書又は証紙貼付け欄 （消印してはならない。） 記載要領 1各面共通事項 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 2第一面関係 ①「免許番号」の欄には、下表により該当する者を記入するとともに、免許番号を記入すること。 国土交通大臣千葉県知事愛知県知事広島県知事宮崎県知事北海道知事（オホ） 青森県知事東京都知事三重県知事山口県知事鹿児島県知事北海道知事（胆振） 岩手県知事神奈川県知事滋賀県知事徳島県知事沖縄県知事北海道知事（日高） 宮城県知事新潟県知事京都府知事香川県知事北海道知事（石狩）北海道知事（十勝） 秋田県知事富山県知事大阪府知事愛媛県知事北海道知事（渡島）北海道知事（釧路） 山形県知事石川県知事兵庫県知事高知県知事北海道知事（檜山）北海道知事（根室） 福島県知事福井県知事奈良県知事福岡県知事北海道知事（後志） 茨城県知事山梨県知事和歌山県知事佐賀県知事北海道知事（空知） 栃木県知事長野県知事鳥取県知事長崎県知事北海道知事（上川） 群馬県知事岐阜県知事島根県知事熊本県知事北海道知事（留萌） 埼玉県知事静岡県知事岡山県知事大分県知事北海道知事（宗谷） ②「事業の種類」の欄には、統計調査に用いる産業分類並びに疾病、傷害及び死因分類を定める政令に基づく告示（平成14年総務省告示第139号）による日本標準産業分類表大分類による業種を記載すること。なお、不動産特定共同事業及び宅地建物取引業以外に行っている事業がない場合には、空欄とすること。 3第二面関係 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役若しくは執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問、いかなる名称を有する 者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役若しくは執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を記入すること。 （例）代表取締役、取締役、会計参与、監査役、代表執行役、執行役、代表社員、理事、監事等 4第三面関係 ①第三面は、事務所ごとに作成すること。 ②「事務所の別」の欄には、「本店」又は「支店」（商人以外の者にあっては、「主たる事務所」又は「従たる事務所」）の別について記入すること。 ③「登録番号」の欄には、宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第18条の規定により登録を受けた登録番号を記入すること。この際、登録を受けている都道府県知事については、下表により該当する都道府県知事を記入すること。また、登録番号に「選考」とある場合にのみ最後の―（ダッシュ）の後ろに「1」を記入すること。 （記入例） 東京都知事第000100号―［東京都知事登録第000100号の場合］ 青森県知事千葉県知事静岡県知事島根県知事長崎県知事北海道知事（空知） 岩手県知事東京都知事愛知県知事岡山県知事熊本県知事北海道知事（上川） 宮城県知事神奈川県知事三重県知事広島県知事大分県知事北海道知事（留萌） 秋田県知事新潟県知事滋賀県知事山口県知事宮崎県知事北海道知事（宗谷） 山形県知事富山県知事京都府知事徳島県知事鹿児島県知事北海道知事（オホ） 福島県知事石川県知事大阪府知事香川県知事沖縄県知事北海道知事（胆振） 茨城県知事福井県知事兵庫県知事愛媛県知事北海道知事（石狩）北海道知事（日高） 栃木県知事山梨県知事奈良県知事高知県知事北海道知事（渡島）北海道知事（十勝） 群馬県知事長野県知事和歌山県知事福岡県知事北海道知事（檜山）北海道知事（釧路） 埼玉県知事岐阜県知事鳥取県知事佐賀県知事北海道知事（後志）北海道知事（根室） 5第四面関係 業務の運営に関する基本原則、業務の種別及び内容、業務執行の方法、利害関係人との取引に係る手続等、不動産特定共同事業の業務の方法に関する事項を記載すること。 6第五面関係 「事業の種類」については、統計調査に用いる産業分類並びに疾病、傷害及び死因分類を定める政令に基づく告示（平成14年総務省告示第139号）による日本標準産業分類表細分類による業種を記載すること。 7第六面関係 電子取引業務を遂行するための体制として、業務運営体制、重要な業務を担当する者の知識及び経験などを記載すること。
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別
記
様
式
第
三
号
（
第
八
条
関
係
）

別記（A4） 様式第三号（第八条関係）（平29内府国交令4・全改、令元内府国交令2・令2内府国交令10・一部改正） 添付書類 業務管理者設置証明書 下記の事務所は、不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第17条第1項に規定する要件を備えていることを証明します。 年月日 金融庁長官 国土交通大臣殿 知事 商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 記 フリガナ 事務所の名称事務所の所在地 業務管理者の氏名 （A4） 添付書類―1 発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者の商号若しくは名称又は氏名、住所及びその有する株式の数又はその者のなした出資の額 フリガナ 法人の商号若しくは 名称又は氏名 保有株式の数 （出資金額） 出資割合％ 住所 フリガナ 法人の商号若しくは 名称又は氏名 保有株式の数 （出資金額） 出資割合％ 住所 フリガナ 法人の商号若しくは 名称又は氏名 保有株式の数 （出資金額） 出資割合％ 住所 フリガナ 法人の商号若しくは 名称又は氏名 保有株式の数 （出資金額） 出資割合％ 住所 フリガナ 法人の商号若しくは 名称又は氏名 保有株式の数 （出資金額） 出資割合％ 住所 （A4） 添付書類―2 役員が法人である場合の当該法人の商号又は名称並びに 当該役員の職務を行うべき者の氏名及び住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 （A4） 添付書類―1 略歴書 フリガナ 氏名 職名生年月日年月日 住所 期間従事した職務の内容 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 略歴 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 年月日賞罰の内容 年月日 年月日 賞罰 年月日 年月日 年月日 年月日 上記のとおり相違ありません。 年月日 氏名 （A4） 添付書類―2 法人の沿革 フリガナ 商号又は名称 フリガナ 代表者の氏名 本店所在地 電話番号 設立年月日 設立の経緯 年月沿革の内容 設立後の経緯 年月日賞罰の内容 賞罰 上記のとおり相違ありません。 年月日 代表者氏名 （A4） 添付書類―3 実務経験証明書 年月日 商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 フリガナ 被証明者氏名 実務経験内容及び在職期間 職務内容 自年月日 在職期間至年月日 年月間 実務経験内容及び在職期間 職務内容 自年月日 在職期間至年月日 年月間 証明者 金融庁長官 許可番号又は 登録番号若しくは届出受理番号国土交通大臣第号 知事 商号又は名称 代表者氏名 （A4） 添付書類―4 業務管理者資格届出書 年月日 商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 業務管理者氏名 登録証明事業名 登録番号 登録年月日 有効期限 （A4） 添付書類 不動産特定共同事業の業務を執行するための組織に関する事項 （A4） 添付書類 誓約書 （商号又は名称）は、 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第6条各号及び第7条第3号に該当しない者であることを誓約します。 年月日 商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 金融庁長官 国土交通大臣殿 知事 記載要領 1各面共通事項 1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 2添付書類―1 「出資割合」の欄には、株式会社にあっては当該株主が保有する株式の発行済株式総総数に対する割合を、その他の法人にあっては当該出資者が出資をした額の出資金額に対する割合を記入すること。 3添付書類―1 役員（法人であるものを除く。）、不動産特定共同事業法施行令（平成6年政令第413号）第4条で定める使用人及び事務所ごとに置かれる不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号。以下「法」という。）第17条第1項に規定する者の1人1人についてそれぞれ作成すること。 なお、「賞罰」の欄は、法第6条第10号ロからルまでのうち該当するものを全て記入すること。 4添付書類―2 役員が法人である場合に、当該法人について作成すること。なお、「賞罰」の欄は、法第6条第3号及び第9号のうち該当するものを全て記入すること。 5添付書類―3 実務経験が複数の法人にわたる場合には、法人ごとに作成すること。 6添付書類―4 不動産特定共同事業法施行規則（平成7年大蔵省・建設省令第2号）第21条第1項第3号に規定する登録証明事業による証明を受けている者の1人1人についてそれぞれ作成すること。なお「登録証明事業名」の欄には、当該証明に係る事業の名称を記入すること。 7添付書類 不動産特定共同事業の業務を執行するための組織に関する事項としては、組織図及び各組織が担当する業務の概略、重要な業務を担当する者の知識及び経験などを記載すすること。 
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別記（A4） 様式第四号（第十三条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） （第一面） 変更許可申請書 下記事項について変更しましたので、不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号。以下「法」という。）第8条第1項の規定により、許可申請書を提出します。この申請書及び添付書類の記載事項は事実に相違ありません。 年月日 金融庁長官 国土交通大臣殿 知事申請者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 変更申請事務 担当者名 電話番号 メールアドレス 許可番号第号 記 ◎変更区分 □1．法第8条第1項第1号に該当 ◎事務所の新設・廃止・移転の区分 □1．事務所の新設 □2．事務所の廃止 □3．事務所の移転 □2．法第8条第1項第2号に該当 □3．法第8条第1項第3号に該当 ◎廃止する事務所又は移転前の事務所 事務所の別 事務所の名称 所在地 電話番号 （第二面） ◎事務所に関する事項 事務所の別 事務所の名称 所在地 電話番号 ◎不動産特定共同事業法施行令（平成6年政令第413号）第4条で定める使用人に関する事項 フリガナ 氏名 住所 ◎法第17条第1項に規定する者に関する事項 登録番号第号― フリガナ 氏名 住所 登録番号第号― フリガナ 氏名 住所 （第三面） 不動産特定共同事業に係る業務の方法 （第四面） ◎役員の兼職状況 フリガナ常務に従事している他の常務に従事している他の法人の業務の 役員の氏名法人の商号又は名称種類又は他に営んでいる事業の種類 （第五面） 電子取引業務を遂行するための体制 記載要領 1各面共通事項 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 2第一面関係 ①「許可番号」の欄には、許可権者について下表により該当する者を記入するとともに、許可番号を記入すること。 金融庁長官・国土交通大臣埼玉県知事静岡県知事岡山県知事大分県知事北海道知事（宗谷） 国土交通大臣千葉県知事愛知県知事広島県知事宮崎県知事北海道知事（オホ） 青森県知事東京都知事三重県知事山口県知事鹿児島県知事北海道知事（胆振） 岩手県知事神奈川県知事滋賀県知事徳島県知事沖縄県知事北海道知事（日高） 宮城県知事新潟県知事京都府知事香川県知事北海道知事（石狩）北海道知事（十勝） 秋田県知事富山県知事大阪府知事愛媛県知事北海道知事（渡島）北海道知事（釧路） 山形県知事石川県知事兵庫県知事高知県知事北海道知事（檜山）北海道知事（根室） 福島県知事福井県知事奈良県知事福岡県知事北海道知事（後志） 茨城県知事山梨県知事和歌山県知事佐賀県知事北海道知事（空知） 栃木県知事長野県知事鳥取県知事長崎県知事北海道知事（上川） 群馬県知事岐阜県知事島根県知事熊本県知事北海道知事（留萌） ②「事務所の別」の欄には、「本店」又は「支店」（商人以外の者にあっては、「主たる事務所」又は「従たる事務所」）の別について記入すること。 3第二面関係 ①第二面は、事務所ごとに作成すること。 ②「事務所の別」の欄には、「本店」又は「支店」（商人以外の者にあっては、「主たる事務所」又は「従たる事務所」）の別について記入すること。 ③「登録番号」の欄には、宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第18条の規定により登録を受けた登録番号を記入すること。この際、登録を受けている都道府県知事については、下表により該当する都道府県知事を記入すること。また、登録番号に「選考」とある場合にのみ最後の―（ダッシュ）の後ろに「1」を記入すること。 （記入例） 東京都知事第000100号―［東京都知事登録第000100号の場合］ 青森県知事千葉県知事静岡県知事島根県知事長崎県知事北海道知事（空知） 岩手県知事東京都知事愛知県知事岡山県知事熊本県知事北海道知事（上川） 宮城県知事神奈川県知事三重県知事広島県知事大分県知事北海道知事（留萌） 秋田県知事新潟県知事滋賀県知事山口県知事宮崎県知事北海道知事（宗谷） 山形県知事富山県知事京都府知事徳島県知事鹿児島県知事北海道知事（オホ） 福島県知事石川県知事大阪府知事香川県知事沖縄県知事北海道知事（胆振） 茨城県知事福井県知事兵庫県知事愛媛県知事北海道知事（石狩）北海道知事（日高） 栃木県知事山梨県知事奈良県知事高知県知事北海道知事（渡島）北海道知事（十勝） 群馬県知事長野県知事和歌山県知事福岡県知事北海道知事（檜山）北海道知事（釧路） 埼玉県知事岐阜県知事鳥取県知事佐賀県知事北海道知事（後志）北海道知事（根室） 4第三面関係 業務の運営に関する基本原則、業務の種別及び内容、業務執行の方法、利害関係人との取引に係る手続等、不動産特定共同事業の業務の方法に関する事項を記載すること。 5第四面関係 「事業の種類」については、統計調査に用いる産業分類並びに疾病、傷害及び死因分類を定める政令に基づく告示（平成14年総務省告示第139号）による日本標準産業分類表細分類による業種を記載すること。 6第五面関係 電子取引業務を遂行するための体制として、業務運営体制、重要な業務を担当する者の知識及び経験などを記載すること。 
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別記（A4） 様式第五号（第十五条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 変更認可申請書 下記事項について変更しましたので、不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第9条の規定により、認可申請書を提出します。この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 金融庁長官 国土交通大臣殿 知事申請者 商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 変更申請事務 担当者名 電話番号 メールアドレス 許可番号第号 記 1．変更内容 変更に係る事項 変更年月日 変更後変更前 2．変更理由 記載要領 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 ③「許可番号」の欄には、許可権者について下表により該当する者を記入するとともに、許可番号を記入すること。 金融庁長官・国土交通大臣埼玉県知事静岡県知事岡山県知事大分県知事北海道知事（宗谷） 国土交通大臣千葉県知事愛知県知事広島県知事宮崎県知事北海道知事（オホ） 青森県知事東京都知事三重県知事山口県知事鹿児島県知事北海道知事（胆振） 岩手県知事神奈川県知事滋賀県知事徳島県知事沖縄県知事北海道知事（日高） 宮城県知事新潟県知事京都府知事香川県知事北海道知事（石狩）北海道知事（十勝） 秋田県知事富山県知事大阪府知事愛媛県知事北海道知事（渡島）北海道知事（釧路） 山形県知事石川県知事兵庫県知事高知県知事北海道知事（檜山）北海道知事（根室） 福島県知事福井県知事奈良県知事福岡県知事北海道知事（後志） 茨城県知事山梨県知事和歌山県知事佐賀県知事北海道知事（空知） 栃木県知事長野県知事鳥取県知事長崎県知事北海道知事（上川） 群馬県知事岐阜県知事島根県知事熊本県知事北海道知事（留萌） ④「変更に係る事項」の欄には、それぞれの変更事項について、変更前及び変更後の内容を記載すること。 ⑤不動産特定共同事業契約約款の追加又は変更をしようとする場合にあっては、不動産特定共同事業約款を新たに作成した上で添付すること。
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別記（A4） 様式第六号（第十六条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 変更届出書 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第10条の規定により、下記の事項について届け出ます。この届出書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 財務（支）局長 地方整備局長 殿 北海道開発局長 知事届出者 商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 変更届出事務 担当者名 電話番号 メールアドレス 許可番号第号 記 1．変更内容 変更に係る事項 変更年月日 変更後変更前 2．変更理由 記載要領 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 ③「許可番号」の欄には、許可権者について下表により該当する者を記入するとともに、許可番号を記入すること。 金融庁長官・国土交通大臣埼玉県知事静岡県知事岡山県知事大分県知事北海道知事（宗谷） 国土交通大臣千葉県知事愛知県知事広島県知事宮崎県知事北海道知事（オホ） 青森県知事東京都知事三重県知事山口県知事鹿児島県知事北海道知事（胆振） 岩手県知事神奈川県知事滋賀県知事徳島県知事沖縄県知事北海道知事（日高） 宮城県知事新潟県知事京都府知事香川県知事北海道知事（石狩）北海道知事（十勝） 秋田県知事富山県知事大阪府知事愛媛県知事北海道知事（渡島）北海道知事（釧路） 山形県知事石川県知事兵庫県知事高知県知事北海道知事（檜山）北海道知事（根室） 福島県知事福井県知事奈良県知事福岡県知事北海道知事（後志） 茨城県知事山梨県知事和歌山県知事佐賀県知事北海道知事（空知） 栃木県知事長野県知事鳥取県知事長崎県知事北海道知事（上川） 群馬県知事岐阜県知事島根県知事熊本県知事北海道知事（留萌） ④「変更に係る事項」の欄には、それぞれの変更事項について、変更前及び変更後の内容を記載すること。 ⑤許可申請時に提出した様式第二号のうち変更に係る面を変更後の内容に修正した上で添付すること。
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別記（A4） 様式第七号（第十七条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 廃業等届出書 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第11条第1項の規定により、以下のとおり届け出ます。この届出書の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 財務（支）局長 地方整備局長 殿 北海道開発局長 知事 届出者住所 氏名 □1．不動産特定共同事業者 事業者の別□2．特例事業者 □3．適格特例投資家限定事業者 許可番号又は 第号 届出受理番号 □1．合併による消滅□2．破産による解散 届出の理由 1及び2以外の理由事業の廃止（外国法人 □3．□4． による解散の国内事務所廃止等） 商号又は名称 代表者氏名 住所 届出の理由の生じた日 不動産特定共同事業者 □元代表役員□破産管財人□清算人□代表役員 と届出者の関係 記載要領 「許可番号又は届出受理番号」の欄には、許可権者又は届出受理者について下表に該当する者を記入するとともに、許可番号又は届出受理番号を記入すること。 不動産特定共同事業者の場合 金融庁長官・国土交通大臣埼玉県知事静岡県知事岡山県知事大分県知事北海道知事（宗谷） 国土交通大臣千葉県知事愛知県知事広島県知事宮崎県知事北海道知事（オホ） 青森県知事東京都知事三重県知事山口県知事鹿児島県知事北海道知事（胆振） 岩手県知事神奈川県知事滋賀県知事徳島県知事沖縄県知事北海道知事（日高） 宮城県知事新潟県知事京都府知事香川県知事北海道知事（石狩）北海道知事（十勝） 秋田県知事富山県知事大阪府知事愛媛県知事北海道知事（渡島）北海道知事（釧路） 山形県知事石川県知事兵庫県知事高知県知事北海道知事（檜山）北海道知事（根室） 福島県知事福井県知事奈良県知事福岡県知事北海道知事（後志） 茨城県知事山梨県知事和歌山県知事佐賀県知事北海道知事（空知） 栃木県知事長野県知事鳥取県知事長崎県知事北海道知事（上川） 群馬県知事岐阜県知事島根県知事熊本県知事北海道知事（留萌） 特例事業者・適格特例投資家限定事業者の場合 （国土交通省） 北海道開発局長北陸地方整備局長中国地方整備局長 東北地方整備局長中部地方整備局長四国地方整備局長 関東地方整備局長近畿地方整備局長九州地方整備局長 （金融庁） 北海道財務局長北陸財務局長中国財務局長九州財務局長 東北財務局長東海財務局長四国財務局長 関東財務局長近畿財務局長福岡財務支局長 （国土交通省・金融庁） 沖縄総合事務局長 
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別記様式第八号（第二十条関係）（平29内府国交令4・全改） 標識 不動産特定共同事業者票 金融庁長官 許可番号国土交通大臣第号 知事 商号又は名称 代表者氏名 35㎝以上 この事務所に置かれて いる業務管理者の氏名 本店又は主たる事務所 の所在地 電話番号 第1号第2号 不動産特定共同事業法 第2条第4項 各号の種別 第3号第4号 35㎝以上  
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別記様式第九号（第二十一条関係）（平29内府国交令4・全改、平31内府国交令1・一部改正） 業務管理者名簿 事務所の所在地： 主務大臣が指定する 宅地建物取引士講習を修了したこと事務所の業務 実務経験に事務所の業務管理者 氏名登録番号／又は登録証明事業に管理者となった 関する事項でなくなった年月日 登録年月日よる証明を受けてい年月日 ることを示す事項 備考 ①「取引主任者登録番号／登録年月日」の欄には、宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第18条の規定により登録を受けた登録番号及び登録年月日を記入すること。 ②「実務経験に関する事項」の欄には、記入時点における不動産特定共同事業の業務に関する実務経験の年数及びその職務内容を記入すること（当該実務経験の年数が3年以上である者に限る。） ③「主務大臣が指定する講習を修了したこと又は登録証明事業による証明を受けていることを示す事項」の欄は、不動産特定共同事業の業務に関する実務経験の年数が3年未満である者に限って記入すること。 ④記載事項について削除する箇所については下線を引くこと。ただし、業務管理者でなくなった日から10年経過した者の行は削除すること。 （記入例）下線 
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別記（A4） 様式第十号（第五十一条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 業務状況調書 （第一面） 作成者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 Ⅰ．不動産特定共同事業契約の締結業務の状況 （自年月日至年月日） 対象不動産の概要 契約の種別 対象不動産変更型契約 募集開始日年月日 契約期間年か月 募集総額円 契約者数名円 契約額 うち特例投資家数名円 （A4） （第二面） 作成者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 Ⅱ．不動産特定共同事業の実施の状況 （自年月日至年月日） 対象不動産の概要 契約者数名円 前事業年度末時点 うち特例投資家名円 の契約 年月日時点 前事業年度末時点の 不動産特定共同事業年月日時点円 に係る財産の合計額 事業開始日年月日 事業終了予定日年月日 事業期間年か月 電子取引業務 契約者数名円 事業年度中の契約解除又うち特例投資家数名円 は組合からの脱退自年月日 至年月日 契約者数名円 事業年度中の契約上の権うち特例投資家数名円 利及び義務の譲渡自年月日 至年月日 当該事業年度末時点の対 年月日時点％ 象不動産の稼働率 契約者数名円 当該事業年度うち特例投資家数名円 の契約自年月日 至年月日 当該事業年度末時点の不 動産特定共同事業年日時点円 に係る財産の合計額 円 開始以来 自年月日 分配金合計 至年月日 対象不動産変更型契約に基づく事業について追加する項目 募集総額円 出資の追加募集 契約者数名円 当該事業年度中の契うち特例投資家数名円 約自年月日 至年月日 対象不動産の変更 投資対象運用金額 財産の運用状況 不動産特定共同事業に係る財産及び損益の状況 第期第期第期 自年月日自年月日自年月日 至年月日至年月日至年月日 金額金額金額 千円千円千円 現金及び預金 対象不動産 その他資産 資産合計 財産の状況負債合計 純資産合計 負債及び純資産合計 対象不動産の合計額 対象不動産の評価額 （事業開始当初比） 賃貸事業収益 賃貸事業費用 賃貸NOI 賃貸事業損益 損益の状況 売買損益 営業者報酬 出資分配利益合計 出資（1口当たり）の 分配金（年換算利回り） （A4） （第三面） 作成者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 Ⅲ．不動産特定共同事業契約の締結の代理又は媒介業務の状況 （自年月日至年月日） 対象不動産の概要 契約の種別 電子取引業務 対象不動産変更型契約 募集開始日年月日 契約期間年か月 募集総額円 うち当社募集契約者数名円 投資家数、額うち特例投資家数名円 報酬の額円 （第四面） 比較貸借対照表 第期第期第期 自年月日自年月日自年月日 至年月日至年月日至年月日 金額金額金額 構成比構成比構成比 千円千円％千円千円％千円千円％ 資産の部 Ⅰ．流動資産 現金及び預金 受取手形 売掛金 未収入金 有価証券 販売用不動産 短期貸付金 前払費用 未収収益 その他の流動資産 貸倒引当金 流動資産合計 Ⅱ．固定資産 1有形固定資産 建物 減価償却累計額 構築物 減価償却累計額 車両運搬具 減価償却累計額 じゅう器備品 減価償却累計額 土地 建設仮勘定 その他の有形固定資産 減価償却累計額 有形固定資産合計 2無形固定資産 営業権 借地権 その他の無形固定資産 無形固定資産合計 3投資その他の資産 投資有価証券 長期貸付金 その他の投資その他の資産 投資その他の資産合計 固定資産合計 第期第期第期 自年月日自年月日自年月日 至年月日至年月日至年月日 金額金額金額 構成比構成比構成比 千円千円％千円千円％千円千円％ Ⅲ．繰延資産 新株発行費 社債発行費 社債発行差金 その他の繰延資産 繰延資産合計 資産合計 負債の部 Ⅰ．流動負債 支払手形 買掛金 短期借入金 未払金 未払費用 前受金 預り金 前受収益 賞与引当金 事業税引当金 法人税等充当金 その他の流動負債 流動負債合計 Ⅱ．固定負債 長期借入金 社債 長期未払金 退職給与引当金 不動産特定共同事業 に係る長期預り金 その他の固定負債 固定負債合計 負債合計 第期第期第期 自年月日自年月日自年月日 至年月日至年月日至年月日 金額金額金額 構成比構成比構成比 千円千円％千円千円％千円千円％ 純資産の部 Ⅰ．株主資本 資本金 新株式申込証拠金 資本剰余金 資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益剰余金 利益準備金 その他利益剰余金 任意積立金 ……準備金 ……積立金 繰越利益剰余金 利益剰余金合計 自己株式 自己株式申込証拠金 株主資本合計 Ⅱ．評価・換算差額等 その他有価証券 評価差額金 繰越ヘッジ損益 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 Ⅲ．新株予約権 純資産合計 負債純資産合計 記載要領 1第一面、第二面及び第三面共通事項 ①第一面及び第二面は、不動産特定共同事業契約の当事者となる不動産特定共同事業者が記載すること。 特例事業者が不動産特定共同事業契約の当事者である場合にあっては、当該不動産特定共同事業契約に基づき営まれる不動産取引に係る業務の委託を受けた法人が記載すること。 ②「対象不動産の概要」の欄には、対象不動産の特定に必要な事項について記載すること。 2第一面関係 ①当該事業年度における契約の締結の実績を全て記載すること。 ②「契約の種別」の欄には、不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号。以下「法」という。）第2条第3項各号に掲げる契約の種別を記載すること。 ③「対象不動産変更型契約」の欄には、当該商品が対象不動産変更型契約に該当するか否かを記載すること。 3第二面関係 ①「対象不動産の概要」から「開始以来分配金合計」までの欄には、当該事業年度に実施中の不動産特定共同事業（当該事業年度に終了したものを含む。）ごとに作成すること。 ア「財産の合計額」は、不動産特定共同事業契約に係る財産の額の合計とする。 イ「電子取引業務」の欄には、当該業務が電子取引業務に該当するか否かを記載すること。 ウ「事業年度中の契約解除又は組合からの脱退」の欄には、当該事業年度において契約を解除し、又は組合から脱退した投資家数及び額を記載すること。 エ「事業年度中の契約上の権利の譲渡及び義務の譲渡」の欄には、当該事業年度において契約上の権利及び義務の譲渡を行った投資家数及び額を記載すること。 ②「対象不動産変更型契約に基づく事業について追加する項目」については、次に従い作成すること。 ア当該商品において当該事業年度内に不動産の変更を目的として対象不動産の売買が行われた場合には、「対象不動産の変更」の欄に該当する旨を記載すること。 イ「財産の運用状況」の欄には、不動産を含め出資された財産の運用の状況を記載すること。また「運用金額」については、先物取引にあっては証拠金額を、オプション取引の場合にあってはオプションの対価の額を記載すること。 4第三面関係 ①第三面は、不動産特定共同事業契約の代理又は媒介を行う法人（以下「当社」という。）が記載すること。 ②「契約の種別」の欄には、法第2条第3項各号に掲げる契約の種別を記載すること。 ③「電子取引業務」の欄には、当該業務が電子取引業務に該当するか否かを記載すること。 ④「対象不動産変更型契約」の欄には、当該商品が対象不動産変更型契約に該当するか否かを記載すること。 ⑤「うち当社募集投資家数、額」の欄には、当社が代理又は媒介を行った出資又は賃貸若しくは賃貸委任の目的である財産を出資した投資家数及び額の合計を、当該事業年度末時点で記入すること。 ⑥「報酬の額」の欄には、当該事業年度内に当社が受領した報酬の合計額を記載すること。 5第四面関係 ①比較貸借対照表に掲げる科目以外の科目を設ける必要が生じたときは、その性質に応じて適切な名称を付し、適切な場所に記載すること。 また、比較貸借対照表に掲げる科目が必要ない場合には削除することを妨げない。 ②千円単位をもって表示すること。 ③期末保証債務残高がある場合には、その残高を注記すること。 ④会社が発行する株式及び発行済株式の種類並びに総数については、注記すること。 ⑤純資産額から⑨の新株式申込証拠金及び評価・換算差額等の合計額を控除した額が、資本金、資本準備金及び利益剰余金の合計額を下回る場合には、その差額を注記すること。 ⑥会社が保有する自己株式の数は、株式の種類ごとに注記すること。 ⑦「その他の流動資産」、「その他の有形固定資産」、「その他の無形固定資産」、「その他の投資その他の資産」又は「その他の繰延資産」に属する資産でその金額が総資産の100分の5を超えるものについては、当該資産を明示する科目をもって記載すること。 ⑧⑦は、負債の部の記載に準用する。 ⑨新株式申込証拠金の科目には、申込期日経過後における新株式申込証拠金を 記載すること。 ⑩新株式申込証拠金に係る株式の発行数、資本金増加の日及び当該金額のうち資本金に組み入れられないことが予定されている金額は、注記すること。 ⑪自己株式の科目は、控除する形式で記載すること。 ⑫自己株式申込証拠金の科目には、申込期日経過後における申込証拠金を記載すること。 ⑬その他有価証券評価差額金及び繰延ヘッジ損益の科目には、資産につき時価を付すものとした場合における当該資産の評価差額金（当期純利益又は当期純損失として計上したものを除く。）を記載すること。 ⑭土地再評価差額金の科目は、土地の再評価に関する法律（平成10年法律第34号）第7条第2項に規定する再評価差額金を記載すること。 ⑮資産の評価の方法、固定資産の減価償却の方法、重要な引当金の計上の方法その他の財務諸表の作成に関する重要な会計方針変更がある場合には、その内容を注記すること。 ⑯会計処理の原則又は手続を変更した場合においてはその内容、変更の理由及び当該変更が財務諸表に与えている影響の内容を、表示方法を変更した場合においてはその内容を注記すること。 ⑰決算日後、翌事業年度以降の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす事象が発生したときは、当該事象を注記すること。 ⑱記載要領において特に定める注記のほか、利害関係人が会社の財政及び経営の状況に関する適正な判断を行うために必要と認められる事項があるときは、当該事項を注記すること。 ⑲この面は、有価証券報告書をもって、これに代えることができるものとする。 ⑳持分会社である場合においては、「株主資本」とあるのは「社員資本」として、「新株式申込証拠金」とあるのは「出資金申込証拠金」として記載することとし、「自己株式」、「自己株式申込証拠金」及び「新株予約権」の記載を要しない。資本剰余金については、「資本準備金」と「その他資本剰余金」に区分しての記載を要しない。利益剰余金については、「利益準備金」と「その他利益剰余金」に区分しての記載を要しない。 
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別記（A4） 年月日 様式第十一号（第五十一条、第五十七条関係）（平29内府国交令4・全改、平31内府国交令1・令2内府国交令10・一部改正） 財務（支）局長 地方整備局長 殿 北海道開発局長 知事商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 許可 登録 届出受理番号 第号 年度事業報告書 自年月日 至年月日 標記の事業年度が終了したので、不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第33条、第57条において準用する第33条又は第61条第2項の規定により、下記のとおり報告いたします。 記 1事業の概要 2不動産特定共同事業、小規模不動産特定共同事業又は適格特例投資家限定事業に関する事項 業務状況調書Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ （様式第十号により記載すること。） 3主要な株主又は社員に関する事項 主要な株主又は社員の名簿 （別表（イ）により記載すること。） 4経理の状況 （1）比較貸借対照表 （様式第十号により記載すること。） （2）比較損益計算書 （別表（ロ）により記載すること。） （3）株主資本等変動計算書又は社員資本等変動計算書 （別表（ハ）により記載すること。） 別表（イ） 主要な株主又は社員の名簿 保有株式数 商号若しくは名称又は氏名（株式会社でない場合に議決権比率 あっては、出資額） ％ 別表（ロ） 比較損益計算表 第期第期第期 自年月日自年月日自年月日 至年月日至年月日至年月日 金額金額金額 構成比構成比構成比 千円千円％千円千円％千円千円％ 経常損益の部 Ⅰ営業収益 売上高 売上原価 販売費及び一般管理費 人件費 役員報酬 給料 諸手当 賞与 退職金 法定福利費 厚生費 福利施設費 物件費 修繕維持費 事務用品費 事務機械費 図書印刷費 旅費 交通費 通信費 用水光熱費 調査研究費 会議費 広告宣伝費 交際費 寄付金 地代家賃 保険料 雑費 その他の費用 事業税 租税公課 減価償却費 貸倒損失 営業利益（営業損失） Ⅱ営業外損益 営業外収益 受取利息配当金 有価証券売却益 雑収入 営業外費用 支払利息及び割引料 納付所得税等 雑支出 経常利益（経常損失） 第期第期第期 自年月日自年月日自年月日 至年月日至年月日至年月日 金額金額金額 構成比構成比構成比 千円千円％千円千円％千円千円％ 特別損益の部 Ⅲ特別利益 前期損益修正益 固定資産売却益 その他の特別利益 Ⅳ特別損失 前期損益修正損 固定資産売却損 その他の特別損失 税引前当期純利益 （当期純損失） 前期繰越利益 （前期繰越損失） ……準備金取崩額 ……積立金取崩額 中間配当額 中間配当に伴う利益 準備金積立額 当期未処分利益金 （当期未処理損失金） 別表（ハ） 株主資本等変動計算書 自年月日 至年月日 株主資本評価・換算差額等 資本剰余金利益剰余金 新株純資産 新株式繰延土地評価・ 自己株式その他有 資本自己予約権合計 その他利益剰余金株主資本 申込その他資本申込ヘッジ再評価 価証券評換算差額 金資本利益株式合計 利益剰余 証拠金資本剰余金証拠金損益差額金等合計 価差額金 準備金準備金任意金合計 繰越利益 剰余金合計 積立金剰余金 前期末残高千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円干円千円干円千円千円干円 当期変動額 新株の発行 剰余金の配当 当期純利益 自己株式の処分 ・・・・・・・ 株主資本以外の項目 項目の当期変動額 （純額） 当期変動額合計 当期末残高 記載要領 ①「許可登録届出受理番号」の欄には、許可権者、登録権者又は届出受理者について下表に該当する者を記入するとともに、許可番号、登録番号又は届出番号を記入すること。 金融庁長官・国土交通大臣埼玉県知事静岡県知事岡山県知事大分県知事北海道知事（宗谷） 国土交通大臣千葉県知事愛知県知事広島県知事宮崎県知事北海道知事（オホ） 青森県知事東京都知事三重県知事山口県知事鹿児島県知事北海道知事（胆振） 岩手県知事神奈川県知事滋賀県知事徳島県知事沖縄県知事北海道知事（日高） 宮城県知事新潟県知事京都府知事香川県知事北海道知事（石狩）北海道知事（十勝） 秋田県知事富山県知事大阪府知事愛媛県知事北海道知事（渡島）北海道知事（釧路） 山形県知事石川県知事兵庫県知事高知県知事北海道知事（檜山）北海道知事（根室） 福島県知事福井県知事奈良県知事福岡県知事北海道知事（後志） 茨城県知事山梨県知事和歌山県知事佐賀県知事北海道知事（空知） 栃木県知事長野県知事鳥取県知事長崎県知事北海道知事（上川） 群馬県知事岐阜県知事島根県知事熊本県知事北海道知事（留萌） ②別表（イ）の主要な株主又は社員については、当該事業年度末において、最も大口の株主又は社員から順次10位までの者について記載すること。 ③別表（ロ）及び別表（ハ）に記載すべき金額は、千円単位をもって表示すること。 ④別表の作成に当たり該当事項がない場合においては、その旨を記載すること。 ⑤財務諸表の作成に関し、会計処理の原則又は手続を変更した場合においてはその内容、変更の理由及び当該変更が財務諸表に与えている影響の内容を、表示方法を変更した場合においてはその内容を、別表（ハ）の次に注記すること。 ⑥比較貸借対照表又は比較損益計算書及び株主資本等変動計算書又は社員資本等変動計算書に掲げる科目以外の科目を設ける必要が生じたときは、その性質に応じて適切な名称を付し、適切な場所に記載すること。 また、比較貸借対照表、比較損益計算書に掲げる科目が必要ない場合には削除することを妨げない。 ⑦決算日後、翌事業年度以降の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす事象が発生したときは、当該事象を記載要領⑤による注記の次に記載すること。 ⑧不動産特定共同事業法施行規則（平成7年大蔵省・建設省令第2号）において特に定める注記のほか、利害関係人が会社の財政及び経営の状況に関する適正な判断を行うために必要と認められる事項があるときは、当該事項を注記のとして記載すること。 ⑨別表（ロ）及び別表（ハ）は、有価証券報告書をもってこれに代えることができるものとする。 ⑩別表（ハ）の株主資本の各項目の変動事由及びその金額の記載は、概ね貸借対照表における表示の順序による。 ⑪株主資本以外の各項目は、当期変動額を純額で記載することに代えて、変動事由ごとにその金額を株主資本等変動計算書又は注記により表示することができる。また変動事由ごとにその金額を株主資本等変動計算書に記載する場合には、概ね株主資本の各項目に関係する変動事由の次に記載する。 ⑫別表（ハ）のその他利益剰余金については、その内訳科目の前期末残高、当期変動額（変動事由ごとの金額）及び当期末残高を株主資本等変動計算書に記載することに代えて、注記により開示することができる。この場合には、その他利益剰余金の前期末残高、投機変動額及び当期末残高の各合計額を株主資本等変動計算書に記載する。 ⑬別表（ハ）の評価・換算差額等については、その内訳科目の前期末残高、当期変動額（当期変動額については主な変動事由にその金額を表示する場合には、変動事由ごとの金額を含む。）及び当期末残高を株主資本等変動計算書に記載することに代えて、注記により開示することができる。この場合には、評価・換算差額等の前期末残高、当期変動額及び当期末残高の各合計額を株主資本等変動計算書に記載する。 ⑭別表（ハ）の各合計額の記載は省略することができる。その他資本剰余金、その他利益剰余金及び評価・換算差額等は、上記科目以外の適当な名称を付した科目に細分し、記載することができる。 ⑮別表（ハ）について、法人が持分会社である場合においては、「株主資本等変動計算書」とあるのは「社員資本等変動計算書」として、「株主資本」とあるのは「社員資本」として記載し、社員資本等変動計算書については「社員資本」及び「評価・換算差額等」のみ記載し、「社員資本」については「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」のみ記載すること。なお、「資本剰余金」については、「資本剰余金」と「その他資本剰余金」に区分しての記載を要しない。「利益剰余金」については、「利益準備金」と「その他利益剰余金」に区分しての記載を要しない。 
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別記 様式第十二号（第五十九条関係）（平29内府国交令4・全改、平31内府国交令1・令2内府国交令10・一部改正） 表 第号年月日（有効期間か年） 所属 職名 氏名 年月生 上記の者は、不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第40条第1項の規定により立入検査をすることができる者であることを証する。 国土交通大臣 知事 :㎝6;8．5㎝: 裏 不動産特定共同事業法抜粋 第40条主務大臣又は都道府県知事は、この法律の施行のため必要があると認めるときは、不動産特定共同事業（特例事業者が営むものを除く。以下この項において同じ。）を営む者（都道府県知事にあっては、当該都道府県の区域内においてこれを営む者に限る。以下この項において同じ。）、当該不動産特定共同事業を営む者と取引をする者若しくは当該不動産特定共同事業を営む者から業務の委託を受けた者に対し、当該不動産特定共同事業を営む者の業務若しくは財産について報告若しくは資料の提出を命じ、又はその職員に当該不動産特定共同事業を営む者若しくは当該不動産特定共同事業を営む者から業務の委託を受けた者の事務所その他その業務が行われる場所に立ち入り、当該不動産特定共同事業を営む者の業務若しくは財産の状況若しくは帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 2前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。 3第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。
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別記（A4） 様式第十三号（第六十条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 登録申請書 （第一面） 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号。以下「法」という。）第42条第1項の規定により、法第41条第1項の登録を申請します。この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 金融庁長官 国土交通大臣殿 知事申請者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 申請事務 担当者名 電話番号 メールアドレス 金融庁長官 登録番号国土交通大臣 知事第号 登録年月日年月日 年月日から 有効期間 年月日まで ◎商号又は名称及び住所 フリガナ 商号又は名称 住所 ◎資本金又は出資の額（単位：円） 円 ◎宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第3条第1項の免許に関する事項 免許番号第号 免許年月日年月日 自年月日 有効期間 至年月日 ◎法第2条第6項各号の種別 □1．第1号□2．第2号 ◎法第73条第1項各号に規定する事業の種別 □1．第1号に規定する事業□2．第2号に規定する事業 ◎電子取引業務を行う場合にあっては、その旨 ◎不動産特定共同事業及び宅地建物取引業以外に行っている事業の種類 事業の種類 （第二面） ◎役員に関する事項 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 （第三面） ◎事務所に関する事項 事務所の別 事務所の名称 所在地 電話番号 ◎不動産特定共同事業法施行令（平成6年政令第413号）第10条で定める使用人に関する事項 フリガナ 氏名 住所 ◎法第50条第2項において準用する第17条第1項に規定する者に関する事項 登録番号第号― フリガナ 氏名 住所 登録番号第号― フリガナ 氏名 住所 （第四面） 小規模不動産特定共同事業に係る業務の方法 （第五面） ◎役員の兼職状況 フリガナ常務に従事している他の常務に従事している他の法人の業務の 役員の氏名法人の商号又は名称種類又は他に営んでいる事業の種類 （第六面） 電子取引業務を遂行するための体制 （第七面） 登録免許税納付書・領収証書又は証紙貼付け欄 （消印してはならない。） 記載要領 1各面共通事項 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 2第一面関係 ①「登録番号」及び「登録年月日」、「有効期間」の欄には、登録を受けている者のみ記入すること。 ②「事業の種類」の欄には、統計調査に用いる産業分類並びに疾病、傷害及び死因分類を定める政令に基づく告示（平成14年総務省告示第139号）による日本標準産業分類表大分類による業種を記載すること。なお、不動産特定共同事業及び宅地建物取引業以外に行っている事業がない場合には、空欄とすること。 3第二面関係 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役若しくは執行役又はこれらに準ずる者をいい、いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役若しくは執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を記入すること。 （例）代表取締役、取締役、会計参与、監査役、代表執行役、執行役、代表社員、理事、監事等 4第三面関係 ①第三面は、事務所ごとに作成すること。 ②「事務所の別」の欄には、「本店」又は「支店」（商人以外の者にあっては、「主たる事務所」又は「従たる事務所」）の別について記入すること。 ③「登録番号」の欄には、宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第18条の規定により登録を受けた登録番号を記入すること。この際、登録を受けている都道府県知事については、下表により該当する都道府県知事を記入すること。また、登録番号に「選考」とある場合にのみ最後の―（ダッシュ）の後ろに「1」を記入すること。 （記入例） 東京都知事第000100号―［東京都知事登録第000100号の場合］ 青森県知事千葉県知事静岡県知事島根県知事長崎県知事北海道知事（空知） 岩手県知事東京都知事愛知県知事岡山県知事熊本県知事北海道知事（上川） 宮城県知事神奈川県知事三重県知事広島県知事大分県知事北海道知事（留萌） 秋田県知事新潟県知事滋賀県知事山口県知事宮崎県知事北海道知事（宗谷） 山形県知事富山県知事京都府知事徳島県知事鹿児島県知事北海道知事（オホ） 福島県知事石川県知事大阪府知事香川県知事沖縄県知事北海道知事（胆振） 茨城県知事福井県知事兵庫県知事愛媛県知事北海道知事（石狩）北海道知事（日高） 栃木県知事山梨県知事奈良県知事高知県知事北海道知事（渡島）北海道知事（十勝） 群馬県知事長野県知事和歌山県知事福岡県知事北海道知事（檜山）北海道知事（釧路） 埼玉県知事岐阜県知事鳥取県知事佐賀県知事北海道知事（後志）北海道知事（根室） 5第四面関係 業務の運営に関する基本原則、業務の種別及び内容、業務執行の方法、利害関係人との取引に係る手続等、小規模不動産特定共同事業の業務の方法に関する事項を記載すること。 6第五面関係 「事業の種類」については、統計調査に用いる産業分類並びに疾病、傷害及び死因分類を定める政令に基づく告示（平成14年総務省告示第139号）による日本標準産業分類表細分類による業種を記載すること。 7第六面関係 電子取引業務を遂行するための体制として、業務運営体制、重要な業務を担当する者の知識及び経験などを記載すること。 
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別記（A4） 様式第十四号（第六十一条関係）（平29内府国交令4・全改、令元内府国交令2・令2内府国交令10・一部改正） 添付書類 業務管理者設置証明書 下記の事務所は、不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第50条第2項において準用する第17条第1項に規定する要件を備えていることを証明します。 年月日 金融庁長官 国土交通大臣殿 知事 商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 記 フリガナ 事務所の名称事務所の所在地 業務管理者の氏名 （A4） 添付書類―1 発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者の商号若しくは名称又は氏名、住所及びその有する株式の数又はその者のなした出資の額 フリガナ 法人の商号若しくは 名称又は氏名 保有株式の数 （出資金額） 出資割合％ 住所 フリガナ 法人の商号若しくは 名称又は氏名 保有株式の数 （出資金額） 出資割合％ 住所 フリガナ 法人の商号若しくは 名称又は氏名 保有株式の数 （出資金額） 出資割合％ 住所 フリガナ 法人の商号若しくは 名称又は氏名 保有株式の数 （出資金額） 出資割合％ 住所 フリガナ 法人の商号若しくは 名称又は氏名 保有株式の数 （出資金額） 出資割合％ 住所 （A4） 添付書類―2 役員が法人である場合の当該法人及び当該役員の職務を行うべき者 フリガナ 法人の商号は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号は名称 フリガナ 氏名 住所 （A4） 添付書類―1 略歴書 フリガナ 氏名 職名生年月日年月日 住所 期間従事した職務の内容 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 略歴 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 年月日賞罰の内容 年月日 年月日 賞罰 年月日 年月日 年月日 年月日 上記のとおり相違ありません。 年月日 氏名 （A4） 添付書類―2 法人の沿革 フリガナ 商号又は名称 フリガナ 代表者の氏名 本店所在地 電話番号 設立年月日 設立の経緯 年月沿革の内容 設立後の経緯 年月日賞罰の内容 賞罰 上記のとおり相違ありません。 年月日 代表者氏名 （A4） 添付書類―3 実務経験証明書 年月日 商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 フリガナ 被証明者氏名 実務経験内容及び在職期間 職務内容 自年月日 在職期間至年月日 年月間 実務経験内容及び在職期間 職務内容 自年月日 在職期間至年月日 年月間 証明者 金融庁長官 許可番号又は 登録番号若しく国土交通大臣第号 は届出受理番号 知事 商号又は名称 代表者氏名 （A4） 添付書類―4 業務管理者資格届出書 年月日 商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 業務管理者氏名 登録証明事業名 登録番号 登録年月日 有効期限 （A4） 添付書類 小規模不動産特定共同事業の業務を執行するための組織に関する事項 （A4） 添付書類 誓約書 （商号又は名称）は、 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第44条第1号、第4号、第5号 及び第8号に該当しない者であることを誓約します。 年月日 商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 金融庁長官 国土交通大臣殿 知事 記載要領 1各面共通事項 1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 2添付書類―1 「出資割合」の欄には、株式会社にあっては当該株主が保有する株式の発行済株式総総数に対する割合を、その他の法人にあっては当該出資者が出資をした額の出資金額に対する割合を記入すること。 3添付書類―1 役員（法人であるものを除く。）、不動産特定共同事業法施行令（平成6年政令第413号）第10条で定める使用人及び事務所ごとに置かれる不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号。以下「法」という。）第50条第2項において準用する第17条第1項に規定する者の1人1人についてそれぞれ作成すること。 なお、「賞罰」の欄は、法第6条第10号ロからルまでのうち該当するものを全て記入すること。 4添付書類―2 役員が法人である場合に、当該法人について作成すること。なお、「賞罰」の欄は、法第6条第3号及び第9号のうち該当するものを全て記入すること。 5添付書類―3 実務経験が複数の法人にわたる場合には、法人毎に作成すること。 6添付書類―4 不動産特定共同事業法施行規則（平成7年大蔵省・建設省令第2号）第21条第1項第3号に規定する登録証明事業による証明を受けている者の1人1人についてそれぞれ作成すること。なお「登録証明事業名」の欄には、当該証明に係る事業の名称を記入すること。 7添付書類 小規模不動産特定共同事業の業務を執行するための組織に関する事項としては、組織図及び各組織が担当する業務の概略、重要な業務を担当する者の知識及び経験などを記載すること。 
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別記（A4） 様式第十五号（第六十六条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 変更登録申請書 下記事項について変更しましたので、不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第46条の規定により、変更登録申請書を提出します。この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 金融庁長官 国土交通大臣殿 知事申請者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 変更申請事務 担当者名 電話番号 メールアドレス 登録番号第号 記 1．変更内容 変更に係る事項 変更年月日 変更後変更前 2．変更理由 記載要領 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 ③「変更に係る事項」の欄には、それぞれの変更事項について、変更前及び変更後の内容を記載すること。 ④不動産特定共同事業契約約款の追加又は変更をしようとする場合にあっては不動産特定共同事業約款を新たに作成した上で添付すること。 ⑤「登録番号」の欄には、下表により該当する者を記入するとともに、登録番号を記入すること。 国土交通大臣千葉県知事愛知県知事広島県知事宮崎県知事北海道知事（オホ） 青森県知事東京都知事三重県知事山口県知事鹿児島県知事北海道知事（胆振） 岩手県知事神奈川県知事滋賀県知事徳島県知事沖縄県知事北海道知事（日高） 宮城県知事新潟県知事京都府知事香川県知事北海道知事（石狩）北海道知事（十勝） 秋田県知事富山県知事大阪府知事愛媛県知事北海道知事（渡島）北海道知事（釧路） 山形県知事石川県知事兵庫県知事高知県知事北海道知事（檜山）北海道知事（根室） 福島県知事福井県知事奈良県知事福岡県知事北海道知事（後志） 茨城県知事山梨県知事和歌山県知事佐賀県知事北海道知事（空知） 栃木県知事長野県知事鳥取県知事長崎県知事北海道知事（上川） 群馬県知事岐阜県知事島根県知事熊本県知事北海道知事（留萌） 埼玉県知事静岡県知事岡山県知事大分県知事北海道知事（宗谷） 
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別記（A4） 様式第十六号（第六十七条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 変更届出書 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第47条第1項の規定により、下記の事項について届け出ます。この届出書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 財務（支）局長 地方整備局長 殿 北海道開発局長 知事届出者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 変更届出事務 担当者名 電話番号 メールアドレス 登録番号第号 記 1．変更内容 変更に係る事項 変更年月日 変更後変更前 2．変更理由 記載要領 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 ③「登録番号」の欄には、登録権者について下表により該当する者を記入するとともに、登録番号を記入すること。 金融庁長官・国土交通大臣埼玉県知事静岡県知事岡山県知事大分県知事北海道知事（宗谷） 国土交通大臣千葉県知事愛知県知事広島県知事宮崎県知事北海道知事（オホ） 青森県知事東京都知事三重県知事山口県知事鹿児島県知事北海道知事（胆振） 岩手県知事神奈川県知事滋賀県知事徳島県知事沖縄県知事北海道知事（日高） 宮城県知事新潟県知事京都府知事香川県知事北海道知事（石狩）北海道知事（十勝） 秋田県知事富山県知事大阪府知事愛媛県知事北海道知事（渡島）北海道知事（釧路） 山形県知事石川県知事兵庫県知事高知県知事北海道知事（檜山）北海道知事（根室） 福島県知事福井県知事奈良県知事福岡県知事北海道知事（後志） 茨城県知事山梨県知事和歌山県知事佐賀県知事北海道知事（空知） 栃木県知事長野県知事鳥取県知事長崎県知事北海道知事（上川） 群馬県知事岐阜県知事島根県知事熊本県知事北海道知事（留萌） ④「変更に係る事項」の欄には、それぞれの変更事項について、変更前及び変更後の内容を記載すること。 ⑤登録申請時に提出した様式第十三号のうち変更に係る面を変更後の内容に修正した上で添付すること。
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別記（A4） 様式第十七号（第六十八条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 廃業等届出書 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第48条第1項の規定により、以下のとおり届け出ます。この届出書の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 財務（支）局長 地方整備局長 殿 北海道開発局長 知事 届出者住所 氏名 □1．小規模不動産特定共同事業者 事業者の別 □2．小規模特例事業者 登録番号又は 第号 届出受理番号 □1．合併による消滅□2．破産による解散 届出の理由 1及び2以外の理由事業の廃止（外国法人 □3．□4． による解散の国内事務所廃止等） 商号又は名称 代表者氏名 住所 届出の理由の生じた日 小規模不動産特定共同 □元代表役員□破産管財人□清算人□代表役員 事業者と届出者の関係 記載要領 「登録番号又は届出受理番号」の欄には、登録権者又は届出受理者について下表に該当する者を記入するとともに、登録番号又は届出受理番号を記入すること。 小規模不動産特定共同事業者の場合 金融庁長官・国土交通大臣埼玉県知事静岡県知事岡山県知事大分県知事北海道知事（宗谷） 国土交通大臣千葉県知事愛知県知事広島県知事宮崎県知事北海道知事（オホ） 青森県知事東京都知事三重県知事山口県知事鹿児島県知事北海道知事（胆振） 岩手県知事神奈川県知事滋賀県知事徳島県知事沖縄県知事北海道知事（日高） 宮城県知事新潟県知事京都府知事香川県知事北海道知事（石狩）北海道知事（十勝） 秋田県知事富山県知事大阪府知事愛媛県知事北海道知事（渡島）北海道知事（釧路） 山形県知事石川県知事兵庫県知事高知県知事北海道知事（檜山）北海道知事（根室） 福島県知事福井県知事奈良県知事福岡県知事北海道知事（後志） 茨城県知事山梨県知事和歌山県知事佐賀県知事北海道知事（空知） 栃木県知事長野県知事鳥取県知事長崎県知事北海道知事（上川） 群馬県知事岐阜県知事島根県知事熊本県知事北海道知事（留萌） 小規模特例事業者の場合 （国土交通省） 北海道開発局長北陸地方整備局長中国地方整備局長 東北地方整備局長中部地方整備局長四国地方整備局長 関東地方整備局長近畿地方整備局長九州地方整備局長 （金融庁） 北海道財務局長北陸財務局長中国財務局長九州財務局長 東北財務局長東海財務局長四国財務局長 関東財務局長近畿財務局長福岡財務支局長 （国土交通省・金融庁） 沖縄総合事務局長 
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別記 様式第十八号（第七十一条関係）（平29内府国交令4・全改） 標識 小規模不動産特定共同事業者票 金融庁長官 登録番号国土交通大臣第号 知事 商号又は名称 代表者氏名 35㎝以上 この事務所に置かれて いる業務管理者の氏名 本店又は主たる事務所 の所在地 電話番号 不動産特定共同事業法 第2条第6項第1号第2号 各号の種別 35㎝以上  
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別記（A4） 様式第十九号（第七十三条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 特例事業開始届出書 （第一面） 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第58条第2項の規定により、下記の事項について届け出ます。この届出書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 財務（支）局長 地方整備局長殿 北海道開発局長 申請者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 届出事務 担当者名 電話番号 メールアドレス ◎商号又は名称及び住所 フリガナ 商号又は名称 住所 郵便番号― ◎資本金又は出資の額（単位：円） 円 ◎不動産特定共同事業契約に基づき営まれる不動産取引に係る業務の委託先の商号又は名称及び住所 フリガナ 商号又は名称 住所 郵便番号― ◎不動産特定共同事業契約の締結の勧誘の業務の委託先の商号又は名称及び住所 フリガナ 商号又は名称 住所 郵便番号― ◎事務所に関する事項 事務所の名称 所在地 電話番号 （第二面） ◎役員に関する事項 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 ◎不動産特定共同事業法施行令（平成6年政令第413号）第13条で定める使用人に関する事項 フリガナ 氏名 住所 ◎特例投資家のみを相手方又は事業参加者とするか否かの別 □1．特例投資家のみを相手方又は事業参加者とする。 □2．特例投資家のみを相手方又は事業参加者としない。 ◎不動産特定共同事業契約に係る不動産取引の目的となる不動産の価格 千円 不動産特定共同事業契約に係る不動産取引の目的となる不動産の価格の算定方法 ◎ 不動産特定共同事業契約に係る不動産取引の目的となる不動産についての工事の費用の概算額 千円 ◎ 記載要領 1各面共通事項 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 2第二面関係 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役若しくは執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問、その他いかなる名称を有するものであるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役若しくは執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を記入すること。 （例）代表取締役、取締役、会計参与、監査役、代表執行役、執行役、代表社員、理事、監事等 
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別記（A4） 様式第二十号（第七十四条関係）（平29内府国交令4・全改、令元内府国交令2・令2内府国交令10・一部改正） 添付書類 役員が法人である場合の当該法人及び当該役員の職務を行うべき者 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 （A4） 添付書類―1 略歴書 （フリガナ） 氏名 職名生年月日年月日 住所 期間従事した職務の内容 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 略 自年月日 至年月日 歴 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 年月日賞罰の内容 年月日 賞 年月日 年月日 罰 年月日 年月日 年月日 上記のとおり相違ありません。 年月日 氏名 （A4） 添付書類―2 法人の沿革 フリガナ 商号又は名称 フリガナ 代表者の氏名 住所 電話番号（）― 設立年月日 設立の経緯 年月沿革の内容 設 立 後 の 経 緯 年月賞罰の内容 賞 罰 上記のとおり相違ありません。 年月日 代表者氏名 記載要領 1各面共通事項 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 ③添付書類―1は、役員（法人であるものを除く。）、不動産特定共同事業法施行令（平成6年政令第413号）第13条で定める使用人の1人1人についてそれぞれ作成すること。なお、「賞罰」の欄は、不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号。以下「法」という。）第6条第10号ロからルまでのうち該当するものを全て記入すること。 ④添付書類―2は、役員が法人である場合に、当該法人について作成すること。なお、「賞罰」の欄は、法第6条第3号及び第9号のうち該当するものを全て記入すること。
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別記（A4） 様式第二十一号（第七十五条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 変更届出書 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第58条第4項の規定により、下記の事項について届け出ます。この届出書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 財務（支）局長 地方整備局長殿 北海道開発局長 申請者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 変更届出事務 担当者名 電話番号 メールアドレス 記 特例事業開始届出受理番号 第号 1．変更内容 変更に係る事項 変更年月日 変更後変更前 2．変更理由 記載要領 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 ③「変更に係る事項」の欄には、それぞれの変更事項について、変更前及び変更後の内容を記載すること。 ④特例事業開始の届出時に提出した様式第十九号のうち変更に係る面を変更後の内容に修正した上で添付すること。
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別記（A4） 様式第二十二号（第七十六条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 特例事業不該当事由届出書 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第58条第8項の規定により、以下のとおり届け出ます。この届出書の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 財務（支）局長 地方整備局長殿 北海道開発局長 特例事業者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 届出事務 担当者名 電話番号 メールアドレス 特例事業者届出受理番号 第号 届出の理由 商号又は名称 代表者氏名 住所 届出の理由の生じた日 その他 記載要領 ①「届出の理由」の欄には、特例事業に該当しなくなった理由を記載すること。 ②特例事業の要件を満たすために必要な措置を講じる場合には、「その他」の欄に、その旨と対応策について記載すること。

 

75



別
記
様
式
第
二
十
三
号
（
第
七
十
七
条
関
係
）

別記 様式第二十三号（第七十七条関係）（平29内府国交令4・全改、平31内府国交令1・令2内府国交令10・一部改正） 表 第号年月日（有効期間か年） 所属 職名 氏名 年月生 上記の者は、不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第58条第9項の規定により立入検査をすることができる者であることを証する。 国土交通大臣 知事 :㎝6;8．5㎝: 裏 不動産特定共同事業法抜粋 第40条主務大臣又は都道府県知事は、この法律の施行のため必要があると認めるときは、不動産特定共同事業（特例事業者が営むものを除く。以下この項において同じ。）を営む者（都道府県知事にあっては、当該都道府県の区域内においてこれを営む者に限る。以下この項において同じ。）、当該不動産特定共同事業を営む者と取引をする者若しくは当該不動産特定共同事業を営む者から業務の委託を受けた者に対し、当該不動産特定共同事業を営む者の業務若しくは財産について報告若しくは資料の提出を命じ、又はその職員に当該不動産特定共同事業を営む者若しくは当該不動産特定共同事業を営む者から業務の委託を受けた者の事務所その他その業務が行われる場所に立ち入り、当該不動産特定共同事業を営む者の業務若しくは財産の状況若しくは帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 2前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。 3第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 第58条 9主務大臣は、特例事業者に対し、その業務に係る状況を確認するため特に必要があると認めるときは、その必要の限度において、第2項の規定による届出に係る事項に関し参考となるべき報告若しくは資料の提出を命じ、又はその職員に事務所その他その業務が行われる場所に立ち入り、帳簿書類その他の物件の検査（同項の規定による届出に係る事項に関し必要なものに限る。）をさせ、若しくは同項の規定による届出に係る事項に関し、関係者に質問させることができる。 10第40条第2項及び第3項の規定は、前項の規定による立入検査について準用する。
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別記（A4） 様式第二十四号（第七十八条関係）（平29内府国交令4・全改、平31内府国交令1・令2内府国交令10・一部改正） 適格特例投資家限定事業開始届出書 （第一面） 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第59条第2項の規定により、下記の事項について届け出ます。この届出書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 財務（支）局長 殿 地方整備局長 北海道開発局長申請者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 届出事務 担当者名 電話番号 メールアドレス ◎商号又は名称及び住所 フリガナ 商号又は名称 住所 郵便番号― ◎資本金又は出資の額（単位：円） 円 ◎不動産特定共同事業及び宅地建物取引業以外に行っている事業の種類 事業の種類 ◎宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第3条第1項の免許に関する事項 免許番号第号 免許年月日年月日 自年月日 有効期間 至年月日 （第二面） ◎不動産取引に係る業務の全てを委託する宅地建物取引業者に関する事項 フリガナ 商号又は名称 事務所の名称 所在地 電話番号 免許番号第号 免許年月日年月日 自年月日 有効期間 至年月日 ◎役員に関する事項 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 役職名 フリガナ 氏名 ◎事務所に関する事項 事務所の名称 所在地 電話番号 ◎不動産特定共同事業法施行令（平成6年政令第413号）第14条で定める使用人に関する事項 フリガナ 氏名 住所 （第三面） 適格特例投資家限定事業の概要 （第四面） ◎適格特例投資家に関する事項 フリガナ 商号又は名称 種別 事務所の名称 所在地 フリガナ 商号又は名称 種別 事務所の名称 所在地 フリガナ 商号又は名称 種別 事務所の名称 所在地 フリガナ 商号又は名称 種別 事務所の名称 所在地 記載要領 1各面共通事項 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 2第一面関係 「宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第3条第1項の免許に関する事項」の欄には、不動産取引に係る業務の全てを委託する場合にあっては、当該宅地建物取引業者に関する事項を記入すること。 3第二面関係 「役員」とは、業務を執行する社員、取締役若しくは執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問、その他いかなる名称を有するものであるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役若しくは執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を記入すること。 （例）代表取締役、取締役、会計参与、監査役、代表執行役、執行役、代表社員、理事、監事等 4第三面関係 業務の内容、業務運営に関する規則等、適格特例投資家限定事業の業務の方法に関する事項を記載すること。 5第四面関係 ①当該不動産特定共同事業契約の相手方又は事業参加者となる全ての適格特例投資家に関する事項を記載すること。 ②「適格特例投資家の種別」の欄には、当該不動産特定共同事業契約の相手方又は事業参加者となる適格特例投資家に関し、その種別が不動産特定共同事業法施行規則（平成七年大蔵省・建設省令第二号）第五条第一項各号に規定する種別のいずれに該当するかを記載すること。 
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別記（A4） 様式第二十五号（第七十九条関係）（平29内府国交令4・全改、令元内府国交令2・令2内府国交令10・一部改正） 添付書類 誓約書 （商号又は名称）は、 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第59条第4項 に掲げる事項に該当しない者であることを誓約します。 年月日 商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 金融庁長官 国土交通大臣殿 添付書類 役員が法人である場合の当該法人及び当該役員の職務を行うべき者 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 フリガナ 法人の商号又は名称 フリガナ 氏名 住所 （A4） 添付書類―1 略歴書 （フリガナ） 氏名 職名生年月日年月日 住所 期間従事した職務の内容 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 略 自年月日 至年月日 歴 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 自年月日 至年月日 年月日賞罰の内容 年月日 賞 年月日 年月日 罰 年月日 年月日 年月日 上記のとおり相違ありません。 年月日 氏名 （A4） 添付書類―2 法人の沿革 フリガナ 商号又は名称 フリガナ 代表者の氏名 住所 電話番号（）― 設立年月日 設立の経緯 年月沿革の内容 設 立 後 の 経 緯 年月賞罰の内容 賞 罰 上記のとおり相違ありません。 年月日 代表者氏名 （A4） 添付書類 適格特例投資家限定事業の業務を執行するための組織に関する事項 記載要領 1各面共通事項 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 ③添付書類―1は、役員（法人であるものを除く。）、不動産特定共同事業法施行令（平成6年政令第413号）第14条で定める使用人の1人1人についてそれぞれ作成すること。なお、「賞罰」の欄は、不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号。以下「法」という。）第6条第10号ロからルまでのうち該当するものを全て記入すること。 ④添付書類―2は、役員が法人である場合に、当該法人について作成すること。なお、「賞罰」の欄は、法第6条第3号、第5号、第7号及び第9号のうち該当するものを全て記入すること。 ⑤添付書類は、適格特例投資家限定事業の業務を執行するための組織に関する事項としては、組織図及び各組織が担当する業務の概略、重要な業務を担当する者の知識及び経験などを記載すること。 
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別記（A4） 様式第二十六号（第八十条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 変更届出書 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第59条第5項の規定により、下記の事項について届け出ます。この届出書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 財務（支）局長 地方整備局長殿 北海道開発局長申請者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 電話番号 変更届出事務 担当者名 電話番号 メールアドレス 記 適格特例投資家限定事業開始届出受理番号 第号 1．変更内容 変更に係る事項 変更年月日 変更後変更前 2．変更理由 記載要領 ①「電話番号」の欄には、市外局番、市内局番及び番号ごとにそれぞれ―（ダッシュ）で区切り、記入すること。 （記入例）03―5253―8111 ②1枚で記入しきれない面がある場合には、当該面と同じ様式の書面に記入して、その書面を当該面の次に添付すること。 ③「変更に係る事項」の欄には、それぞれの変更事項について、変更前及び変更後の内容を記載すること。 ④適格特例投資家限定事業開始の届出時に提出した様式第二十四号のうち変更に係る面を変更後の内容に修正した上で添付すること。
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別記（A4） 様式第二十七号（第八十三条関係）（平29内府国交令4・全改、令2内府国交令10・一部改正） 適格特例投資家限定事業不該当事由届出書 不動産特定共同事業法（平成6年法律第77号）第61条第4項の規定により、以下のとおり届け出ます。この届出書の記載事項は、事実に相違ありません。 年月日 財務（支）局長 地方整備局長殿 北海道開発局長 適格特例投資家限定事業者商号又は名称 本店所在地 代表者氏名 届出事務 担当者名 電話番号 メールアドレス 適格特例投資家限定事業者届出受理番号 第号 届出の理由 商号又は名称 代表者氏名 住所 届出の理由の生じた日 その他 記載要領 ①「届出の理由」の欄には適格特例投資家限定事業に該当しなくなった理由を記載すること。 ②適格特例投資家限定事業の要件を満たすために必要な措置を講じる場合には、「その他」の欄に、その旨と対応策について記載すること。
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別記（A4） 様式第二十八号（第八十七条関係）（平29内府国交令4・全改） 標識 不動産特定共同事業者票 届出受理番号第号 商号又は名称 代表者氏名 この事務所に置かれて いる業務管理者の氏名35㎝以上 本店又は主たる 事務所 の所在地 電話番号 第1号第2号 法2条第4項各号の種 別 第3号第4号 当社は、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和18年法律第43 号）第1条第1項の信託業務の範囲内で不動産特定共同事業を営んでおり ます。 35㎝以上 備考 本標識中、「届出受理番号」の欄には、不動産特定共同事業法施行令（平成6年政令第413号）第17条第3項の規定による届出に係る番号を記載すること。  
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